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商工自営業婦人の就労と生活の実態
渡　辺 睦
は　じ　め　に
　商工自営業にたずさわる婦人（以下，業者婦人と略す）は，家庭の主婦として家事・育児に従事す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
る一方，みずから自営業主として，あるいは家業を支えるために不可欠な家族従業者として，重要な
役割を担っている。1971年3月，労働省婦人少年局に設置された「家族従業老問題研究会議」は，
その中間報告『非農林家族従業者の現状と問題点』　（1974年9月）において，「従来の通俗的理解に
よれば，経済成長に基づく産業変動に伴って，一部の医師，弁護士，経理士等の専門職自営業は別と
して，非農林業の零細自営業は消滅していく存在であり，自営業従事老も減少傾向を辿るものと予想
されていた。しかし，40年代以降の増加傾向は，少なくとも先進工業諸国においては最近みられない
現象であり，我が国の特微として注目される」と述べている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
　この「先進工業諸国においては最近みられない現象」が，その後もひきつづいてわが国に存続して
いるのは何故だろうか。今日でも大都市や中小都市，農村のいたるところに，全国的な範囲でみられ
る零細な商工自営業が，相対的過剰人口のプールとして，なお根強く存続している客観的な条件は，
いったい何か。われわれが一定の問題意識にもとずいて究明しようとする点は，実庶ここにある。
　従来，自営業にたずさわる婦人の現状分析は，社会政策，労働問題の研究分野で，どちらかといえ
ば，資本制家内労働（内職従事者）を中心としたものが比較的多かった。しかし，業者婦人に焦点を
しぼった調査・研究は非常に少なく，その実態は科学的に解明されないまま，放置されてきたといえ
る。また，統計上の取扱いも，自営業者の地位区分は商工自営業者の比重が高いにもかかわらず，内
（3）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
職従事者と一緒にされてきたのである（例えば1968年以前の「就業構造基本調査」）。だが，今日，中小
企業の最下層で圧倒的多数を占めている零細企業・商工自営業に従事している業老婦人の状態は，単
に労働問題の視点からだけではなく，経済学，経営学，社会学，心理学など，多面的な角度からの総
合的な共同調査・研究の課題として，解明されるべきものであると考える。
　本稿の目的は，実態調査をつうじて業者婦人の現状を客観的に分析し，その特徴と問題点を具体的
に明らかにすることにある。
　　　　　　　　　　　　（4）
（注）
　（1）婦人問題辞典刊行委員会編『婦人問題辞典』によれば，業者婦人とは，　「雇用されているのではなく，
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　　夫や家族と一緒に製造，販売などにたずさわっている婦人をいう。自営業（業者）のおもな特徴は，①
　　雇用労働者がいないか，または4人未満であること（業種によって，雇用労働者がこれより若干多い場
　　合もある）②事業主が生産またはサービス労働に直接たずさわっていること　③家計と営業との分離が
　　むずかしいこと　④家族従業者に依存する度合いが高いこと　⑤大・中企業の下請や賃加工，販売する
　　ことで経営と生活を維持していること　⑥自営所得が低く，資本蓄積や事業規模の拡大が制約されてい
　　ること，などがあげられる。1979年10月，非農…林の業者婦人は528万人（うち289万人は家族従業者）で
　　ある」　（201～202ページ）。
（2）労働省婦人少年局編r婦人の歩み30年』1975年11月，308ページ。
（3）　業者婦人にかんする数少ない労作として，岡山礼子「都市自営業者家庭の主婦」一番ケ瀬康子・小山
　　隆編『家庭と社会』　（現代婦人問題講座・4）1970年2月，君塚宏「商工自営業婦人の生活と要求」黒
　　川俊雄・嶋津千利世・犬丸義一編r講座現代の婦人労働』第3巻，1978年8月，などが注目される。な
　　お，拙稿「業者婦人一その地位と問題一」　r婦人通信』1974年10月号，同「中小企業の危機と業者婦人
　　の役割」　r全商連資料』1975年4月号，および日本婦人団体連合会編r婦人白書』1977年から1980年ま
　　での各年版所収の拙稿「自営業の婦人」などを参照されたい。
（4）　この実態調査は，鎌田とし子氏（東京女子大学教授・労働社会学），三井大相氏（鉄道労働科学研究
　　所社会心理研究室長・社会心理学），君塚宏氏（国民生活セソター研究員・社会政策）と筆者の4人が，
　　全国商工会連合会から委託され共同で実施したものである。その調査結果は，中小企業庁・全国商工会
　　連合会『小規模事業対策調査報告書一小規模事業婦人経営者の経営志向および地域活動への参画意識等
　　に関する調査一』　（1980年3月）としてまとめられた。なお，拙稿「自営業婦人の仕事と生活の特徴」
　　r商工会』1980年7月号は，この調査結果の概要を紹介したものである。
　　　本稿は，上記の調査報告書のうち，かなりの部分を削除・加筆し，筆者の問題意識に即して再構成し
　　たものである。実態調査の実施および分析の過程で，鎌田，三井，君塚3氏から多くのご教示を受けた
　　ばかりでなく，本稿の作成にあたり，とくに3氏が分担された分析結果に依拠するところが多い。ここ
　　に記して感謝の意を表するものである。もし，本稿が，これまでの業者婦人の研究に何らかの新しい側
　　面を付け加えるところがあるとすれば，それは筆者ひとりのものではなく，われわれの共同研究の成果
　　であるといわねばならない。もとより本稿の責任は筆者が負うものであることを，あらかじめお断りし
　　ておく。
L零細企業・商工自営業の本質
　　（1）零細企業・商工自営業の概念
　業者婦人の就労と生活の実態について分析する前に，主題にかかわる零細企業，もしくは商工自営
業の概念を明確にしておく必要があるだろう。
　中小企業基本法（第23条）では，従業員数を基準とした「小規模企業老」の規定が明記され，中小
企業とは区別している。これを受けて「商工会の組織に関する法律」（第2条）では，「小規模事業
者」という呼称を用い，常時使用する従業員の数が20人（商業またはサービス業を主たる事業とする
ものについては5人）以下の「商工業者」をいうと規定している。このように関連法規では零細企業
という呼称は見当らず，「小規模企業者」，または「小規模事業者」　（商工業者）とされている。そ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　こでは零細企業・自営業という質的規定を加味したものはなく，中小企業との関連で小規模企業・小
　　　　　　　　　　　　　■　　　　　　規模事業といった量的規定がみられるだけである。そのため，零細企業・自営業といわれる存在は，
果たして「小規模事業者jの範疇に包撮されるものなのか，そうではないのか，もし，「小規模事業
者」のなかに零細企業・自営業を含むとすれば，どのように位置づけられるのかが，必ずしも明確で
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はない。また，家内労働法の適用対象である家内労働者のなかには，零細企業や商工自営業にたずさ
わる家族従業者などは含まれていない。家内労働者と実質的に同一の地位におかれている商工自営業
者にかんしては，現行の経済法制や労働法制のもとで，何ら具体的な規定がないのである。このこと
は，“従属者の権利”を擁護するためにも，改めて問題とされる必要があるだろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
　ともあれ，本稿では中小企業，小規模企業（＝小規模事業者・商工業者）の規定を現行の関連法規
にもとついて考えるとともに，これとの関連で零細企業・自営業の質的規定を次のように明確にして
おこう（第1図参照）。
　　　　　　　　　　　　第1図　中小企業，小規模企業，零細企業の規定
　　　　　　中小企業＝資本金1億円未満または従業員数300人未満の法人企業と個人企業。
　　　　　　　　　　　ただし，卸売業の場合には資本金3，000万円未満または従業員数100人
　　　　　　　　　　　未満，小売業またはサービス業の場合には，資本金1，000万円未満ま
　　　　　　　　　　　たは従業員数50人未満（中小企業基本法第2条）。
　　　　　　小規模企業（小規模企業者）＝おおむね常時使用する従業員の数が20人（商業また
　　　　　　　　　　　はサービス業に属する事業を主たる事業として営む者については5
　　　　　　　　　　　人）以下の事業者（中小企業基本法第23条）。　商工会の組織等に関す
　　　　　　　　　　　る法律（第2条）では「商工業者」と呼称。
　　　　　　零細企業（自営業）＝従業員数が4人未満で，事業主・家族従業者が中心となってい
　　　　　　　　　　　る自己雇用的，生業的性格が強く，事業主が直接労働過程にたずさわ
　　　　　　　　　　　り，管理・監督を専門とせず，企業としての独立牲，資本蓄積能力や
　　　　　　　　　　　拡大動機が制約されている経営で，家計と経営が未分離の場合が多く，
　　　　　　　　　　　賃金・利潤範疇が未成立で，所得水準は事実上労働者に近いもの。
　零細企業とは，①従業員数が4人未満であり，②事業主または家族従業者が中心となっている自己
雇用的，生業的性格が強く，③事業主が直接労働過程にたずさわり，管理。監督を専門とせず，④企
業としての独立性や資本蓄積能力，経営拡大動機が制約されており，⑤家計と経営が未分離の場合が
多く，賃金・利潤範疇が未成立で，⑥その所得水準は事実上労働者に近い存在である。零細企業と商
工自営業とは画一的に区別しがたく，「企業以前の経営」という点でも，両老は共通の属性をもって
いる。このように規定すれば，零細企業・商工自営業は，「商工会の組織に関する法律1（第2条）
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のいわゆる「小規模事業者」　（商工業者）の範囲に包掻されるものであると考えられる。
　零細企業・商工自営業は，独占・大企業を頂点とする企業階梯の最下段に位置づけられ，中小二企業
の底辺部分と階層的に密接な関係をもっている。中小企業と零細企業との質的なちがいは，主として
雇用労働力に依存しているか，あるいは家族労働力を基礎として経営を維持しているかが，両者を区
分する主要なメルクマールとなる。その境界線は，業種によっては多少の相違はあるが，従業員数5
人と4人とのあいだにおくことができよう。事業主の所得は，彼自身の労働にたいする報酬と営業収
　　　　　　　　　　　　　　　　　（2　
入とが一緒になった「自営業所得」として現象し，この両者を区分けすることは難しい。また，事業
主だけでなく，その家族が営業に従事している場合，家族従業者の所得についても同様である。家族
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　従業者には労働市場で成立する賃金率で賃金が支払われず，事業主と家族従業者を含めた所得は，即
生活費として意識される場合が少なくない。そこでは，明らかに賃金・利潤範疇が未成立である。自
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　営業における生産・販売・サービス活動が，即生活費プラス単純再生産の維持を目的とするものであ
る限り，その本質的な属性は生業的である。したがって，仮に雇用労働者の数が5人をいくらか超え
たとしても，こうした属性は本質的には変らない。
　次に零細企業の特質を「資本と労働の分化過程」を中心に類型化し，それぞれの段階における諸特
徴を考察してみよう。
　　　　　　　　（3）
第1段階
第2段階
第3段階
第4段階
業主1人
業主＋家族従業者
業主＋家族従業者＋賃金労働者
　　　■　　　　　　業主＋名目的家族従業老＋賃金労働者
　第1段階は・業主が1人で事業を営んでいる場台である。これは「1人親方」（one　man　business）
であるとともに・他面からみれぽ「独立労働者」（independent　labor）としての側面をもつ。資本の所
有と労働が未分離であり，賃金と利潤とは明確に区別しがたい。所得範疇は「業主所得」である。
　第2段階では，家族従業者には労働市場で成立する一定の賃金率による賃金が支払われない場台が
多く・無償の家族労働（unpaid　family　work）によって経営を支えている。業主と家族従業者を含め
　　　　　　　た労働費用は即生活費という観念で意識される。第1段階と第2段階では生業的色彩がきわめて強
く，利潤範疇はいまだ成立していない。
　第3段階では，家族従業者のほかには賃金労働者若干名が雇用され，業主の労働過程への参加が次
第に少なくなり，管理・監督機能を果たす割合が多くなる。そして「資本の経済計算の仕組み」，「資
本の自己増殖運動」，「資本蓄積」など企業としての諸属性が萌芽的に発現する。加えて，家計と経営
の分離，複式簿記の採用がすすむ。
　第4段階になると，上記の資本的諸機能が明確化する。家族従業者が事務的な管理面の仕事を担当
するか，または単なる名目的な従業者となって，生産・販売・サービスの現場での作業の多くの部分
を賃金労働者が担当することとなる。業主は殆ど労働過程から離れ，もっぱら資本的機能のみを果た
すようになる。とはいえ，雇用する賃金労働者の数が少なく，拡大再生産の可能性が存在しない場合
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には，利潤は個人資産として蓄積され，依然として生業的性格を脱却できない。
　以上のような各類型の零細企業は，一般に問屋制，あるいは下請制の機構に組み込まれて存在して
おり，そのため取引先にたいする従属性が強く，経営状態はいちじるしく不安定である。
　われわれが分析の対象とする業者婦人の就労と生活の実態は，以上に述べたような零細企業の諸属
性によって基本的に制約されている。
　　（2）零細企業・商工自営業の地位
　総理府統計局罰『昭和53年事業所統計調査報告』（第1巻全国編）により，最近の従業老規模別・事業
所数と従業者数の推移をみてみよう（第1表）。
　　　　第1表　従業者規模別事業所数・従業者数（非農林水産業・公務）
従業者規模
　　　　　　実　数
、～　4人i　4，、146
5～91　983
10～　　1g　　i　　　　　471
・・－29P153
30～　　49　　　　　　　116
50～　　99　　　　　　73
100～　199　　　　　　　　27
200～2997　300人以上　　　　8
事業所数　　　　従業老数％　「更数｝％
69．2
16．4
7．9
2．6
2．0
1．2
0．5
0．1
0．2
8，758
6，　322
6，209
3，635
4，396
4，904
3，729
1，759
6，097
19．1
13．8
13．7
8．0
10。0
10．8
8．1
3．8
13．3
昭和50～53年増加率（％）
事業所数1従業者数
6．8
14．3
11．8
9．4
7．6
6．7
3．4
1．7
2．0
8．3
14．2
11．5
9．4
7．7
6．7
3．4
1．4
6．4
計 S，　9S9　1…．・ 45，933　　　100．0 8．43 6．43
（注）（1）単位：1，000
　　（2）1，000未満切り捨て
　　（3）小数点2位以下4捨5入
　　（4）’総理府統計局「昭和53年事業所統計調査報告」より作成。
　事業所数をみると，1～4人の零細企業が414．6万で69．2％，事業所全体の7割弱を占めている。
20人未満の小規模事業所を合わせると，560万事業所となり，実に93．5％に達する。従業者数ではど
うか。4人未満の零細企業で働く従業者の数は875．8万人で19．1％，20人未満の小規模事業所を台わ
せると1，508万人となり，全体の46．6％を占めている。昭和50年と53年を対比、してその増減率をみる
と，300人以上の大企業では事業所数，従業者数ともにマイナスを記録しているのにたいして，5～
9人およびIO～19人の小規模事業所では，それぞれ14．3％，11．8％も増加している。従業者数の場合
も300人以上の大企業では6．4％減少，これにたいして5～9人および10～19人の小規模事業所では，
14．2％，11．5％とそれぞれ増加を示しているのが特徴的である。こうした傾向は，単純には断定でき
ないが，大企業，中企業における人べらし「合理化」などによる「減量作戦」の反映とみることもで
きよう。
　これを業種別にみると第2表のとおりである。4人未満の零細企業はどの業種でも50％以上を占め
ている。とくに卸・小売業やサービス業では72～76％にもおよんでいる。卸・小売業における9人未
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第2表　業種別・従業者規模別にみた事業所数・従業者数の構成
業　種　別
建　設　業
製　造　業
卸　　・
小　売　業
サービス業
従業者
規　　模
事　業　所　数
実劃　％
従　業　者　数
実　釧　％
昭和50～53年増加率（％）
事業所数従業老数
1～4人 260 ・2．51 56gl ・2．・1 2．8 9．2
・一・人1 ・・81 23．・t 775 16．・【 26・8i 26．0
・一・人1 433 ・・．6i・，・35 8．3 2・・「 2．6
・一・ぺ 1891 22．6 ・，24・1 ・．・1 5・・1 5．6
1～4人 2，197 76．6 4，810 35．・i 7．・1 9，3
5～9人 4331 15．・12，・731「・・．・【 15，7 15．4
・一・刈 9621 72．1 1，85・1 ・…1 6．・1 6。5
・一・刈 1911 14．3 1，2391 13．4 ・4・・1 15．0
（注）（1）単位：1，000
　　（2）　1，000未満切り捨て
　　（3）小数点2位以下4捨5入
　　（4）資料出所は第1表と同じ。
満の事業所数の割合は91。7％，サービス業では86．　4％となり，この2業種の零細性を如実に示してい
る。昭和50年と53年を比べた増減割合をみると，事業所数，従業者数のどちらも大きく増加している
のは建設業の5～9人規模層で，いずれも26％台の伸び率を示し，ついで卸・小売業とサービス業の
5～9人規模層で15％台の伸び率を記録している。これをみてもわかるとおり，小規模事業所の過去
3年間における動向は，長期不況や経済環境が変動するなかでも減少するどころか，逆に事業所数，
従業者数とも増加傾向をたどっているといえる。
　次に，こうした状況をふまえて自営業の動向を簡単にみてみよう。　『昭和53年事業所統計調査報
告』によると，零細企業（4人未満）の個人事業主は337。2万人，家族従業者は204．5万人，雇用者（常
雇）は227．3万人である（第3表）。これを別の資料（総理府統計局『労働力調査』）によって補足
すると，自営業主の人数は48年をピークに一時減少傾向を示したが51年は再び増勢に転じ，52年には
48年の水準を超え，年々目にみえて急増しつつある。性別では女子の事業主は200万人台で推移して
いるが，男子の場合は350万人から460万人台へと100万人以上も増加している。それとは逆に，家族
従業者の方は男子が90万人台から70万人台へ減少傾向をたどっているのにたいし，女子の場合は240
万人台から280万人台へ急増傾向を示している。しかし，自営業主，家族従業者とも，48年秋の石油
ショック以降の長期不況のなかで，一時的に減少傾向を示したものの，53年になると再び増勢に転じ
たことが注目される（第4表）。
（注）（1）正田彬「家内労働法の問題点一家内労働者の性格を中心に一」r労働基準法の法理』（松岡三郎教授
　　　　還暦記念）1979年4月，310ページ。
　　　（2）「中小資本と商工自営業者の状態」統計指標研究会r統計日本経済分析（下）』1978年1月，123ペ
　　　　ージo
　　　（3）国民金融公庫調査部編r日本の小零細企業』1967年10月，94～96ページ，渡会重彦編r日本の小零
　　　　細企業（上）』1977年7月7～9ページ。なお，アメリカにおける零細企業（llttle　business）の概念
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について考察している　Joseph　D．　Phillips：Little　Business　in　the　American　EcQnomy，1958．
PP．8－20には日本の零細企業の概念を検討する場合にも，示唆に富む指摘が少なくない。
　　　第3表　従業者規模別零細企業の構成
　　　　従業襯模陣業所剃個人業主隊族従業者雇用者（常雇）
????? ? 1，335
1，491
　775
　502
1，160人　　　　　　　　17人
1，298　　　　　　1，0255881　618
・25｝　384
88人
458
796
930
　　　　　r1～4人訓 4，104 3，372 2，045 2，273
（注）（1）
　　（2）
　　（3）
　　（4）
単位1，000
1，000未満切り捨て
小数点2位以下4捨5入
資料出所は第1表と同じ。
第4表　非農林業の自営業主および家族従業者数の推移（単位：万人）
昭　35
　40
　45
　46
　48
　49
　50
　51
　52
　53
　54
自　営　業　　主 家　族　従　業　者
計i女 ? ??? 女 ?????????????200
?
?
?
鋤
?????????????? ? ??? ??
（注）総理府統計局「労働力調査」，
　　（昭和55年版）より。
労働省婦人少年局編「婦人労働の実情」
9．商工自営業の経営状態
　　（1）調査対象の限定とその輪郭
　以下の分析は，とくに断りのない場合，前述の実態調査にもとつくものである。
　①調査対象……サンプルの抽出は2段無作為抽出。全国商工会連合会に組織されている2，852ヵ所
の各地の商工会のなかから250地域を選び，当該商工会の名簿から各20名の婦人会員をランダムに抽
出した。サンプル数は5，000名（商エ会抽出比，250／2，852＝8．8％）。
　②調査事項……経営の概況，就労の実態，生活の実態，および地域活動など。
　③調査方法……上記の調査事項を中心に独自の調査票を設計し，各商工会婦人部の責任者が調査対
象老に配布して，後日回収のうえ，一括して全国商工会連合会に郵送し，集約した。なお，一部地域
で面接調査も行なった。
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第5表　調査票配布先および回収状況
都道府県1配撒数1回収画回榔 配 ? ? 工
北海道
青　森 ???????????
会
山　形
福　島
茨　城
一栃木
群　馬
埼　玉
千　葉
東　京
神奈川
新　潟
長　野
山　梨
静　岡
愛　知
岐　阜
三　重
＿富　山
石　川
福　井
滋堂京　都
奈　良
兵　庫
和歌山
鳥　取
島　根
岡　山
広　島
山　口
徳　島
香　川
愛　媛
高　知
福　岡
佐　賀
長　崎
熊　本
宮塗L
大　分
鹿児島
沖　縄
合　計
200
100
100
120
100
100
140
120
80
100
120
120
40
80
140
160
100
120
120
120
100
100
100
100
100
100
100
120
100
100
100
120
120
100
160
100
100
100
120
100
100
120
100
100
140
80
5，000
’fラ6
60
95
116
89
94
126
95
52
91
109
107
35
75
131
119
55
115
112
83
97
79
100
84
92
97
77
75
93
　99「奮
105
118
98
86
96
89
56
120
94
95
114
　　7o
㎜ラ2
130
69
4，339
88％
一60
95
97
89
94
90
79
65
91
91
89
86
???
74
55
96
93
69
97
79
100
84
92
97
77
63
93
99
99
88
98
98
86
96
89
56
100
94
95
95
70
72
93
86
87
恵庭市　長万部市　奥尻町一旧三笠市厭町
上富良野町　静内町 標茶町　天塩町　美深町
三沢町　むつ市　野辺地町　板柳町　三戸町
遠野市　岩手町　平泉町　山田町　大東町
角田市　多賀城市　女川町鳴子町　涌谷町　津山町
男鹿市　鷹巣町　本荘市　雄勝町　大曲市
村山市　温海町　寒河江市　山辺町　最上町
三春町　常葉町
田島町
西郷村　猪苗代町　岩代町　本宮町
一一
w一一水海道市　江戸崎町　八郷町　那珂町　大洗町
矢板市　黒磯市　益子町　藤岡町
水上町　長野原町　大泉町　大胡町　群馬町
桶川市　狭山市　春日部市　羽生市　加須市　鷲宮町
我孫子市入日市場市一宮市和田町山田町御宿町
保谷市　五日市町
逗子市　海老名市　湯河原町　南足柄市
西川町　寺泊町
真野町
塩沢町　妙高村　両津市　吉田町
木曽福島町穂高町安曇村戸隠村松川町 丸子町　辰野町　小谷村
山梨市　春日居市　東八代郡　若草町　河口湖町
　西伊豆町　函南町　榛原町
一豊浜　犬山市　高浜市　新城市　御津町
浜岡町　森町　三ケ日町
　　 　　　 　　　 　　　 　　　渥美町
笠松、町　下墨町　美山町　大野町　美濃加茂市　金山町
員弁町　朝明町　大台町　伊賀町　玉城町
入善町　立山町入尾町　小杉町　福野町
松任市　寺井町　高松町　鳥屋町　鹿島町
三国町清水町．美浜町上中町　名田庄村
守山市　甲賀町　蒲生町　湖東町　高島町
田辺町　山城町　園部町　大江町　岩滝町
桜井市　吉野町　生駒市　下市町　榛原町
三田市．大河内町御津町　浜坂町春日町一宮町
打田町貴志川町清水町南部町　串本町
郡家町　大栄町　日南町　智頭町　大山町
広瀬町　斐川町　津和野町　西郷町　仁多町
瀬戸町茶屋町　北房町勝山町　湯原町大原町
広島市　沼田町　豊味町　向島町　総領町　大朝町
三良坂町
久賀町　楠町　平生町　秋芳町　豊北町
神山町　国府町　山城町　牟岐町　市場町
志度町　内海町　豊浜町　牟礼町　高瀬町
土居町　東予市　宇和町　津島町　野村町
東洋町　室戸市　南国市　土佐市　大方町
稲築町　朝倉町　大野城市　玄海町　平良　浮羽町
川副町　多久市　芦刈町　大町町　白石町
高島町　小浜町　野母崎町　生月町　佐々町
宇土市　南小国町　錦町　菊陽町　矢部町　大矢野町
佐土原町　都城市荘内　都農町　門川町
国東町　日出町　九重町　大野町　緒方町
高千穂町
志分志町　喜入町　串木野市
宮ノ城町
伊集院町　国分市　和泊町
具志川市　宜野湾市　入重山　本部町
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　④調査時期……1979年（昭和54年）11月27日～12月15日。
　⑥回収状況……調査票配布数　・5，　OOO票，調査票回収数＝4，　339票，有効票数＝4，140票，回収率＝＝
86．6％，有効回答率＝82．8％。調査地域，配布・回収状況を示すと第5表のとおりである。東京の都
心部や横浜・名古屋・大阪・神戸などのよ　　第6表　調査対象者の業種別構成
うな巨大都市が欠落しているのは，主とし
て都市周辺の郡部における商工自営業者を
中心に組織している商工会の組織上の特性
によって制約を受けたためである。
　調査票のフェイス・シートをもとに，調
査対象のアウト・ライソについて簡単に述
べておこう。
　1．経営属性
業種別瞬瑚％
全 体14，・4・・…
小売業1　・，3941・7．・
飲　食　業 216「・．2
サービス業14581・・．・
業種別1事業所数％
建築業12856．9
卸売業i・261・．・
製造小売剰 S71　・・1
そ　の　他 ・・11・・
製造業14781・1．・無回答211・．・
　業種別構成は，小売業，飲食業，サービス業，製造業，建築業，卸売業，その他を選択肢として提
示したが，回答のなかに「製造・小売業」という業種がかなり出てきたので，これを新たに加えて，
7業種として集計した。その結果は第6表に示すようなものとなった。とくに小売業が57．8％（2，349）
と，全体の6割近くを占めた。これも商工会会員の業種別構成において，小売業の占める割合が高い
ことを反映しているものと考えられる。以下の分析で全体値をみる場合は，小売業が大半を占めてい
るという点を考慮する必要がある。また，製造・小売業は，コーディングの段階で加えたという事情
もあり，2．　1％（87）にとどまったが，実際はもっと多いであろう。分析の際に数が少ないため，除外
してあるところもある。「その他」1．8％（75）には，運輸・通信業0．4％（17），鉱業0．2％（8），農
林・水産業0．1％（6），不動産業0．1％（4）などが含まれている。
　次に産業小分類にもとつく調査対象の業種別構成を示しておこう（第7表）。
　まず，小売業では繊維関係が一番多く，8．6％（355），ついで酒類・飲料6．4％（263），加工食品
6．4％（257），生鮮食料品4．1％（170），医薬・化粧品3．6％（149），家庭用品3．3％（135）など。飲
食業では，食堂2．1％（89），喫茶0．9％（39），寿司0．6％（24）など。サービス業では，理容1．9％
（78），美容1．8％（75），旅館・ホテル1．　5％（64），クリーニング1．0％（42）など。製造業は，食料
品4．2％（173），繊維2．5％（102），木材2．0％（82），鉄工・非鉄金属1．1（46）などが主な業種である。
　これらの業種をみてわかることは，小売業，飲食業，サービス業などで大きな比重を占めている自
営業は，地域住民を主たるマーケットとして成り立っていることである。つまり，商工自営業は地域
住民の日常生活に不可欠な多種多様の消費財とサービスを生産，販売，供給しており，地域経済の発
展に密接な関連性をもっている。しかも，社会的分業のひろがり，労働の社会化の進展とともに，地
域住民の生活必需品の多くのものが，これら商工自営業の手によって生産，販売，供給され，自営業
者がみずからの存立分野を切り拓いて積極的な役割を果たしていることは，何びとも認めざるをえな
いであろう。
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第7表　調査対象者の業種の内容
小
?
業
???
?????
???
業種
??
業種
?
業種
?
繊　　維
関　　係
　355
（8．・6）
家　　具
建　　具
　52
（1．3）
写真機時　　計
　75
（1．8）
業種　食　　堂?
　89
（2．1）
身のまわり品
　78
（1．9）
家　　庭
用　　品
騰隈詣
　　一丁　　170　　｝　　257
（4・1）｝　　　　　（6．4）
家庭用機　　械
　135
（3．3）
　121
（2．9）
医　　薬
化粧品
　149
（3．6）
酒　　類
飲　　料
　263
（6．4）
ガソリソ
スタソド
　92
（2．2）
米　　穀
　53
（1．3）
自動車
　65
（1．6）
タ　バ　コ
　35
（0，8）
その他
　135
（3．3）
ッ?
一ボ??
????
　93
（2．・2）
　31
（O．・7）
中　　華
料　　理
　1（o．o）
??
??????????
種業
SP｝　64
％1（・・5）
業種 食料品
　42
（1．0）
繊　　維
3ドζ　寿　司
　13
（0．3）
　24
（0．6）
理　　容
　78
（1．9）
美　　容
業種
?
　173
（4．2）
窯　　業
　19
（0．5）
　75
（1．8）
木副パルプ
　　　　1
　102
（2．5）
　82
（2，0）
鉄　　工
非　　鉄
一　　般
機　　械
　3（0．1）
　46
（1．1）
??????
　19
（o．5） 　4（0．1）
ビヤホ
ー　　　　ノレ
　11
（0．3）
遊技場
　　1
（0，0）
出　　版
印　　刷
　31
（0．7）
その他
　38
（0．9）
喫　　茶
　39
（0．9）
その他
　136
（3．3）
化　　学
製　　品
　2（0．0）
その他
　35
（0．8）
ゴ　　　ム
皮　　革
　3（0．1）
（注）SP…サソプル数の略称。
　にもかかわらず，現実には，自営業老の仕事と営業および就労条件がきわめて不安定であり，その
ため事業の開廃率が高く，転入・転出による職種・業種・業態間の移動も激しい。こうした点はノ自
営業の業種別構成をみる場合に忘れてはならないチェック・ポイントである。
　経営組織は個人経営が76．3％（3，157），法人経営が21．2％（877）であり，全体の4分の3以上が
零細な個人経営で占められている（第2図）。
　経営体類型は，選択肢の組み合わせによって，①事業主1人の「本人経営」，②「家族のみの経
営」，③雇用者が1～2人いても家族従業者が中心となって事業を営んでいる「家族主体」，④家族従
業者が名目的に従事し雇用者中心となる「常雇主体」の4つに類型化し，さらに「常雇主体」を雇用
老5人以下，6～10人，11人以上の3つに分類してみることにした。
　家族のみの経営は全体の4割強（41．1％）でもっとも多く，以下，家族主体型（22．1％），常雇5人
以下の経営（13．4％），本人経営（8．6％），常雇6～10人の経営（6．0％），常雇11人以上の経営（5．7
％）の順となる（第2図）。家族主体型までを「家族経営」，常雇主体を「企業経営」としてまとめて
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業　種　構　成
第2図　経営属性
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n＝4，140
　1．8‘75）
　N・AO，5（21）
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経営体類型
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（住居と事業所）
76，3　（3157）
　個人
21．2（877）
　法人
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Q0
P5
P0
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6。0（244）　5．7（
8．6
R58）
41。1（1701）
@家族
22，1（914）
ﾆ族主体
13．4
P554） N・
本人　　　　　　　　　　　　　　経営1経営2経営3
N・A2．6
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5．7（234）
A3．1
　　　　　　　69．1　（2860）　　　　　　　　　　　　25．0（1034）
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　　　　　　　　　81．5　（3373）　　　　　　　　　　　　16．0
　　　　　　　　　　同じ場所　　　（663）N．A2．1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他0．2
　第3図　雇用者の人数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　n　：1，966
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　　　　18．7
　　　　　　　　　14．9
　　　　　　　　　　　　　12．9
　　　　　13．3
　　　　　　　　　　　　　　　　7．1
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みると，前者は71．8％，後老が25．1％となる。したがって，調査対象の大部分は「家族経営」という
ことが出来る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　“
　雇用者の人数は，1人というのが25，1％で全体の4分の1を占め，つづいて2人が18．7％o，4～5
人が14．9％，3人が13．3％であり，5人以下の零細経営が全体の7割強、（72．O％）を占めている（第
3図）。
　経理面の特徴をみると，家計と営業上の収支を分けているものは約7割（69．1％）で，予想外に多
かった。両者が未分離で渾然一体となっているものは25．0％という状態であった。
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　なお，住居と事業所が同一の場所にあるものが全体の8割以上（81．5％）も占めており，経営の場
が同時に生活の場となっている（第2図）。　これをみても，いかに多くの商工自営業者が工場・店舗
　　　　　　　　　　　　（1）
併用住宅の密集地＝居住環境の悪い地域で営業をつづけ，職住分離が容易に出来ない状態におかれて
いるかが推察されよう。
　　　　　　　　　（2）
　2．個人特性
　調査対象者の個人特性としては，家族構成，年齢，配偶関係の3項目を取り上げた。
　家族構成は「本人のみ」，「夫婦」，「夫婦と子ども」，「親と夫婦」，「夫婦と子ども夫婦」，「親と夫婦と
子ども」，「親と夫婦と子ども夫婦」という7つの型を選択肢として提示した。このうち，もっとも多
かったのは，「親と夫婦と子ども」という型で33．6％，すなわち全体の3分の1を占めた。また，「夫
婦と子ども」が31．6％で3割を超え，この2つで全体の65．2％となる。これらに比べるとあとの型は
第8表　家族構成　　　　　　　　　　　　　　　　　　少ない（第8表）。　いわゆる核家族世帯
家　族　構　成
?
（n）
本　　人　　の　　み
夫　　婦　　の　　み
夫婦　と　子ども
親　　と　　夫　　婦
夫婦と子ども夫婦
親と夫婦と子ども
親と夫婦と子ども夫婦
そ　　　の　　　他
N．A　（無回答）
1．1
6．9
31．6
3。1
8．9
33。6
3．8
5．8
5．2
（　45）
（　285）
（1，　308）
（　130）
（　369）
（1，390）（（（158）
240）
215）
計 100．0 4，140
は38．5％，親あるいは既婚の子どもとの
同居という3世代世帯は49．6％である。
　r厚生白書』　（昭和54年度版）によれ
ぽ，日本の核家族世帯の割合は，昭和50
年段階で64．0％であるから，核家族38．5
％という比率はかなり低く，家族従業者
への依存度の高い商工自営業の特質を反
映しているものと考えられる。
　調査対象者の年齢分布をみると，40代
から50代前半にかけてが17～18％で相対的に多く，この年齢層に全体の53．1％，すなわち，半数以上
が含まれるaあとは，ほぼ対称型に減少している（第4図）。　このことは，商工自営業では，中高年
第4図　年齢構成
n＝4，140
??
20
15
10
5
????
、
一64一
商工自営業婦人の就労と生活の実態
第5図　配偶関係（単位：％）
いない
8．gl
（330）
89．9
（3，723）
??? ??? 瀦?? ? （n＝4，140）
2．1（N・A）
（87）
層を主力とする家族従業者によって支えられ，彼女たちの役割が少なくないことを物語っている。
　最後に配偶関係をみてみよう（第5図）。夫がいるか否かで業者婦人にかかってくる仕事の負担が
大きく左右される場合が多いと思われる。全体の89．9％，つまり9割が「夫あり」で，夫がいないケ
ースは8．9％で少数であった。夫がいない場合の78．7％は離死別であり，前述したような年齢階層上
の特徴に対応した結果があらわれている。
　3．特性間の相互関係
　以上みてきた各特性間には，一定の相互関連性があるように思われる。
　まず，業種と経営体類型についてみると，建築業を除いてどの業種も「家族経営」が主体をなして
いる。常雇を含まない純然たる「家族経営」は，小売業（60，6％），サービス業（45．9％），飲食業
（45．4％）などにとくに多くみられる。卸売業は，「家族のみ」，「家族主体」，「常雇5人以下」にそ
れぞれ2割をやや上まわる分布をみせており，「家族経営」から「企業経営」への移行段階が主となる。
建築業は「常雇5人以下」が27．O％でもっとも多く，つづいて6～10人の20．7％，「家族主体」と「常
雇11人以上」がともに17．2％と，重心は「企業経営」に移っており，ここにあげた業種のなかでは，
もっとも経営規模の大きいものが多い（第9表）。
第9表　業種×経営体類型 （単位：％）
業 種
???????? ???? ??
家 族 型
本人のみ瞬のみ隊族主体
10．5
1．6
13，0
11．6
2．1
2．1
50．1
23．0
32．4
34．3
30．1
12．6
22．1
21．4
26．9
23．6
22．6
17．2
企 業 型
・人以下t・一・・1・1人以上1・・A
9．1
23．8
15．7
16．4
18．6
27．0
3．1
12．7
5．1
4．1
10．9
20．7
2，3
11，9
3、2
6．6
12．3
17．2
2．8
5．6
3．7
3．5
3，3
3．2
N
2，389
　126
　216
　458
　478
　285
　業種と年齢のクPスでは，業種によって若干の差異がみられる。40％前後の分布の集中がみられる
年齢幅をとると，サービス業が30代後半から40代前半（40．4％）でもっとも若く，以下，40代が建築
業（45．6％），卸売業（39．7％），飲食業（37．9％），製造業（37．4％）とつづく。小売業は40代後半
から50代前半（37％）で，業者婦人の年齢がもっとも高くなる（第10表）。
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第10表　業種×家族形態
業 種
人
???????? ??
（単位：％）
???????? ????? ??
??????????????? ???
3．6
1．6
5．1
2．2
1．0
2．8
8．7
8，7
9．3
9。0
9．0
9．5
3．8
3．2
2．3
2．6
5．0
2．8
5．4
8．7
9．7
7．6
5．0
2．8
??
1．4
0。9
0．9
0．4
7．9
5．6
6．0
6．8
6．9
3．2
30．6
31．0
34．3
34．7
29．5
41．1
33．1
36．5
26．9
31．2
38．5
33．7
N
『）????????2，　389
　126
　216
　458
　478
　285
（2）開業の動機と創業の時期
今回の調査では，「今の仕事（自営業）をはじめた理由」について設問した。
開業理由としては，結婚前から「夫が営んでいた」ものが40．2％でもっとも多く，「結婚後からは
じめたjものが24．5％でこれに次ぐ（第11表）。　こうした回答にたいして，結婚後になぜ自営業をは
　　　　　　第11表　仕事をはじめた理由　　　　　　　　　　　　　（単位：％）
????」?
2
? ?
ん
??．??
珈
U粥
2
2
?????
ー…
??
M鵬
灘??…?．??「?…?」?
??
??
????。???
．?? …?全
?…?．?﹇??…??
結婚後から
はじめた
　24．5
トの糠回答
1…1　…
23．5 3．6 1．6
40．1 5．7　　　　2．4
サ
建築剰
卸売業1
22．0 3．8 2．3
22．6 …1…
16。1　　　　　48．2
27．8　　　　　　46．4
7．7 21。5 3．6
1．0 22，7 …1
2．9
1．0
じめたのか，という疑問が当然生じるだろう。この点については後段において考察することにして，
業種別にみた特徴点を摘出してみよう。
　「親のあとを継いだ」ものの業種としては卸売業（27．8％）・「夫が営んでいた」ものの業種では製
造業（50．4％）がもっとも多い。ここで見逃がせない点は，「結婚前からはじめた」事業を結婚後も
継続して営んでいるもののうち，サービス業が19．2％と他の業種を大きく引き離して多いことと，
「結婚後はじめた」ものの業種として飲食業が40．1％も占めていることの2点である。前者について
は，さらに関連質問を設定しなかったので，その理由を解く糸口は見出せなかった。後者について
は，サフ㌦クェッションを設けたので，やや具体性のある回答を得ることが出来た（第6図）。
　その主な理由として，「夫の失業やよい仕事がなかったので」という回答が18．0％で一番多い。次
に「子どもが生まれて勤めができなかったので」が11．5％である。しかし，「その他」の理由が49．1
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％で全体の半数近くも占めており，欠測値の多い結果となった。
　　　第6図　結婚後はじめた理由
　　　　　　　（サンプル数＝1，　013）
％
50
??? ???????? ?? っ?で?????っ
? ??? っ， ??
　　　　第7図　結婚後はじめた理由
?
30
　　　　　　子。もがう魏鮮、
　　t”一●
＜
　結婚後に今の仕事をはじめた理由を年齢別にみてみると，「夫の失業」や「夫と離死別」などの理
由による開業動機は，50才以上の中高年層に多い。「子どもが生まれて勤めができなかったので」と
いう動機は30～35才未満の年代に比較的集中している（第7図）。
　次に創業の時期についてみよう。
　昭和20年代に開業したものがもっとも多く22．9％，つづいて昭和30年代が20．2％，大正以前が18．3
％，昭和戦前が17．2％，昭和40年代が15，0％という順である（第8図）。　第2次大戦以前に創業した
　　　　　　　　　　　　　　　　　　第8図　創業時期
　　　　　　　　　％　　　　　　　　　　　　　n＝＝4，・140
　　　　　　　　25
20
15
10
5
??50??40??30??20??????
????
ものが35．5％も占め，全体の3分の1以上が今日まで根強く生き残っている。これは自営業の強靱な
バイタリティを示すものであろう。長い歳月をつうじて，幾多の試練にも堪えぬいて今なお存続して
いる自営業の数は，昭和30年代～40年代に創業した比較的新しい自営業（35．2％）の数を上まわって
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いる。
　業種別に創業年次をみてみると，大正以前に創業したものは，製造・小売業では39ほ％，小売業で
は21．7％を占めている。建築業は昭和30年代～40年代に開業したものが過半数（53．7％）を占めてい
る。これは建設業法制定当時の1950年（昭和25年）1月に登録業者数が33，000であったが，逐年増加
をつづけ，1974年・（昭和49年）頃には30万業者に達した状況を反映している。飲食業の62．5％，サー
ビス業の52．O％は昭和30年代以降に新規参入したものである（第9図）。
　　　　　　　　　　　　　　第9図業種別・創業年次（％）　　　　　　　「
　　　　　　　　　大戦20　304050N　　 　　 　 蛋　 　　年　　年　 年　年・
　　　　　　　　　前　　　　前　　　　代　　　　　代　　　　代　　代A
全
?
2．9　3．5
小売　業
2．4　3．5
卸売　業
2．4
飲食　業
サービス業
製造業
建築業
7．4 7，9　　　　　　17．1　　　　　　　　　　　　26、4 24．1 12．0
??
r
z10．5　　15．9 18．8　　　　　　28．2 20．
3．72．
16．3 21．1　　　　　　　　　　　19．0　　　　　　　　　　　21．8 17．4
0．83．
　％X．5髪 9．1 21．1　　　　　　　　　　　　　　　27．7　年此 26．0
3．23．5
製造小売業
2．3
そ　の　他
4．02．7
（8）選職にたいする自己評価
　「自営業を選んだことについて」の評価を設問したところ，「非常に満足している」（12．4％），「欲
をいえばきりがない」（48．5％），「非常に後悔している」（3．4％）などという回答を得た。これを業
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種別に示したのが第10図である。
第10図　選職の自己評価（％）
全
?
小　　売　　業
飲　　食　　業
12，8 19．9 9．9
13．1 181　　10．5
覆難霧織馨 3．4 5．6
繋
?
難???? 5．1
13．7 259 9．0
?㍑
???
??
3．4
2．4
サービス業
製　　造　　業
16．9 24．0
10．7 19，9 10．3
建　　設　　業 10．2 212 10．9
7，6
綴灘簾灘錘
???????．?鎌?????? ?
8
1．5
卸　　売　　業 15．5 227 12．4
?????
?．
撰
?
5．0
619
8．2
　　思よ　　　考が　　　　　欲き　　　　非し無
　　つか　　　えな　　　　をり　　　常て
　　たつ　　L　たい　　　　　いが　　　　にい回
　　よた　　　こ　　　　　　えな　　　　後る
　　り　　と．x　 ばい　 悔答
　第11図　選職の自己評価
　思ったよりよかったv　　　＾　／イ
　　　　，’4「
　　　　　　　　　　　　＼
　　　　　　　　　　　　非常によかった
　　　　　　　　　　：f
3．1
1．8
2．1
20
10
?????
非常に後悔している
　全体としては，「非常に満足している」（12．8％），「思ったよりよかった」（19．9％）など，この両者
を合わせると32．7％となり，大体3人に1人が肯定的な評価をしていることになる。業種別にみる
と，サービス業の40．9％，飲食業の39．6％，卸売業の38．2％が肯定的評価をしており，その割合も比
較的高い。その反面，「非常に後悔している」という否定的な評価は全体として少なく，3．4％にとど
まっている。
　次に経営体類型別に選職評価をクPスさせてみると，いくつかの特徴的な傾向が明らかになった。
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①「非常によかった」と回答したものは，家族従業者を主体とするものより，雇用者の人数が多くな
るにつれて「満足度」も正比例する傾向がみられること。②「思ったよりよかった」というタイプ
は，本人だけの経営と雇用者11人以上の規模の自営業者にほぼ同じ割合がみられること。③「非常に
後悔している」という否定的な評価につながる「後悔型」は雇用者数がふえるにつれて少なくなって
いく傾向が読みとれることなどである。したがって，選職の自己評価は，経営規模の大小によって左
右されることも見落せない。
　そこで年間所得階層別にみてみると，「非常に満足している」人たちの割合は，明らかに所得の高
低にほぼ比例していることがわかる。年間所得1，000万円以上の相対的高所得者層の肯定的評価の割
合は，年間所得100万円未満という最低の所得者層の約2倍の割合を示しており，選職の満足度指数
は年間所得の多寡と相関するものと理解される。「後悔型」の割合も年間所得300万円未満の低所得
　　　　　　　　　　　　　第12図　年間所得別選職の自己評価
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者層に比較的高い傾向を示している（第12図）。　‘　1
　さらに興味ぶかいことは，年齢によっても選職評価にかなりの差違があることである。第13図をみ
ると，「非常に満足している」と回答した人たちの割合は，20代～30代前半の年齢層が一層少なく5
％にすぎない。ところが40代後半以降の中高年層になると，その割合は次第に増えていく傾向がみら
れる。これは明らかに年間所得と関連性があるものと推測される。また，「欲をいえぽきりがない」と
いう「自己抑制型」の人たちの割合は，例えぽ60才以上の層で41．3％eを占め，同じ年代層の「自己満
足型」の人たちとの差が接近しているのが注目される。
　だが，それにしても，20代の若手層に「自己抑制型」の業者婦人が58．8％，つまり6割近くも占め
ているのは，どのように解釈したらよいのだろうか。今日の厳しい雇用情勢のもとで，既婚婦人が希
望するような労働条件と賃金水準をみたしてくれる適当な働き口を見出すことは容易ではないだろ
う。そのため，「欲をいえぽきりがない」と，なかばあきらめの気持で自営業に従事しているものと
推測することも可能であろう。
　　④最近における業績の推移
　最近の経営状態を把握するため，「ここ1～2年の経営状態はどうなちていますか」という包括的
な質問を用意してみた。その回答を集約すると第11表のような結果を得た。
第11表　最近1～2年の業績　　　　（％）
　非常に伸びている　　　　　　　　3．1
　やや伸びている　　　　　　　　　27．7
横ばいであ・　　t37．1
　むしろ下り坂である　　　　　　17．8
　変動が多いので何ともいえない　　12．・5
隠回答　一、　1・・＿
　一見してわかるように，「非常に伸びている」と
いう回答はわずか3．1％にすぎない。「やや伸びてい
る」というものは27．7％である。これにたいして・
「横ばい」と「下り坂」などの回答を加えると54．9
％となり，全体の半数以上が停滞もしくは減退傾向
にあるとみなしてよいであろう。
　次に，こうした業績の推移について業種別に集計
してみると，第10図のようになる。「非常に伸びて
いる」という業種は製造業（6．9％），建築業（6．3弩）がほぼ同数である。これに「やや伸びている」
を加算すると順序が入れ替り，卸売業が38．1％，建築業が36．8％，サービス業が34．1％，製造業は
31．6％で，「非常に伸びている」という回答率が首位にたった製造業は4位に下がる。
　さらに見落せないのは，飲食業と小売業の停滞ぶりである。とくに飲食業では「むしろ下り坂であ
る」とする回答が24．1％でもっとも多く，次に小売業の19．8％である。
　こうした状態を産業小分類によって各業種の特徴を摘出してみよう。
　まず，小売業で目立った特徴を列挙すれば，「やや伸びている」という業種のうち，スポーツ。玩
具店が48．4％，写真機・時計店が42．7％で他を大きく引き離している。ただし，両者とも「非常に伸
びている」という回答は0もしくは2．7％（2店舗）にすぎない。「横ぽい」と「下り坂」とを合算し
てみると，生鮮食料品店（69．2％）がもっとも多い。以下，加工食品（66．2％），酒類飲料店（65．8
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第14図　最近1～2年の業績の推移（％）
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％），家具・建具店（64．5％），生鮮食料品店（63．5％），家庭用品店（60．0％）などの小売店が軒並
み経営不振におちいっている。これらの小売店が扱う商品の大半は大型店（大スーパー）と競合する
ものであり，それだけに近年，大型店やチェーン店の無秩序な進出による影響を少なからず受けてい
るものと推測される。
　次に飲食店の状況をみてみると，とくに「横ぽい」，「下り坂」が多い。サンプル数が少ないため，
断定しがたいが，食堂が52．8％，ウドン・ソバ屋h：84．　6％，寿司屋が62．5％，ビヤホールが63。7％と
いった状態である。これらの零細な飲食店も，大資本の外食産業への進出やチェーン網の広範囲にお
よぶ拡大のあおりをまともに受けていることは，十分に推測されよう。
　サービス業では，「やや伸びている」という回答割合の比較的高い業種として，理容（35．9％），美
容（30．7％）が目につくが，両者とも「横ばい」と　「下り坂」の回答数が多く，それぞれ53．4％，
57，4％と半数以上の理・美容院が業績停滞傾向にあるとみてよいであろう。
　以上，主として業種別に最近の経営状態をみてきたが，次に角度を変えて，経営体類型別に最近1
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～2年の業績を考察してみよう。
　第15図は経営体類型別に業績の推移を示したものである。「非常に伸びている」，「やや伸びている」
という回答割合は，明らかに経営規模の大小と密接な関連性をもっていることがあらわれている。と
くに雇用老なしの家族経営と雇用者ありの事業体との格差は明瞭に浮き彫りにされている。しかも，
その反面，「下り坂」，「横ばい」などの業績低迷状態も，雇用者なしの家族経営にその割合が高い。と
りわけ，「下り坂」という経営不振の割合の規模別格差は歴然としている。自営業で大半を占めてい
る年間所得400万円未満の低所得層における業績不振，停滞傾向は，各種の指標を総合してみても明
らかである。
　　　　　　　　　　　　第15図　経営体類型別にみた最近1～2年の業績
　　　　％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
　　　　50　　40　　30　　20　　10　　　経営体類型　　　　10　　20　　30　　40　　50
探揖．輩・｝｛二二：讐1・1｛：三：澱・38，9
｝1・：曇謎轄濯こ1越鴇躍39・1
∴lll・；・㌃；二’；：：ト悪≒：：累㌔・∵．・1管｛38・3
：1澱蕾：∴1：1：1二三蝿臓32・9
ξ恐罫淵ゴ：1：lll：：・128・6
國非常・伸びてい・口ややf申びてv・・目むしろ下り坂である團横ばいである
　　（5）経営不振の原因と対応策
　1．経営不振の実情
　近年の長期不況のもとで商工自営業にもいろいろな影響があらわれているものと推測される。本調
査の結果をみても，全体として「影響を受けている」という回答hN’　54．　5％，「影響は感じない」は34．0
％という状態が判明した（第12表）。この表をみる限り，業種別には大差がみられない。そこで，「不
況の影響を受けている」と答えたもの55．5％（2，255）のなかから，関東以北の調査票をアトランダム
に100票を抽出して，その具体的な内容について記述されたものを例示してみよう。無作為抽出の100
票のうち，オープン・アンサーに何らかの事項が記述されていたものは39票であったが，小売業がも
っとも多かった。以下，問題ごとに整理してその特徴をみてみよう。
　①大型店進出の影響
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第12表　不況の影響 （％）
瞬を受けてい・廃は感・ない1無回答
全 体1 54．5 34．0 11．5
小売剰 57．0 t 33．5 9．5
飲　食　業 54．7 34．4 10．8
サービ・剰 46．7 41．7 11．6
製造剰 54．6 33．7 11．7
建　設業 47．1 40．5 12．4
卸　売　業 53．6 30．9 15．5
　　　　　　　　　（注）サソプル数＝4，140
　予想したとおり，小売業では大型店の進出による影響を指摘するものがもっとも多かった。茨城県
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
の漆器・陶器店では「西に大手スーパー2ヵ所，東に大手スーパー2ヵ所あり，私の店は中バサミに
なってどうしようもなくなった」という。北海道の菓子類販売店，岩手県の衣料品店も同様に大型店
や他県からの外商の進出による影響を受けていると記している。
　また，ある2輪車販売・修理業者（所在地不明）は，「スーパーなど大型店のための安売り乱売が
つづいており，小売商のわれわれなど仕入れできないくらいの単価で，とてもたち打ちできない」と
訴えている。「スーパーがふえ，毎日のようにチラシが来るので，お客はみんなそちらの方へ行って
しまう」と，大型店のチラシ類に神経をとがらせている業者婦人（業種不明）が少なくない。こうし
た傾向は，小売業ばかりでなく，クリー一一ニングなどのサービス業にもみられる。
　②客数の減少と売り上げの伸び悩み
　茨城，群馬など3軒の薬局・薬店では，異口同音に来店客数の減少と客単価の低下を指摘してい
る。栃木県の小売業者（取扱商品不明）は，「客数に比べて客単価が上がらない。したがって売り上
げが物価の高騰に比べて伸び悩んでいる」と記している。その他にも，「店売り（現金売り）が伸び
ない。納品は伸びていても利益が出ない」（文具店），「売り上げが下がって困る」（青森県），「お客さ
んが節約的な気持ちになってきて売れなくなった」　（婦人服および生地販売・仕立）など，一様に売
り上げ不振をなげいている。
　③環境変化による影響
　ある豆腐製造業者（所在地不明）は，「今は車でも電話ででも，どこからでも買いに来るが，町の
商品でなくても間に合う時代になってしまったから……」と，車の普及，道路・交通網の整備・拡張
によって，逆に顧客が離れていってしまうことに困惑している。青森県の建築金物・家庭用金物業者
も，これと同じように，「道路条件がよくなったので近くの都市に行く人が多くなった」，「交通の便
がよくなり近くの市部（宮古，釜石）に買物に行く人が多くなった」となげく業者もいる。
　また，農業，漁業などの不振の影響を受けている業者も少なくない。「当地は農業が主なので農家
の収入が少なけれぽ，やはり財布の口はかたくなる」（洋品・化粧品販売店，所在地不明），「うちの
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場合は農家のお客が6割ぐらいなので，農産物の値下がりが非常に影響する」（旅館業・群馬県），「い
か，ほたて貝の不漁で売り上げも悪化し，集金に行っても出ないので困る」（電気器具販売店・岩手
県）など，農業や漁業の不振が直接に自営業の経営にひびいていることも見落せない。
　さらに，人口流出や過疎地域における自営業の問題も軽視しがたいものがある。北海道の美容院，
時計販売・修理店，あるいは青森県の割烹・料理店などの業者のなかには，「人口流出」による影響
をとくに強く受けているものがみられる。
　④物価の上昇，原材料の値上がりによる影響
　「いろいろと物価，ガソリンなどが高くなっているし，国で決められている物が上がる（例えぽ車
税）のに，われわれの整備工賃は10年前と殆ど変っていない。逆にお客は安くしろと要求するので困
ってしまう」（自動車販売・修理業，栃木県），「灯油の値上げと節約と暖冬で，いつものペースがく
ずれた」（燃料販売店・青森県），「物価は上がり，石油の不足とからんで，すべて売りづらくなって
きた」（酒類販売店・栃木県），「資材が高くてやりにくい」（建設業・北海道），「原料高の製品安，売
上げ数量が伸びない」（合板用単板製造業・北海道），「思うように品物が入って来ないのでお客に迷惑
をかけてい乙」（ネジ製造業・群馬県），「仕入れの値上がりについてゆけないし，売掛金の回収も思う
ようにゆかない」　（木材製造業・栃木県）など，物価の高騰，石油をはじめ原材料の値上げに苦慮し
ている業者が目立っている。
　⑤過度競争による影響
　同業者間の過度競争の激化による影響も深刻である。「人口1万人に1店舗が標準なのに2倍以上
である。そのうえ，新しく出来る店が駅周辺に集まるので，旧市街はさびれてきている」（書籍雑誌
販売業・茨城県），「人口が少ないのに同業者が多すぎる。釧路に近いために立地条件の悪さ一例えば
釧路の大型店・量販店のチラシが郡部にも入ってくるために，客足がそちらへ向いてしまう。価格よ
り質で勝負しようと思っても仲々思うにまかせず，できるだけお客のニーズにこたえるべく努力して
おりますが……」（北海道・業種不明）と，悩んでいる業老婦人もいる。
　「同業者が多いために価格競争が激しい」（カメラ店・所在地不明），「同業老がふえて消費老の数は
同じなので，小売店はお客に逃げられている。卸売の部門とても同じ」　（岩手県・業種不明）など類
似のケースが多い。また，北海道のある美容院では，「同業の店舗の増加ということもあるが，私ど
ものような仕事は食物とちがって，どうしてもなくてはならないということではなく，がまんして1
カ月に2～3度かかるお客も不況で1度になるというケースは大いにある」と，不況の影響が直接ひ
びいているサービス業の状況を物語っている。
　以上のように，近年の不況は自営業にもさまざまな影響をおよぼしていることが，若干の事例をつ
うじて具体的に理解しえたであろう。もとより，これらの事例は主として北海道，東北，北関東など
の諸地域に偏重しており，限られた事例だけで，全国的な傾向を推測することは問題の余地があるか
もしれない。しかし，地域・業種・業態の相違によって多少のちがいはあっても・自営業が直面して
いる問題状況には，共通している面が多いのではなかろうか。
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　2．苦況を克服するための具体策
　一般に商工自営業の経営基盤は脆弱である。したがって，厳しい経済情勢の変動にたいして，強力
かつ効果的な対応策を実行していくことは至難であろう。個々の業者の主観的な“自助努力”だけで
はどうにもならない数多くの難問が山積しているからである。そのために，国や地方自治体による抜
本的な対策が，今日ほど切迫感をもって求められていることはかつてなかったといってよい。
　しかし，多くの自営業者は長い苦難の体験をつうじて，国や自治体のキメ細かな対策を切望しつつ
も，現実に直面しているさまざまな困難な問題を，みずからの経営努力をもって克服しようと，あら
ゆる方策を懸命に模索し，実行に移している。とくに近年の長期不況のもとで，涜り上げ不振，資金
繰りの悪化，利益の減少，原材料価格の高騰，下請加工賃の切り下げ・遅払い，大企業の進出や同業
老相互の過度競争の激化，海外からの競合商品の輸入増，円・ドル相場の変動など，商工自営業が直
面している経営内的・外的諸条件es　一一段と厳しさを増してきている。このままの状態を放置しておけ
ぽ，みずからの経営を存続することも危ぶまれるといった危機意識をもつものが，次第に増えつつあ
ることも事実である。
　そこで，本調査では，現在多くの自営業が直面しているさまざまな困難な条件を，どのような手段
をもって乗り切ろうとしているかについて調べてみた。仮に，自営業に固有の対応策があるとすれ
ぽ，それは具体的にどのようなものであるかを明らかにする必要があるであろう。
　こうした観点から設定した質問にたいして第13表にみられるような回答を得た。そこには多くの大
第13表　不況対策の内容　　　　　　　　　　　企業で実施しているモノ（旧設備のスクラップ化），
　　対策　の　内　容　　　　　　％　　　　カネ（金融機関からの借入金返済による金利負担の
　　従業員をへら・た　1・1・・　轍と購体質の強化）・9・（労瀦の鵬咄向・
　　家族・・外噸きにでた　14・・　塒帰休・t旨名灘など人べらし「合理化」による
　　扱うものをかえた　1・2・・　人傾の削減）などを中心とする・減量縮戦略〃
　　副業をはじめた　　［4・・　とはま。たく異質の，「蝶」としての馳をもつ
　　営業時間を延長した　　　　　　13・6　　　商工自営業らしい対処の仕方が含まれている。
　　その他　　i31・・　①「従類をへらした」（、、．9％）と、、うやり方
　　無　回　答　　　　　　　　　　21・4　　　　は，もともと少ない人数の雇用者をへらすわけで，
その分だけ事業主や家族従業者の負担を過重にさせることにつながり，大企業の「人べらし」とは質
的に意味内容を異にする。第16図はこれを業種別に集計したものである。飲食業（26．7％），卸売業
（21．2％）などで比較的高い割合を示している。さらに，これを経営体類型別にみると，雇用者1～
5人規模のところが20％の割合を越えて一番多く，その分だけストレートに家族従業者の負担が増大
する結果となることは目にみえている（第17図）。
　②「家族が外へ働きに出た」（4．4％）。これは，いかにも自営業者らしいやり方である。第18図が
示しているように，飲食業5．2％，小売業4．　9％などが他の業種に比べて高い割合である。人数こそ少
ないが，おそらく家族従業者が工場やその他ヘパート・タイマーか臨時工として働きに出向いている
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第16図　従業員をへらした
??? ?????????
第18図　家族が外へ働きに出た
?
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第17図 経営体類型別不況対策
（従業員をへらした）
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第19図 経営体類型別不況対策
（家族が外へ働きに出た）
?????
のであろう。あるいは，妻に店をまかせて，事業主である夫が外へ出稼ぎに行くケースもあると推測
される。経営体類型別にみると，雇用老なしの家族経営にそれが多い（第19図）。
　③「扱うものをかえた」（12．2％）。第20図にみられるとおり，製造業と製造・小売業に比較的高い
割合を示している。サービス業や建築業などは，業種の特性からみても簡単に「扱うもの」を変える
わけにはいかないため，低い割合になっていると考えられる。
　④「副業をはじめた」（4．6％）。第21図が示しているように，卸売業が他の業種を大きく引き離し
てもっとも多い。副業の内容については，後段で改めて触れること比する。　　’　　　〒“
　⑤「営業時間を延長した」（13．9％）。これは小売業が他の業種に比べて一番多く16．2％である（第
22図）。なかでも，サンプル数は少ないが割合では首位のタバコ屋が50．0％。次に生鮮食料品店28．4
％，酒類飲料店23．6％，米穀店22．2％，加工食品店19．3％などが目立つ。これを経営体類型別に示し
たのが第23図であるが，やはり雇用者なしの家族経営に比較的多い。
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第20図　扱うものをかえた
第22図　時間を延長した
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第21図　副業をはじめた業種別割合
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第23図
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経営体類型別不況対策
　（時間を延長した）　’
人
（6）家計補充型副収入の仕事
本業以外に副収入を得ている仕事の有無について質問したところ，
第24図　本業以外に副収入を得ている仕事（％）
あ　る
tl3．seoj
第25図　副収入を得ている仕事の種類（％）
内　職
ノぐ??副　　　　業 そ　　の　　他
????
15．85．3　　　33．8 42．4
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　　　　　　「ある」13．　8％，　「ない」75．3
％という結果が判明した（第24図）。　だが実
際には「副収入」で稼いでいる自営業者の数
はもっと多いのではなかろうか。これについ
ては後段で検討する年間所得水準の実情から
推察しても，いかにも少なすぎるという疑問
が残る。けれども，この種のアンケートに
は，調査対象老が税金対策上，あるいは他人
に知られたくないという配慮から，卒直に回
答することをためらう事情があったのかもし
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れない。しかしながら，そのことを実証する資料的な裏付けを欠いているため，これ以上に言及する
ことは出来ない。
　副収入を得ている仕事の種類としては，第25図が示しているように，「副業」33．8％，「内職」15．8
％，「パート」5．3％，「その他」42．4％である。残念なことに「その他」の具体的な内容については
把握出来なかった，そこで，中小企業庁が実施した「小規模企業実態調査」　（1978年11月）の結果を
参考にしてみよう（第26図）。これをみると，「家賃収入」　（40．2％）が群を抜いてもっとも高い割合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を示している。おそらく，貸間，アパートなどの賃貸
　　　　第26図　事業外収入の種類　　　　　し収入であろう。土地持ち自営業老は空地を駐車場な
　家　配ラ　利　事ラ子リ　農　そ護雛妻鰍叢の
　入　サ入　当　サ入　　　入　他
（注）中小企業庁「小規模企業実態調査」
　　53年11月。
どに利用し，現金収入の道をもとめている場合が推測
される。「配偶者のサラリー収入」（12．6％）は，事業
主の妻が外の職場で稼いで得た収入であり，「事業主
のサラリー収入」　（10．0％）とは，自営業の仕事をも
っぼら妻にまかせて，夫が他の職場に勤務して得た収
入であろう。
　「本業以外に副収入を得ている仕事がある者」の割
合を経営体類型別にみてみると，やはり雇用老なしの
家族経営に「内職」，「パート」を含めた割合が高い状
態である。「副業」の回答割合がもっとも高いのは雇用者11人以上の階層である。これは単に「副業」
というよりは，兼業もしくは多角経営の一種かもしれない。本業である仕事の規模を拡大するより，
余力があれぽ他の仕事に振り向け，経営多角化の方向にすすむ可能性をもつ場合があり，「副業」の
　　　　　　　　　　　　　第27図　経営体類型別・副収入の仕事（％）
内　職 パート 副　業 その他
本人だけ 23．3 9．6 21．9 452 ????
本人と誰か 21．0 6。4 31。5 37．8 3．4　N・A
家maui@IZIIIIEI，li，　2Yo・A
雇1～5人 N・A
雇6～10人 10．3 27．6 27．6 6．9　N。A
雇11人以上dM：li：：：：lll：1：：1　＝i＝コ
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方が本業よりも，むしろ安定した収入源になっている場合もありうるだろう。しかし，限られた調査
資料で，これ以上の事柄を予測するのは無理である。
　それにしても，商工自営業の所得水準は本調査の結果をみても，予想外に低い。年間所得は全体の
4分の1強（25．4％o）が無回答（N・A）で，欠測値の多い結果となっているが，300万円未満が43．0％
を占め，400万円未満では半数を越える（51．8％）。300万円～500万円未満が14．2％o，500万円～1，000
万円以上が6．0％で，平均は363万円である。標準偏差が301．7万円と，かなり散らぽりが大きい。第
28図にみられるように所得分布は，低額の方に大きくひずみながら，高額の方に長く尾を引いた分布
となっている。殆どが300万円以下の低所得老で占められながら，より高額の部分はバラツキが大き
いという結果である。無回答が25．9％，全体の4分の1強も占めている。やはり所得金額は率直に記
入しがたいものがあるのであろう。このことは前にも触れたように，この種のアンケートの避けがた
い限界性といえるのではなかろうか。
　　　　　　　　　　　　　　　第28図　年間所得（単位：万円）
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　けれども，年間所得の平均を経営体類型別にみてみると，そこには明らかな傾向性が認められる
（第14表）。すなわち，本人のみの経営では，年間所得の平均は195．6万円にすぎないが，家族のみの
第14表　経営体類型×所得（単位：万円）　　　　　　　　経営では301万円・家族主体の経営で
経営体型 平均騨継変蘇剃・
195．　6
301．0
376．4
426．9
483．9
719．7
ー←????ー?←???179，1　　　↓
241．6　　　↓
297．5　　　↓
321，0　　　↓
335．7　　　↓
369．4
0．916　　　↑
0，803　　　↑
O．790　　　↑
0．752　　　↑
0．694　　　↑
0．513
　385
1，701
　914
　554
　249
　234
376．4万円で300万円を超える。さらに
「企業経営型」になると400万円台に増
加する。とりわけ，常雇11人以上の比較
的規模の大きい経営では719．7万円へと
急増する。この金額は，本人のみの経営
の2．7倍，格差は524．1万円である。
　それにしても，年間所得300万円以下の業者が殆どであるという状態は，零細な商工業老の所得水
準が，中小企業の労働者のそれと比べて大差がないということを証明しているといえる。そうした意
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味において，本業以外の副収入をもとめ，それによって家計を補充しているものの人数は，実際には
本調査によって明らかになったものよりも，もっと多いのではなかろうか。
（注）
　（1）　中小企業庁の「小規模企業実態調査」　（1979年11月）によれば，小規模企業における事業主の住居と
　　　事業所の近接状況は，とくに「生業型」の場合，同じ建物内にあるものが48％を占め，これと同じ敷地
　　　内にあるものを加えると79％に達するという（『中小企業白書昭和55年版』146ページ）。これは本調査
　　　の結果（81．5％）ときわめて接近している。
　（2）零細企業が職住分離できない事情を軽視するわけにはいかないが，早川和男氏の次の指摘は正鵠を得
　　　たものといえる。「町工場や店舗の2階で煙にまかれて死ぬケースが多いのは，劣悪な労働条件と住生
　　　活の粗悪さにからんだ象徴的な出来事である。夜おそくまで働く必要がなければ，また都心の近くに安
　　　い貸家があれぽ，このような事故が起こる回数は大幅に減るであろう。労働条件を一挙に変えることが
　　　できないのならば，文字どおり職住近接の住宅を用意するほかない」（『住宅貧乏物語』岩波新書，1979
　　　年3月，129ページ）。
　（3）売り場面積1万平方メートルを超える大スーパーの大規模な出店計画が，さいきん急激に増えている
　　　が，出店地は人口3万人前後の小都市や町村部にまで広がり，この“郡部作戦”の結果，同一地域に複
　　　数の出店がぶつかり合うケースが多発化しつつある（日本経済新聞社編r81年版流通経済の手引』1980
　　　年5月，47ページ以下参照）。また，大スーパーの進出が中小小売店にどのような影響をおよぼすかは，
　　　取扱品目，立地条件，進出区域の状況などによっても異なるが，一・一・般的には，中小小売店の規模が小さ
　　　くなれぽなるほど影響が強まる。取扱商品別にみると差別化の困難な「最寄品」の地重が高い店ほど影
　　　響が大きい。しかも，大スーパーと競合する「買回品」を扱う店への影響は広範囲におよぶ傾向がある
　　　（『中小企業白書昭和55年版』266ページ）。
皿．業者婦人の就労状態の特徴
（1）就業時間と休日の状態
　1．営業時間
　一般の労働老の場合，労働時間といえば，職場において拘束されている実働時間をいう。ところが，
業者婦人の場合は開店から閉店までの営業時間のみを意味するものとは限らない。例えぽ閉店後，店
内の掃除，帳簿の記帳・整理，あるいは明日の営業の準備など，営業時間を超えて継続する場合も多
く，営業時間と労働時間とは，必ずしも一致しない。顧客がいない時間帯は，営業以外の活動や家事
に従事することも可能である。
　しかし，この時間は業老婦人にとって，全くの自由時間というわけではない。来客があれぽ，即座
に応薄しなけれぽならないから，“待機の時間”というべきかもしれない。その意味で，営業時間は
業老婦人の自由時間を基本的に縛るものである。だが，営業時間は自営業にとって把握しやすい時間
的指標でもある。そこで，まず，この営業時間に着目して検討してみることにしよう。
　営業時間の分布は第29図に示すとおりである。最高値は12時間で全体の19．2％，ついで13時間の
16．9％，11時間の15．6％，これらを合わせると全体の半数以上（51．7％）を占める。平均は，694．22
分（÷11時間34分），標準偏差が117．4分である。変動係数を算出すると0．169となり，平均値に照ら
して，営業時間の散らぽりはさほど大きいものではない。16時間以上と1日の3分の2を超えるケー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－81一
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第29図　営業時間
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スも少数みられるが，ほぼ半日を営業時間の大勢とみなしてよいであろう。
　これを業種別にみると，もっとも営業時間が長いのは小売業で平均営業時間は724．8分，以下・飲
食業（683．7分），サービス業（679，5分），製造業（640．4分），卸売業（639．5分），そして建築業（583・6
分）の順となる。50％以上の分布を示す主要時間帯を抜き出してみると，小売業が11～13時間（73・4
　　　　　　　　第15表　業種別営業時間
業
　　！平均（分）標鞠差?
???????? ?????? 724．8
683．7
679．5
640．4
639．5
583．6
主要時間帯　（50％以上） 11
94．0　　11～13h
156．2　　10～12h
132．0　10～12h
138．8　9～11h
110．1　9～11h
70．9　9～10h
（73，4％）　　2，394
（50．0％）　　　　216
（54．1％）　i　　458
1：1：謝1！1
（73．・％）［28・
　　　　．1＿一　＿
第16表　経営指標と営業時間
?????
経　営　指　標
　　　従業員
1騰1
??状????
??
　　　非常にのびている
経　ややのびている
削何ども岐な、、
平均（分）標準偏差　　　n
716．3　　　　　　　　　　　　　　　357
727・5↑　　　1・697
690・9↑’　　　914
　　648．5　　　　　↑
　　619．5
　　622．7
－「一’Pξ6：’9’1－－
　　684．7↓
　　692．0↓
　　700．6↓
　　708．4↓
554
249
234
　128
1，145
　517
1，536
　738
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％），飲食業とサービス業が10～12時間（50．0％，54．1％），製造業と卸売業が，9～11時間（62．7％，
51．6％），建築業が9㌣10時間（73．O％）と平均営業時間q）順序と対応している。もっとも長い小売
業ともっとも短い建築業とでは141．1分，約2時間20分の差がある。業種内での散らぽりという点で
は，飲食業がもっとも顕著である（第15表）。
　経営体類型別にみると，「本人のみ」の場合の営業時間は平均で716．3分，「家族のみ」が727．5分
で，ともに700分を超えている。少数であれ，従業員を雇うようになると690．9分にさがり，従業員が
増えるとさらに短くなる。家族経営型と企業経営型とに大別して比較してみると，前者の714．9分に
たいし，後者は635．7分で61．1分，つまり．1時間あまり家族型が長くなる（第16表）。さらに，経営状
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　嘗
態とクロスさせてみると，経営状態が悪いものほど営業時間が長びく傾向がみられる。業績が「非常
にのびている」経営と，「むしろ下り坂」の経営とでは平均67．9分，つまり約1時間10分近くのひら
きが生じている。これは経営不振の状態を長時間営業によってカバーしようとしていることを物語っ
ているQ
　なお，営業時間では，絶対量としての営業時間のほかに，開店時間および閉店時間が問題となろ
う。開店時間は7～8時台に全体の73．2％が集中し，閉店時間は19～20時台に約半数（47．3％）が集
中している。これは業種別で差があり，開店時間は小売業が早く，飲食業は遅い。閉店時間は飲食業
がもっとも遅く，23時以後にも3割近い（29．1％）分布がある。小売業は20時台，サービス業は19時
台，そのほかは17時台に，それぞれ閉店時間のピークがある。
　2．就労形式
　ここでは就労とのかかわりかたを「手伝い程度」（補助型），「毎日働くが時間は不規則」（不規則型），
「毎日だいたい同じ時間働く」（準定時間型），「毎日一定時間働く」（定時間型）に類別して回答をも
とめた。集計段階では，準定時間型と定時間型を定時型としてまとめることにした。
　全体では補助型は8．4％と少数で，不規則型は34．6％となり，3人に1人強の割合である。定時型
は55．0％と半数を超えており，業者婦人は毎日，ほぼ一定時間働いていることが明らかとなった。
　これは業種によって，かなりの差異がみられる。’定時型労働力としての比重が高いのは飲食業（62．9
％）と小売業（62．4％）である。これらの業種では定時型がともに6割を超える。ついで製造業（51．6
％），卸売業（49．2％）が約5割，サ」ビス業が38．8％で4割弱，建築業では3割を割る。サービス
業は他と比べて不規則型が多く，半数を超えている。建築業では補助型の比率が高く，32．6％と，ほ
ぼ3人に1人の割合である。また，不規則型もサービス業についで多く，就労形式からみると，婦人
の比重がもっとも低い業種といえよう（第17表）。
　3．労働時間
　業者婦人が「毎日一定時間働く」という場合の労働時間は，どの程度のものであろうか。
　最高値は9～10時間で15．3％，7時間以上どのランクにも10～15％の分布があり，労働時間はかな
り分散している。平均値は564．2分（9時間24分），標準偏差が134．5分である。変動係数は0．238で，
営業時間より変動は大きい（第30図）。
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第17表　就　労　形　式
業 種
全
??????
????
サービス業
??????
　　　　　　　　　　　　　定　時　型
　　　　　　　　　　　　　Pt補助型 不規剤型　　準定時間型 　定時間型　　　N・A
8．4
4．3
10．3
3．7
8，3
14．4
32．6
34．6
31．7
36．5
31．5
50．4
31．8
36．8
42。5　　　　　　　　　12．5
　　　55．0
49．6　｝　12．8
　　　62．4
40．5　｝　　8．7
　　　49．2
48，1　｝　14．8
　　　62．9
『27．7　｝　11。1
　　　38．8
37．0　｝　14．6
　　　51．6
18．2　｝　　9．1
　　　27．3
2．1
1．6
4．0
1．9
2。4
2．1
3．2
n
4，140
2，394
126
216
458
478
285
（注）業種では製造小売，その他，N・Aが除かれている
　　　　　　　　　　　　　　　　　第30図　労働時間
％
20
10
n＝2274
m＝564．2分
α＝134．5分
醤森lll壱11㌔，1琵醤呈λ
「労働時間は業種によって差があり，飲食業では12時間以上が23．5％を占め，他の業種に比べて1日
平均労働時間がもっとも長い（第18表）。以下，小売業，サービス業，卸売業，製造業とつづき，もっ
とも短いのは建築業である。飲食業と建築業との格差は138．2分（2時間18分）で，かなり大きい。
営業時間にたいする労働時間の比率は平均値の割合で0．8となる。営業時間よりやや短いが，定時型
の場合は，ほぼ営業時間いっぱい働いているとみてよいであろう（第19表）。　　　　　　　　　＋
　経営体類型別にみると，労働時間は経営規模と規則的に対応し，経営規模が小さくなるほど労働時
間が長くなる傾向がみられる。
　4，休日の形態
　休日のあり方としては，週休2日以上，週休，月3回，月2回，月1回，不定期，年中無休など6
つの選択肢を用意し，このなかから1つを選んで回答をもとめた。
　集計結果をみると，週休制が36，9％で相対的に多数を占める。そのほかでは，不定期（18．9％），月
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第18表　業者婦人の1日平均労働時間
労働時間
4時間未満
　4～5
　5～6
　6～7
　7～8
　8～9
　9～10
　10～11
　11～12
12時間以上
小売業
1．2
1。5
2．2
5．2
9．9
11。8
16．9
15．1
13，4
16。1
卸売業
4．8
1．6
8．1
8．1
21．0
11．3
9．7
9．7
4．8
17．7
飲食業
O．7
1。5
1．5
3．7
9．6
9．6
16．9
16．2
14．0
23．5
サービス業
2．2
3．9
5．1
4．5
14．0
18．0
14，6
11．2
12．9
8．4
製造業
2．0
4．9
6．5
12．1
20．6
19．0
7．3
6．9
5．7
8．5
建築業
2．6
3．8
7．7
10．3
23．1
25．6
15．4
2．6
2．6
第19表　業種別平均労働時間
業　　種
飲　食　業
小　売　業
サービス業
卸　売　業
製　造　業
建　築業
平均（分）騨偏差謙囎欝讐齢
605．5　　　　124．5　　10h～　　　（53．7）
582．6　　　127，8　8～12h　（57，2）
538．1　　　135．8　7～11h　（57．8）
524．0　　　154．7　7～10h　（50．1）
496．0　　134。9　6～9h（51．7）
467．’3　．　　　100．0　　7～10h　（64．1）
88．6％
80．4
9．2
81．9
77．5
80．1
n
　136
1，494
　178
　62
　247
　43
2回（14．4％），年中無休（14．3％）などが休日の主な形態で，これら4つのタイプで全体の84・5％
を占めている。週休制が相対的に多数を占めるとはいえ，全体としてみれぽ4割にみたず，一般の労
働者と比べると労働日からの解放の度合いは低い状態といえよう。
　業種別にみると，週休制が比較的普及しているのはサービス業（60．5％）と卸売業（59．5％e）であ
る。これにたいし，小売業では26．2％という状態で，まだ4分の1程度にとどまっており，また，年
中無休も18．0％と他業種に比べて多く，休日の面では，もっとも厳しい業種である。見落せない点
は，飲食業において不定期が25．5％，4分の1強を占め，他の業種よりもかなり多いことである。
　経営体類型別にみると，週休制は経営規模が大きくなるほど増える傾向にある。その普蓼率は，本
人のみの経営（25．8％），家族のみの経営（26．2％）で，この段階では殆ど差はないが，常雇を含む
家族主体型になると40．6％と急増する。さらに家族よりも常雇が中心となる企業経営型になると，週
休制の普及率はすべて50％を超えるようになる。明らかに雇用関係の存在が，週休制の採用に大きく
作用していると考えられる。
　これと対照的なのが，不定期型と年中無休型であり，不定期型は経営規模が小さくなるほど増えて
いき，年中無休型も同様な傾向を示すが，とくに家族のみの経営で多く，19．3％と約2割を占めてい
る。
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　また・週休制は経営状態とも順次的な対応を示す。経営状態がよいほど週休制の普及度は高く，経
営状態が悪化するにしたがって不定期型が増加する。したがって，経営規模や経営状態との関係で
は・週休制の動向が1つの指標的な役割を担っていると考えられ・これは一一mu労働者㊧労働条件の水
準が，商工自営業のなかにも反映・浸透しつつある過程としてとらえることが出来るであろう。
②業者婦人の仕事と分担
　商工自営業における業者婦人め仕事の内容は，販売・生産・サービスなど営業の第一線の業務にた
ずさわる場合が多い。それは第20表が示しているように，とくに製造・小売業（59．8劣），小売業（58．3
％）・飲食業（44・9％）など・45～6°％近く棚業触膝縦軋ている・・揮御膝は・帳
簿の記帳（38．4％）で，一般雲務（21．2％）と合わせると59．6％となり，事務的な仕事の分野も業者
婦人の主要な守備範囲である。
　このほか，仕入れの仕事も285％で，雑用の28．1％とほぼ同じ割合である。とくに小売業では，仕
入れの仕事が37・8％を占めており・他の業種に比べてもっとも高い割合を示す。配達・ご用聞き・集
　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　
金などの外回りの仕事の従事度は低い。とくに，経営の代表機能としての，仕事上の会合への出席は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，　　　　　　　　　』
10・4％で・もっとも比率が低L｝。この種璽仕事は事業主である夫が分担する場合が多いのであろう。
　建築業でとくに目立つ点は，帳簿の記帳や雑用などの補助的な仕劇こ従事する割合が他業種に比べ
て高いが，その反面，現場的な仕事への従事度はもっとも低いことである。これは，この業種の特性
をあらわしている。しかし，従業員の管理の仕事では建築業が26．7％でもっとも高い割合を示してい
るのが特徴的である。従業員の管理の仕事では，小売業が一番低く11。6％であるが，こうした仕事へ
の従事度は従業員の有無と人数によって左右されるから，むしろ経営規模による条件を考慮すべきで
　　第20表　業者婦人が主として受けもっている仕事　’　　　　　　　　　　　　（単位：％）
　　　i小売業1卸売業 飲酬サービ・業
帳簿鋭帳1・7・639・741．・．1
搬事務i18・gl24．6・11．・！
　　　　　　　　　　　　34．5
　　　　　　　　　　　　20，5
・7・・　P・5・・121・・！・5．9
　　．－IR・・133・・いf
?
壌造業藤業
1
製造・
小売業 その他
??
資金ぐ　り
仕入’ 黷R7．8
販売・生産　　　　　　　58．3サ ー　ビ ス 33．3
135・4152司44・838・738・・
44．9
従類の倒・1・6｝・6・61・・．・
123・・｝41・・t…733・31…2
??????330
381
＿．．一塑」1懸L凱・…
＿i匙．L2壺L塑i
36
49
59・8．，！0・．7
　　　　17．8
4・・i28・・
　　　46．2
7．「
26・・！25・・／　i，・，1・5・・
配達御用聞き114・・i1…i・3・9
? 金［・6・・・…い・・
・・5 k・各回…112・・
・3・51・3・・33・・i・6・・｝・7・・1・6・・
雑 用i27・81・9・・i31・51・6・・；・6…36・・1・4・・528・・128・・
仕事上の会合…τ．．dl昇・i13・・1．・1・1！…1
その他…1・・87・・t・3・3「・・48・81　…
・ 3・813・・い・・4，
8．0 6．4
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あろう。集金の仕事では，建築業で33，3％を占め，例外的に高い割合を示しているのが注目される。
　経営規模の大小によって仕事の内容が比較的変動するのは，販売・生産・サービスの現業分野の仕
事と，一般事務，従業員管理などである。家族経営では，当然のことながら現業分野の従事度が高ま
る。一般事務は経営規模が大きくなるにつれる従事度が増えるが，常雇1，1名以上に塗ると逆llチ下が
る。従業員管理の仕事も同じような傾向をみせるが，格差はさらに大きい。家族従業老よりも常雇の
人数が多く，それも6～10人の経営では30％を超え，このレベルでは記帳とならぶ主要な仕事に：なっ
ている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
　次に業者婦人が受けもつ仕事の内容と年齢との関係をみてみよう。第21表をみると，・年齢にたいし
てかなり規則的な対応を示すものが多く，年齢的な受けもちの推移が浮き彫りにされている。
第21表　仕事の内容（個人特性）
????
夫・いる
夫・いない
?????．?????????????????????????????ーー，?㌔「?????? ??? ? …
代表性1企画・調達　｛
　　1　－一一一一　1一
　　　　　1
2°代12・5↓1
蝋劉：：1↓1
賦軟：1
　　　前　110．9・・代｛
　　　後　15．5
　60代以上　18β
　　　　　1
　　　　仕　1
　　　　入　1
　　　　れ　1
　　　　26．7
　　　　49．4
　　　　　　　1　6．・7　　10。9　　　↓　↓1
　12．3　　23．1　　　1
1　↓　↓1
↓P5．　2↓25’㍉1
↓17・　2ｫ27・5
　18．4　29．4　　［
　　　↓　　↓
119。・6　　31．01
｛i一悔・ii
　20．0　　32．9　　　’
販サ
売1
　。ビ
生ス
産
47．0　　38．1
↑　　↓
41．5
45．4
46．7
43．8
45，5
49．7
47．1
48．1
42．9
　現　　　　業　　　　　璽　外回り
　21．8　　15．0　　28．5　、　二12｝1　　16．8
　　↑　　↓　　↑　　　↓　　↓
43．6　　17：9．，22．7　　26．1　　　　13．6　　17，9
（％）
?
の　が・，
　　A他
こ竺こ・6．2　　3．4
　8．5　　7．0
　　　　　　　　　　b40．3　　22．7　　　0．8　　32．8　　仁
　　↓　　↓　　↓m↑
40，523．8・14・6．30．ぎ
　　↓　　↓　託、
41．0　　27．8　　15．0　　31．5
　　↓一一↑　　↓　　↑
41．6　　22．41　16．も・　27．3　・
　　↓　　↑　　↓
42．220．917．7・28．41・
一一 ｪ　↑－1　↑36，4　20．6　17．4　27．5・
31．，↑、4．、↑14．，．t　24．，↑1
25、・↑E3，8’↑・2．・↑・5．・↓P
　　　　　　　　　　↓
10．9　10．9
　　↓　　↓
14．1　23．§
　　↓r－　　↑
1 ．2　　21．0
－rｪ　　↑
13。7　　18．3
　　↑　　↑
11．5　16．6
　　↑　　↑
10，9　　14．1
　　↑
8．6・12．5
　　↑
7．1　9．2
　　8．4
　　7．7
　　6．　0
　　6．1
　　3．8
　　8．　4
↑t，
　’　6．9
1、
　　5．8
1
?????。 ? ?。?
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　まず・現業的な仕事をみると・．帳簿の整理es．最高値が40代ρ後半（42・2％）・年齢がこれより高い
ほど，または低いほど従事度は低下する。とくに50代後半からの低下が顕著である。従業員の管理・
世話も同様で40代後半がもっとも高い（17．7％）。ただし，50代以後の低下はそれほど顕著廼はなく，
20代で比率が急減する。一般事務は30代後半が最高値（27．8％）で，これより，t年齢が高くても，’低
くても減少する。雑用はどちらかというと若いほど多い。外回りの仕事も年齢が若いほど多く，・配達
・ご用聞きは30代後半（15．2％），集金は30代前半（23．8％）にそれぞれ最高値があり，あとは年齢と
規則的に対応している。　・　　．
　企画・調達関係の仕事は年齢が高いほど従事度は高くなり，．最高値は50代後半となる。資金ぐりは
50代後半が25．5％と最高値で，これより若いほどその従事度は低下する。仕入れも同様な傾向を示
す。経営の代表的機能を示す仕事上の会合への出席は，年齢が増えるにともなって上昇し，60代以上
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で最高値（18．8％）を示す。企画・調達分野や，この代表的機能での数値からみても，業者婦人の経
営内における地位は，年齢の上昇とともにほぼ確実に上昇し，その重みを増していくことが予想され
る。
（8）業者婦人の労働の報酬
　1．報酬の給付形態
　業者婦人は自分の労働にたいして，どのような形態で報酬を得ているのであろうか。本調査で提示
した選択肢は，「月々ちゃんともらっている」，「月々もらうことになっている」，「利益があったとき
だけもらう」，「必要の都度もらっている」，「もらっていない」，「その他」の6つである。
　その結果，全体では，「月々ちゃんともらっている」が約4割（39．7％）で，「月々もらうことに
なっている」という，いわぽ建て前的なものも含めると53．9％が，一応，定給制をとっており，給付
形態としては，これがもっとも多い。次に多いのは「必要の都度もらっている」といった随時型であ
り，24．8％，4人に1人の割合である。「もらっていない」という無給型は12．8％で随時型の約半数。
「利益のあったときだけもらう」タイプや「その他」は1．5％～2．5％でごく僅かである（第22表）。
　　　　　第22表　報酬の給付形態　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）
業
種
そ
　　　N
の　　　　・
　　　A
??????????? ???
他
39，7
39．1
60．3
24．5
31，0
45．0
49．5
14．2
13．7
10．3
9．7
14．0
15．9
21．4
1．5
1．3
0．8
5．6
1．1
1．7
0．7
24．8
24．4
15．9
35．2
31。9
23．4
15．1
12．8
14．7
4．8
12．5
12．0
10．3
8．1
2，5
2．4
1．6
2．8
5．2
1．0
2．1
4．6
4．5
6．3
9。7
4．8
2．7
3．2
?????
4，140
2，394
　126
　216
　458
　478
　285
　業種別にみると，業種によってそれぞれの型の割合が若干異なっている。定給型は卸売業で6割を
超えてもっとも多く，「もらうことにになっている」という名目型の割合も少ないから，定給型が一
番定着している業種といえよう。これについで建築業（49．5％），製造業（45．0％）が高い。これら
3つの業種は先にみた週休制の採用比率も高い業種であり，就労条件の面での近代化が相対的にすす
んでいる業種といえるだろう。定給型がもっとも少ない業種は飲食業で24，5％にとどまる。
　経営体類型と関連づけてみてみると，定給型は経営規模が大きいほど多く，随時型や無給型は経営
規模が小さいほど増える傾向にある（第23表）。無給型は常雇を含む経営では，いずれも10％以下で
あるのにたいし，家族のみの経営では16．9％に増えているQ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－88一
商工自営業婦人の就労と生活の実態
第23表　経営体類型別・経営状態別給付形態 （％）
経　営　特　性 定給型　　随時型　　無給型 n
???????????? ??　本人のみ
　家族のみ
　家族主体
　1～5人
　6～10人
　11人以上
14．3
　　↓
27．9
　　↓
46．4
　　↓
51．6
　　↓
73．1
　　↓
79．1
30．5
32．4
　　↑
23．5
　　↑
15．2
　　↑
8．4
　　↑
5．1
25．2
　　↑
16．9
　　↑
8．5
　　↑
7．0
　　↑
2．8
3．4
????
非常に伸びている
やや伸びている
横　ば　い
変動が多く
　何ともいえない
むしろ下り坂である
56．3
　　11
56，3
　　↑
39．5
　　↑
32．9
　　↑
26．3
13．3
　　↓
21．0
　　↓
26．0
　　↓
26．7
　　↓
28．5
10．2
8．6
　　↓
12．0
　　↓
14．5
　　↓
20．3
　357
1，697
　914
　554
　249
　234
　128
1，145
1，536
　738
　517
　給付形態は経営状態とも明らかに関連性をもっている（第23表）。経営状態の良好な経営ほど定給
型が多く，経営の伸長を認める経営では定給型が5割を超えている。随時型と無給型は経営状態が不
良なほど増えており，「むしろ下り坂」の経営は，「非常に伸びている」経営に比べると，ほぼ2倍の
比率となっている。
　2．給付額
　第31図は定給制を実施している場合の給付額を5万円きざみにまとめて図示したものである。最高
値は6～10万円で全体の4割強を占める。給付額の平均値は，99，940円，約10万円で，標準偏差が
74，100円である。
　これを業種別にみると第24表に示すようになる。最高は卸売業の105，440円で，これに建築業（103，
　　　　　　第31図　給付額の分布　　　　　　　　第24表　業種別・給付額
50
40
30
20
10
業　　種 平均標鞠差変動係剃・
小　売　業
卸　売業
飲　食業
サービス業
製　造　業
建築業
100，060
105，440
88，600
寧登，ユ40
103，280
103，290
70，680　　　　　0．716
67，160　　　　0．637
43，080　　　　0．486
53，880　　　　0．633
92，000　　　　0．891
74，750　　　　0，724
，265
　89
　74
　206
　291
　202
??????????11????16????21???? ?
一89一
　　　　　　　　　　　　　　　　明治大学　社会科学研究所紀要
290円），製造業（103，280円），小売業（100，060門）が10万円台でっつく。これらの業種間の格差は
それほど大きくはない。サービス業（85，140円）と飲食業（88，600門）がともに8万円台で，他の業
種との間にやや格差が生じている。最高の卸売業と最低のサービス業との格差は，約2万円であり，
業種間格差はあまり大きくはなし1。
　むしろ格差が大きくひらいているのは経営規模の大小によるものである。家族のみの経営の報酬が
もっとも少なく7万円台で，次が本人のみの経営で8万円台である。以下，経営規模が拡大するにし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　雪
たがって月額の平均値は上昇する。経営形態が家族経営型から雇用労働力を中心とする企業経営型に
移行すると，月額もすべて10万円を超える。最高は常雇11人以上の経営の158，960円である。経営規
模による格差，レンジは82，390円で業種間格差の約4倍である（第25表）。
　　　　　　　第25表　経営体類型別・報酬の平均月額
　経　営　特　性　　　　平均
　　　本人のみ　　84，190　家讐靴笠；1：：1：・
体　　　　　　　　　・　　　↓墾劃謡懲ilil
標準偏差
83，280
49，400
57，490
69，140
78，930
119，000
　　　　J変動係数　　　n
　G．989　　　　75
　0，645　　・　　717
　0，607　　　1　　578
　0．628　　　　　　381
。．634i，、1
　0．749　　　　　207　　　　E
（4）業老婦人の仕事の評価
　ここでは，商工自営業における業老婦人の果たす役割について，とくに本人の自己評価を中心に検
討してみることにしよう。
　事業を支えていくうえでの自分の役割の評価についての選択肢として，「事業主（主人）の手助け
程度である」，「かなり役割をはたしているが，役割は従である」，「事業主（主人）と同じ役割をはた
している」，「自分の役割の方が大きい」，「全責任を自分が負っている」，「その他」の6つを提示し
第26表　事業をいとなむ上での業者婦人の役割
業　種　別
（％）
主人の手
助け程度
???????
サービス業1????
製造・小売業
そ ??
?????
31．2
46．0
16．7
39．3
48．7
65．3
32．2
50，7
主人に比　　主人と同　　自分の役
べて従1じ役割　割が大????????　　14．4
　　10．3
　　16．2
　　15．3
　　11，5
　　4。9
　　17．2
　　8．0
｛・3・4
　　－90一
8，3
4．8
15．3
6．3
3，3
2．5
3．4
L3
7．2
舘劇そ碗
36．6　　1　　26．6　＿＿一一＿1
”無回答
????4。
????，??
ー?
??
12．6
・1．412．5
｝』　1．6　　3．2
10・9i42，　　0．7　　；　　0．7
　　　　　卜　　0．4　　　　1・．9
1：：il：1
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た。そして，このなかからシングル・アンサーで回答をもとめた。
　まず全体としてみると，「手助け程度」と補助的に自己評価しているものが36．6％でもっとも多
い。次が「かなり役割をはたしているが，役割は従」とみるものが26．6％で，これらをまとめて「サ
ブ型」と仮称すれぽ「サブ型」の比率は6割を超える（63．2％）。これとは反対に，「自分の役割の方
が大きい」（7．2％），「全責任を自分が負っている」（12．6％）などを「メイン型」と呼ぶことにする
と，約2割（19．8％）が業者婦人主導型の経営ということになる。「サブ型」と「メイン型」の比は
3対1である。ただし，「事業主（主人）と同じ役割をはたしている」（13．4％）ものを「対等型」と
仮称し，これを「メイン型」に加算すると，33．2％となり，「サブ型」と「メィシ型」の比は2対1
になる（第26表）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　これを業種別にみるとどのような状態になるだろうか。
　再度，第26表をみてみると，補助型の比率がもっとも多いのは建築業で65．3％eを占め，ほぼ3人の
うち2人がこのタイプに属する。これに役割は従と答えたもの21．1％を加えた「サブ型」は86．4％に
達し，「メイン型」は僅か4．6％にすぎない。仕事との関係でいえぽ，建築業はいわぽ，“男子主導
型”の業種であり，業老婦人の役割は軽い。
　製造業，卸売業なども補助型が多く，前者が48．7％，後者が46，0％でともに半数近い割合を占めて
いる。「サブ型」でとらえると，製造業で78．6％，卸売業で76．2％となり，ともに4人のうち3人を
超えている。
　これらに比べると，｛小売業では補助型は31．2％と約3割に減り，建築業，襲造業，卸売業などと比
　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コベると，小売業における婦人の役割は高い。さらに飲食業やサービス業では婦人の役割がかなり高い
　　　　　　　　　　t　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ド　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’の・棚され…く囎業では・「主天・肌役害麟たしてい・・ものカミ・6；・％，，　rn分の役割
の方が大きい」ものが15．3％，「全責任を負う」というものが22．7％を占め，業老婦人主導型ともい
　　　　　　　　　　tc　　　　｝うべきもpの割合は38．0％に達する。飲食業における業者婦人の役割は，こμをみても明らかなよう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なに，事業主である夫め単な為手助け程度ではなく，夫と対等もしくはそれ以上の役割を果たしている
ものが54．2％にもおよび，他業種に比較してきわめて高いといえる。飲食業ほどではないが，サービ
ス業でも婦人の役割はかなり大きい。
　以上を要約すると，建築業と飲食業とを両極としながら，建築，製造，卸売の各業種と，飲食，サ
ービス，小売の各業種に大別することが出来るし，相対的にみて「メイン型」の割合が多い業種は，
どちらかといえば接客的な性格の強い業種であるという特徴を指摘することが出来るだろう。また，
それだけに業者婦人ならではの積極的な役割を果たしうる場面も多く，自己の高い役割評価につなが
るものと考えられる。
　経営体類型別に業者婦人の役割評価をみてみると，第27表が示すように経営規模が大きくなるにし
たがって，補助型の比率は増大する傾向にあることがわかる。このことは，家族経営型から企業経営
型へ拡大していくにつれて，業者婦人の仕事面での役割は後退していくことを意味している。
　しかも，業者婦人の仕事面での役割の比重は，経営規模の大小ばかりでなく，家族構成や配偶者の
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第27表　役割評価（経営特性） （％）
経営特性
　　本人のみ1｛…み
　　家族主体
　　1～5人劃・一・・A
　　11人以上
個人経営
法人経営
???????? ??? ???????? ??? ??
12．0　　　8．7
　　20．7
39．5　　25，9
　　65．4
34．1　　　31．1
　　65．2
39，5　　28．2
　　67．7
46，6　　　32．5
　　79．1
44．0　　　　34，6
　　78．6
8．4
14，3
16．6
11，4
11．6
11．1
14．0　　　49．9
　63．9
7．8　　　8．9
　　16．7
7．4　　　9．0
　　16．4
5．2　　12．5
　　17．7
2．0　　　4．0
　　6．0
3．4　　　3．8
　　7．2
1．7
1．4
0．5
1．6
0．8
1．3
5．3
2．2
1．2
1．6
2．4
1．7
35．3　　　24．9　　　　13．5
　　↓　　　↓　　1［
40．9　　　　34。2　　　　13，2
8，0　　　14，8　　　　　1．1
　↑　　　↑
3．9　　　　4．7　　　　　1．4
2．3
1．7
n
357
1，697
　914
554
249
234
3，152
　877
第28表　受けもつ仕事の内容別にみた役割評価 （％）
順位1全貴任 役割は主i肌位の囎
???????????????
役割は従 手助け程度
仕事上の会合（36．5）
資金ぐり　（29．7）
仕入れ　（25．1）
配達・ご用聞き
　　　　　（21．8）
従業員の管理・世話
　　　　　（18．・4）
集　　金　　（16．1）
記帳（15．5）
販売・生産・サービス
　　　　　（14．8）
一般事務　　（12．1）
雑　　用
仕入れ　（13．　0）
会合（11．1）
資金ぐり　（10．6）
配達・ご用聞き
販売・生産・サービス
記　　帳
（1°・9）u般轄
（9．4）
（8．2）
（7．7）
）?）?）?）
???
??
??
6
? ?
???
（?
?㌧?（
（
理???業??
）?）?）??
???
1
?
?
7
????
1
（?（ （?????
販売・生産・サービス
　　　　　（16．7）
従業員管理（14．7）
記帳（14．6）
集金（14．4）
配達・ご用聞き
　　　　　（14．2）
一般事務　　（13．6）
雑用（11．8）
販売・生産・サービス
　　　　　（33，5）
従業員管理・世話
　　　　　（31．7）
一般事務　　（30．9）
記帳（29．4）
仕入れ　（27．9）
雑用（27．1）
集　　　　金　　　（26．9）
配達・ご用聞き
　　　　　（26．5）
資金ぐり　（24．8）
会合（19．3）
雑用（44．5）
一般事務　　（38．8）
集金（35．5）
記帳（32．8）
配達・ご用聞き
　　　　　（28，1）
従業員管理（27．7）
販売・生産・サービス
　　　　　（26．・8）
資金ぐり　（17．8）
仕入れ　（13．8）
会合（13．5）
有無，本人の年齢などによっても差異が生じる。それらの諸関係については，ここで詳述するのを省
略し，業者婦人が主として受けもつ仕事との関連において役割評価の変動をみてみよう。第28表は業
老婦人が主として受けもっている仕事に着目しながら，それが自己の役割評価とどのようにつながっ
ているのかを示したものである。一見してわかるとおり，仕事の内容と役割認識のあいだには，はっ
きりした対応関係が認められる。
　例えぽ，「全責任を負っている」と自認する層では，「仕事上の会合」が36．5％aで第1位である。
ついで「資金ぐり」，「仕入れ」など，経営の代表機能や企画・調達などの仕事が2～3位である。そ
の反対に，「手助け程度」と自己の役割をもっとも低く評価する層では，第1位が「雑用」（44．5％）
で，これに「一般事務」（38．8％e），「集金」（35．5％）などがつづく。
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第29表　労働時間別にみた業者婦人の役割評価 （％）
労働時間
6以内
6　～　7
7　～　8
8　～　9
9　～10
101～11
11～12
12以上
??????????????????
52．0　　　　23．0
　　75．0
40．9　　　　31．4
　　72．3
36。3　　35．6
　　71．9
28．3　　　　39．0
　　67．3
21．1　　33．0
　　54．1
17．8　　38．4
　　56．2
18．7　　30．6
　　59．3
13．4　　25．9
　　39．3
9．9
10．9
13．5
14．3
20。8
17．5
18．7
23．4
7．9　　　7．2
　15．1
6．6　　10．2
　　16．8
3．7　　10．9
　　14．6
5．7　　12．7
　　18，4
9．2　　15．8
　25．0
11．6　　15．4
　27．　0
10．8　　　21．3
　32．1
15．3　　22．1
　　37．4
n
152
137
267
300
336
336
268
321
　最後に，実際の労働時間と役割評価とクロスさせてみると第29表のような結果となった。ここで
も，また，労働時間と役割評価のあいだには傾向的な対応関係があらわれている。
　まず，1日の労働時間が6時間未満の場合は，「手助け程度」と自己評価するものが半数を超え，
「サブ型」としてまとめてみると75％となり，4人中3人までがこの評価に含まれる。これにたいし
て「メイソ型」は15．1％で，両者の比率は5対1である。これが9時間以上11時間未満では「サブ
型」が5割台に減少し，逆に「メイン型」は25．0％で4人に1人の割合となる。さらに，12時間以上
の長時間労働の場合には，「サブ型」が39．3％，「メイン型」は37．4％となり，両老はほぼ同じ程度
に接近する。
　このように，労働時間が長くなるにしたがって，仕事にたいする業老婦人の役割評価が高くなって
いく傾向を示し，これと仕事の内容との関連でみた自己評価とあわせて考えると，業老婦人の役割に
ついての自己評価は，単に主観的なものではなく，たしかに客観的な根拠が存在するとみなしてよい
であろう。
　さて，以上のように，商工自営業を支えていくうえで，業老婦人の果たす役割は決して小さくはな
く，事業主の経営補助者として，ある場合には事業主である夫と同等，またはそれ以上に大きな役割
を担っていることが明らかとなった。
　零細な商工自営業者の特質として，しぼしぽ指摘されるように，事業主および家族の住居の事業所
の未分離（本調査の結果では全体の81．5％），「生産点即家庭」，つまり生産点と家庭生活の場が同一
であるという，この「空間的同一性は，労働と生活の時間的区切りをあいまいにし，家族の従業をい
っそうやりやすくする」側面をもっている。そのため，商工自営業者の主婦は，「主婦である前に，
　　　　　　　　　（2）
家業の専従老であり，経営補佐役であることを要求される」。だが，業者婦人は単なる経営補佐役に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
とどまらず，夫との「共同経営者」として主体的な力量を発揮し，経営内におけるその地位を強固な
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ものにしている場合も少なくないのである。
　しかし，そうした反面，見落してはならない重要な問題点は，零細な商工自営業者の所得水準の低
さであり，これをカパーするために主婦をはじめとする家族ぐるみの労働によって，はじめて経営が
成り立っているという厳しい現実の態様である。たとえ，利潤に相当するものが残らなくても，実質
所得水準の低下は生活費を切り詰めるか，家族ぐるみの長時間（営業）労働をも辞さない対応によっ
て経営を維持することが可能となる。とくに長い労働時間と労働密度，経営にともなうリスクの負
担，責任の度合いなどを考慮に入れると，大企業雇用者の賃金水準の2倍以上が事業所得の最低線だ
といえるであろう。
　ところが，主婦をはじめとする家族従業者の無償の労働力に依存する度合いが大きけれぽ大きいほ
ど，現行税制の矛盾を強く意識せざるをえない。現行の事業専従者控除は年額40万円しか認められて
いない。これは1ヵ月当りに換算する’ﾆ，1人3．3万円というきわめて僅少な額にすぎない。家業と
家庭の騒然としたなかで働く主婦にたいして，事業専従者控除額の大幅な引き上げを求めるのは至極
当然であり，業老婦人の自家労賃評価要求も，商r自営業における主婦の役割評価と密接にむすびつ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
いたものである。業者婦人の主体的力量の大きさを改めて見直す必要性を強調する理由は，実に，こ
の点に深くかかわっているからである。
（6）自家営業にたいする意見
　業者婦人は実際に仕事に従事してみて，自己の家業に塵いしてどのよ勲こ感蛋≧っているのだろう
か。満足，不満に思っている事柄について調べてみ㍉設問形式は，例えば，rA，家事・育児と両
立しやすい」，rB，家事・育児がおろそかになる」など，相対立する2つの意見を組みにした方式を
用いて，調査対象老の気持ちに近いAまたはBのいずれかを選択する仕方で回答をもとめた。設問は
　　　　　　　　　　　　第32図　自営業の仕事についての意見（単位：％）
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10種類であるが，その結果を全体として図示したのが第32図である。
　一見してわかることは，10種類の設問のうち　肯定的な評価と否定的な評価との割合は8対2で前
者の方が多かった。肯定的な評価のなかで，60％を超えるものは，「いろんな人とつきあえて面白い」
（80．3％）がもっとも高い割合を示し，ついで「家族と一緒に働けるので楽しい」（70．6％），「自分
の考えが生かされるので面白いま｛（65，・36e），「他人に使われず気楽である」（62．7％）などの順であ
る。その反対に，否定的評価のうち，肯定的評価の割合よりも多い2項目は，「家事・育児がおろそ
かになる」（48．5％）と「景気や競争でいつも危険がある」（47．8％）であった。
　次に各設問ごとに立ち入って考察してみよう。
　①労働時間と休日
　勤め人とちがって，「働く時間や休みを自由に決められる」という有利な側面があると同時に，そ
の反面，「休みがとれず労働時間もながい」といった商工自営業独特の悩みもある。前者については
建築業が一番多く71．9％であり，その逆にもっとも少ない割合は飲食業の49．5％である（第33図）。
　　　　　　　　　　　第33図　仕事についての意見（労働時間・休日）　　　　　（％）
　　　　小　売　業
飲　食　業
サービス業
製　造　業
建　築　業
卸　売　業
　　　　　　　　　　　　　（A）
（A）働く時間や休みを自由に決められる
（B）休みもとれず労働時間もながい
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（C）無回答
（B） （C）
これは前にも述べたように，建築業と飲食業とでは業者婦人の仕事の内容や役割分担の差異にもよる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ち　　　za　’が・両者の1日平均労働時間の差が大きいことを反映しているものと解しでよいだろう。建築業にお
ける1日平均労働時間は7～9時間に集中度がもっとも高く48，7％である歳毛方，飲食業の場合，7
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　h　h　 　　　ヤ　、
～9時間というのは19．2％であり，さらに12時間以上が23．5％を占めジ各業種をつうじて一番労働時
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　“　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　tS間が長い。建築業では12時間以上は皆無であり，11～12時間以内は僅か2．6％である。飲食業では11
～12時間以内が14．0％を占めており，両者の格差はきわめて大きい。したがって，「休みがとれず労
働時間も長い」という悩みは，飲食業や小売業に従事しでいる業者婦人にもっとも共通した悩みであ
ろう。業者婦人が受けもつ仕事の役割評価の点でも，「手助け程度」などの「補助型」の比率がもっ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ti　　　　　　　　　　．x　　t　　　㌦
とも高いのは建築業で65％にのぼっているのに比べて，飲食業では16．7％，小売業では31．2％という
状態である。また，「全責任を負っている」の割合では建築業が僅か2．1％にすぎないのに，飲食業
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では22．7％という状態である。労働時間の長短や役割評価の差異にもとつく結果が，こうした回答に
おいてもはっきりとあらわれている。
　次に年齢別に表示した第34図をみてみよう。
これをみると労働時間や休日の問題にたいす
る意見は，年齢の差によってきわめて対象的
であることが，はっきりとわかる。家業を支
え，家事・育児に毎日キリキリ舞いをして，
休日も思うようにとれないで働きつづけてい
る比較的若い年代の業者婦人の生態が，この
1枚のグラフによって浮き彫りにされている
といえるだろう。
　②家事と育児の問題
　業者婦人にとって，家事と育児の問題は，
きわめて重要な問題であることはいうまでも
ない。これも，1日の労働時間の長短，休日
のあり方，仕事の役割分担，家族構成，経営
第34図　労働時間と休日（年齢別）
?? 目働く時間や休みを自由に決められる休みがとれず労働時間もながい
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規模など，さまざまな諸要因によって規定される。
　業者婦人にとって，仕事と家事・育児が「両立しやすい」か，「おろそかになる」かの相違も，業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　国種によって大きなひらきが目立つ。その両極は，前述したことと同様に建築業と飲食業である。肯定
的な評価は建築業では58．8％と半数を超える割合を示しているのに比べ，飲食業ではそれが29．7％で
ある。飲食業では約6割（59．O％），小売業では半数以上（52．5％）の業者婦人が，仕事のために家
事・育児がおろそかになることで悩んでいるという実情を反映している（第35図）。
　後段において，業者婦人の家庭生活にかんする分析でも明らかにするが，商工自営業者の家庭で，
　　　　　　　　　　　　第35図　仕事についての意見（家事・育児）
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サービス業
製　造　業
建　築　業
卸　売　業
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（A）家事・育児と両立しやすい　（B） 家事・育児がおろそかになる　（C）無回答
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主に家事を担当しているのは事業主の妻である業者婦人なのである。したがって，営業上の仕事以外
に家事労働の負担が，業者婦人の肩に重くのしかかってくるわけである。
　しかも，「家事・育児がおろそかになる」
という意見を年齢別にクロスしてみると，第
36図に示すような年齢差がクローズ・アップ
された。この回答状況は年齢と逆比例の関係
が生じ，20代をトップに，30代～40代前半ま
での年齢層に家事・育児にかんする多くの負
担が，比較的過重になっていることを物語っ
ている。
　③現金と家計について
　一一eeに商工自営業では，営業上の収支と家
計とが未分離で，両者が混然一体となってい
る場合が少なくないことは前述したが，とく
第36図　家事・育児がおろそかになる割合
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に現金収入が常時入ってくる小売業や飲食業などでは，こうした傾向が少なからず見受けられる。
　そこで，「家計とのけじめがつかない」という回答割合を業種別にみてみると，まさしく一番その
割合が高いのは飲食業（45．3％）であり，逆に一番その割合が低い業種は卸売業（33．0％）である（第
37図）。ただし，サービス業が32．1％で卸売業より0．9％少ないが，両者の無回答の差20．6％と15．4％
を考慮に入れれぽ，実質的に卸売業が一番低いとみなしてよいだろう。
　　　　　　　　　　　　第37図　仕事についての意見（現金・家計）　　　　　　（％）
小　売　業
飲食　業
サービス業
製　造　業
建　築　業
卸売　業
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（A）現金がいつも自由につかえる
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　　　　　　　　（B）
（B）家計とのけじあがつかない
　　（C）
（C）無回答
　しかし，「家計とのけじめがつかない」ということと，「現金がいつも自由につかえる」というこ
ととの間には，本質的な関連性が稀薄である。むしろ，この点にかんする相互の関連性は，経営規模
の差異によって鮮明となる。第38図は家族従業者主体の経営に比べて，常雇の人数が多い経営になる
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　　　　　　　　　　　　　　　　明治大学　社会科学研究所紀要
ほど「家計とのけじめがつかない」という割合が目立って低下していることを示している。とくに常
雇11人以上の経営の場合，「家計とのけじめがつかない」という意見の割合は10％台に下がり，家計
と経営の分離が大幅にすすんでいることを意味している。
　　第38図　仕事についての意見（現金・家計）　　　　第39図　家計とのけじめがつかない
現金がいつも自由につかえる
一＿“．．x
　また，「現金がいつも自由につかえる」という意見の割合は，常雇11人以上の規模の経営において
相対的に高く，次に僅かな差ではあるが，本人だけの経営が高い割合を示している。
　さらに見落せない点は，「家計とのけじめがつかない」とする意見の割合は，年齢差とも関連して
いることである。第39図はこのことを明白に裏付けている。年齢が高くなるにしたがって，「家計と
のけじめがつかない」という意見をもつ人の割合が低下していく傾向を示している。
　④事業収入への期待
　いうでまもなく，「やりようによっては，多くの収入が期待できる」という意見と，「仕事の割に
は収入が少ない」という意見とは表裏の関係にある。これを業種別に示したのが第40図である。「多
くの収入が期待できる」という業種の割合では卸売業（57．7％）がトップに立つ。っついてサービス
　　　　　　　　　　　　第40図　仕事についての意見（収入について）　　　　　　　　　　　1
小　売　業
飲食　業
サービス業
製　造　業
建　築　業
　　　　卸　売　業
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（A）やりようによっては、多くの収入が期待できる
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（B）仕事の割には収入が少ない　　（C）無回答
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第41図　仕事についての意見（収入）
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業（56．1％），建築業（55．1％），製
造業（53．6％）…最後が飲食業（46．2
％）である。したがって，その逆に
「仕事の割には収入が少ない」とい
う業種の筆頭に飲食業（50．5％）が
あげられるという当然の結果があら
われる。
　飲食業にたずさわる業者婦人の半
数以上が，「仕事の割には収入が少
ない」と考えていることは，長時間
労働・低所得水準という，この業種
にとって恵まれない状態を反映するものとして，うなづける事柄である。だから，そのこと自体の理
論的な解明と，現状打開の抜本的な対策をたてることが急務であるといわねばならない。
　収入への期待感と経営規模とのあいだには密接な関連性がある。第41図は経営体類型別にこれを示
したものである。「多くの収入が期待できる」いう回答割合は，規模が大きくなるにしたがって傾向
としては多くなっていく。その反対に，「仕事の割には収入が少ない」いう否定的な意見は，明らか
に経営規模が小さくなるほど多くなっている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
　⑤家族との協働について　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
　元来，商工自営業の最大の非金銭的メリットは，業者婦人にとって「家族と一緒に働けるので楽し
い」ということであろう。
　業種別にみると小売業の73．　0％　，製造業の72．6％・卸売業の71・1％といずれも70・Oe・（LJ上の高い割
合を示している（第42図）。
小　売　業
飲食　業
サービス業
製　造　業
建　築　業
卸　売　業
第42図　仕事についての意見（家族との協働） （％）
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（A）家族と一緒に働けるので楽しい
　　（A）　　　　　　　　　　　　　　　（B）　　　（C）
（B）いつも顔をあわせているのであきる　（C）無回答
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　ところが，ここでもみすごせないのは，飲食業の58．5％という回答割合である。これは何故だろう
か。この点を解明するカギは本調査のアンケート項目から，摘出することは出来なかった。けれど
も，飲食業の1日平均労働時間が他業種に比べてかなり長いことと，その割には所得水準が低いとい
う状態から推測すれぽ，いくら「家族と一緒に働ける」といっても，休日も思うようにとれないとあ
っては，おのずから限度があるだろう。これは飲食業だけの問題ではないが，年間所得との関連性を
調べてみたら，100万円未満の低所得者層に「家族と一緒で楽しい」という意見の割合がもっとも低く
65．4％aであった。ただ，それ以上の所得階層との対比において，高額所得老ほど「家族と一緒で楽し
い」という回答割合が高くなるとはいいがたく，所得水準との関係は，むしろ，まちまちであった。
　⑥夫との対応関係
　「協力しているので夫と対等の立場にたてる」と考えている業者婦人の割合を業種別にみると第43
図に示すとおりである。これによると製造業が62．8％でもっとも多く，ついで小売業が58．0％で2番
目に多い。
　　　　　　　　　　　第43図　仕事についての意見（夫との対応関係）　　　（％）
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（B）協力しているのに損な立場である　（C）無回答
（C）
　では，何故この2業種に属する業者婦人のなかに「夫と対等の立場にたてる」と考えている人たち
の割合が，他の業種の人たちに比べて相対的に高いのだろうか。このことを実証するための決め手と
なる資料を欠いている。けれども業者婦人がそれぞれの仕事をつうじて，自分の役割をどのように評
価しているかについての回答内容を参考にすれぼ，なんらかの糸口を見出すことが出来るかもしれな
いo
　しかし，業者婦人が夫と比べて自分の役割をどのように位置づけ，自己評価しているかの調査結果
をみても，前述の疑問を解くカギは得られなかった。何故なら，「事業主（主人）の手助け程度」，あ
るいは「かなり役割を果たしているが役割は従」と自己評価している業者婦人の割合が，製造業にお
いては78．6％，小売業では59．4％も占めていたからである。
　それとは逆に，「協力しているのに損な立場である」という意見保持者の割合は，建築業において
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37．2％o，飲食業では31．1％を占めていた。自己の役割を「サブ型」と位置づけている建築業に従事し
ている婦人たちの割合は86．4％にのぼる。こうした状態のもとでは，「夫と対等の立場にたてる」と
いう意見が出てくる必然性は考えにくい。ところが，建築業とはちがって，飲食業にたずさわる業者
婦人のなかには，自己の役割を「メイソ型」と評価する割合が54，2％におよぶ。いいかえれぽ，飲食
業に従事している婦人の半数以上が，仕事上での自分の役割を，事業主である夫と同等，あるいはそ
れ以上の責任を負って取り組んでいるという意識をもっているわけである。だからこそ・夫に「協力
しているのに損な立場である」と自己主張する婦人たちが31．1％も占めていると解釈することが出来
よう。したがって，それだけ，飲食業に従事している業老婦人は，他業種の業者婦人と比較して，そ
第44図　夫との対応関係（夫と対等の立場）　　　　　　の役割の大きさに相応する厚遇を受けてい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ないことを示唆してい石。
　％
　60　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「夫と対等の立場にたてる」という意見
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　をもつ婦人たちの割合を経営体類型別に示
　50　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　したのが第44図である。一見して明らかな
　40　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ように，経営規模が大きくなるにつれて，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「夫と対等な立場にたてる」という意見を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　もつ婦人たちの割合が高くなる傾向が顕著
経炎交震雇雇唇　であ。。
　　　　だ　　　と　　　　　　　　　　　　　　人
型け ﾖ表人契望　　⑦仕獣ついての気苦労と気楽さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「他人に使われず気楽である」という考
えは，一般の婦人労働者にはない業者婦人固有のものであろう。しかし，その反面では，「お客に気
をつかい気づかれする」という考えも，少なくないのである。
　第45図をみると，こうした業老婦人の「気楽さ」と「気苦労」の度合いは，業種によってかなり開
小　売　業
飲食　業
サービス業
製　造　業
建　築　業
卸　売　業
第45図　仕事についての意見（気苦労） （％）
（A）他人につかわれず気楽である
（A）　　　　　　　　　　　　（B）
　（B）お客に気をっかい気づかれする
（C）
（C）無回答
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きがあることがわかる。「気楽さ」の割合が一番高い業種は製造業（73．4％）である。いくら親工場
や問屋から加工賃を切り下げられ，代金の遅払いを受けても，俸給生活者やパート・タイマーなどと
ちがって「他人につかわれず気楽である」という考えは，町工場の事業主や家族従業老に共通するも
のであろう。たとえ年間所得が労働者よりも低い水準にあっても，「他人に使われていない」という
“一争齒驍ﾌ主”としてのプライドと気楽さは容易に失なわれず，零細な下請工場を支える精神的な
支柱にもなっている。
　しかし，その反面，「気苦労」の方はどうであろうか。もっとも目立つのは・やはり飲食業（40・1
％）を筆頭に，サービス業（38．9％），小売業（32．4％）など，どちらかといえぽ接客的な業務が中心
となる業種にその割合が高い。いわゆる“客商売”としての固有な「気苦労」は，飲食業，小売業，
サービス業などに共通したものがあると考えられる。とくに，カウンター・サービスの先頭に立って
働く業者婦人の接客態度の良し悪しは，そのまま直接・間接に店の売り上げの増減をも左右する。ま
た，それだけに「気づかれする」度含いも増えるであろう。
　またt第46図にもみられるように，　　　　　　　　　第46図　気楽さ・気苦労
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％常雇の人数が増えるにつれて，「気づ
かれする」度合いも増していく。その
反対に「気楽さ」の割合は経営規模が
大きくなるにしたがって低下するとい
う全く対照的な傾向を示している。他
人を使わずに家族だけの打ちとけた雰
囲気のなかでは，気楽に商売も出来よ
うが，経営規模が大きくなるとともに，
従業員の世話や管理面で業老婦人の仕
事も増えてくるし，わずらわしい対従
“”他人・つかわれず気楽である
　　　　　，’一一一”e－－N．bti．he．／
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業員関係の出来事にも気をくばらなければならないという餐情が反映しているものと推測される。
　⑧失業・景気変動・倒産への懸念
　たしかに商工自営業者には・勤め人や労働者とちがって停年制もないし，出向，配転，解雇などの
怖れはない。だが，その反面，景気変動の影響や大企業からの圧迫を受けて転・廃業に追い詰められ
る懸念が絶えずつきまとっている。自分でいくら真面目に働いていても，いつ連鎖倒産に巻き込まれ
るかもしれないという危険性を常に覚悟しておかねばならない。
　業老婦人には停年制や「失業がない」という気持が割合に強いが，これを業種別に示したのが第47
図である。とくにサービス業においてその割合が高く・55．6％を占めているのが注目される。もとも
と，末端のサービス業は，零細な商工自営業のなかでも，いわゆる相対的過剰人口のはけ口，あるい
はプールとしての役割を客観的に果たしてきた。それだけにサービス業の下層部分は，もはや“失業
への恐怖”をいったん通過して参入してきた業者が少なからず存在し，いわゆる“失業からの逃避”
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－102一
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サービス業
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第47図　失業や景気変動についての懸念 （％）
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（A）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（B）　　　　　　　　　　　（C）
（A）失業がない
（B）景気や競走でいつも危険がある
（C）無回答
（the　flight　from　unemployment）の場としての機能をも果たしている。
　　　　　　　　　　　　　　（5）
　したがって，サービス業に「失業がない」という考えをもつ業者婦人が他業種に比べて高い割合を
示している根拠には，前述したような景気変動や失業の顕在化を防止する歯止めの役割をサービス業
が果たしているという側面を，ある意味では反映しているのかもしれない。
　「景気や競争でいつも危険があるゴという懸念をもつ割合がもっとも高いのは建築業（58。4％）で
ある。ここ数年にわたって企業倒産の多発現象（毎月1，000件以上）がつづいているが，負債総額
1，000万円を超える倒産件数のうち，業種としては建築業がもっとも多く，3件に1件は建設関連企
業だといわれるほどである。したがって，本調査においても，こうした動向がそのまま反映している
ものとみなしてよいであろう。
　　　　第48図　失業・景気変動への懸念　　　　　　’　第48図ば経営体類型別に集計した結果を
　　％　　　　　　　　　　㌔　・　　　　　　示したものであるが，「失業がない」とい
?〜????〜????????????????? ?????
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う意見の割合は，経営規模が大きくなるに
つれて低下傾向を示している。また，それ
とは逆に，“「景気や競争でいつも危険があ
る」という意見の割合は，常雇6～10人規
模のところがピークを示している。事業主
だけと，家族だけの家族経営では，かえっ
て景気変動などにたいする弾力性が強いの
であろう。景気変動や過度競争にも堪えぬ
く，「雑草」のような強靱なバイタリティを
発揮しうる可能性を示すものでもあろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　明治大学　社会科学研究所紀要
⑨仕事についてのやり甲斐
業者婦人のやり甲斐を示す1つのメルクマールとして，「自分の考えが生かされるので面白い」，「同
じことの繰り返しでつまらない」という2つの対立する意見を集約して示したのが第49図である。
　　　　　　　　　　　第49図　仕事についての意見（やり甲斐）　　　　　　　　　（％）
小　売　業
飲　食　業
サービス業
製　造業
建　築　業
卸　売　業
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　　　　　　　　　（A）
（A）自分の考えが生かされるので面白い
（B）同じことの繰返しでつまらない
（C）無回答
（B） （C）
　小売業が69．3％でもっとも多い割合を示しているが，「つまらない」という評価より「面白い」と
いう評価がどの業種にも一様に高い比率を示している。しかし，よく注意してみると，「つまらない」
という否定的な意見が相対的に多いのは製造業（26．4％）と建築業（23．O％）である。「面白い」と
いう肯定的な意見は，概して販売・サービスなど人と接する機会が多い仕事にその割合が高いようで
ある。仕事をつうじて顧客の反応がフィード・バックされ，これが仕事のやり甲斐や「面白い」とい
う意見につながるのであろう。
　　　　　　　　　　　　　第50図　仕事ついての意見（つきあい）　　　　　　　（％）
小　売　業
飲　食　業
サービス業
製　造　業
建　築　業
卸　売　業
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　　　　　　　　　　　（A）
（A）いろんな人とつきあえて面白い
（B）つきあいの範囲が限られて世間がせまくなる
（C）無回答
（B） （C）
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　⑩仕事をつうじての対人関係
　最後に，業者婦人は仕事をつうじて対人関係の範囲も広がっていくが，このことが業者婦人の仕事
についの「やり甲斐」にもつながってくる。事実，第50図をみると，「いろんな人とつきあえて面白
い」という肯定的な意見の割合は，どの業種にも共通して多い。ただ，製造業のみが「つきあいの範
囲が限られて世間がせまくなる」という否定的な意見が22。2％と他業種に比して2倍も多いのが注目
される。いうまでもなく，製造業に従事する業者婦人は，工場内に1日中閉じこもって現場作業に従
事する場合が多く，その結果がこうした否定的な意見に集約される度合いが他業種よりも高くなるわ
けであろう。
（注）
　（1）　例えば，丹後，与謝両民主商工会婦人部が，京都府交通・労働等災害救済事業団，京都府民主医療機
　　　関連合会労災職業病センター上京病院の協力を得て実施した「丹後地方織物従業者の健康調査」では，
　　　休憩や食事時間，家事などの時間を差し引いた実働時間は女性の場合，40．3％が1日ユ1～12時間以上と
　　　いう長時間労働に従事している実情を明らかにしている（拙稿「自営業の婦人」日本婦人団体連合会編
　　　　r婦人白書』1980年版，189ページ）。
　（2）　岡山礼子，前掲書，259～260ページ。
　（3）　小川信子「見落されている家業のゆくえ」生活科学調査会編r増補・家庭はどう変る一現代生活の中
　　　の「家庭学」提唱一』1969年10月，90ページ。
　（4）業者婦人の地位が税法上でも，いかに低く押えられているか，そのことの解明は省略せざるをえない
　　　が，業者婦人の自家労賃要求は，事業主や家族の働き分を賃金として認めよという働く者としての要求
　　　であり，それはまた自家労賃を事業所得の必要経費として認めよという要求でもある（全国商工団体連
　　　合会婦人部協議会編r税制と自家労賃』1975年10月，10ページ）。
　（5）　Joseph　D．　Phillips，　oP．　cit．，　P．42．
1V．業者婦人の家庭生活の態様
（1）基本的生活時間の実情
　人間は誰でも「ゆとりある生活」を望まないものはない。この場合の「ゆとりある生活」とは，単
に物質的な豊かさのみではなく，物質的なものと精神的なものとが調和され，そのうえに時間的要素
も加味された「ゆとりある生活」であることはいうまでもない。
　1977年8月に総理府広報室が実施した「国民の生活行動に関する調査」によると，女性の半数以上
（55．5％）が「ゆとりある生活をしている」と思っているそうである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
　こうした女性のうち，いったい，業者婦人がどの位の割合を占めているのだろうか。もちろん，こ
れを確認する数値は与えられていない。だが，小川信子氏がいわれるように「給料生活者，ホワイ
ト・カラーが主流を占める都市家庭のなかで，自らをr町の農民』と呼ぶ主婦たちがいることを見落
してはならない」。それは，零細な商工自営業老の家庭の主婦たちである。彼女たちは，営業活動と
　　　　　　　（2）
家事・育事労働とを兼務する無償の家族労働力として，朝早くから夜おそくまで，コマネズミのよう
に働き，サラリーマン家庭における専業主婦のような時間的，精神的な余裕はない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－105一
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　以下，具体的な調査結果にもとついて，業者婦人の生活時間をはじめ，家庭生活の諸様相を浮き彫
りにしてみることにしよう。
　①起床時間
　一般に業者婦人の起床時間は早い。第51図をみると，全体の56．1％，つまり半数以上が朝6時には
起きており，ついで7時には29．7％が起床している。8時以後に起床するものが多いのは，業種別に
みてみると飲食業が20．9％で一番多い。飲食業は他の業種に比べて閉店時間がもっとも遅く，23時以
降が3割近い状態であるから，起床時間にも影響してくるのであろう。それとは反対に17時～18時に
は大部分が終業する建築業や製造業の場合は朝が早く，6時前に起床するものが前者で86．6％，後者
では77．6％と，いずれも平均起床時間よりも早く起床する。
　　　　　　　　　　　　　　　第51図　業種別起床時間（％）
全
?
飲　食　業
建　築　業
製　造　業
5時以前 6時
9．9 56．1 29．7
5．6 34．7 37．0 20．9
13．3　　　　　　　　　　　　　　　　　73．3
86．6
14．4 63．2
77．6
19．7
??????以?8
??????
時7
79
90
N。A　O。4
N・A　　O，8
1．8
第52図　年齢別起床時間（％）
　　　　6時以前　　　　　　　　6時以後
20　　代
30～34才
35～39才
40～44才
45～49才
50－－54才
55－－59才
60才以上
52．1％ 47．9　　，
62．9 36．5
70．0 29．4
75．7 24．0
67．5 3L9
60．9 38．3
61．8 37．2
52．9 45．0
　次に年齢別に業者婦人の起床時問をみてみよう。普通，年齢が高くなるにしたがって起床時間が早
くなるはずである。ところが，第52図をみると，むしろ30代後半から40代前半の年齢層に6時以前の
早朝起床が多い。これらの年代層は，小・中・高校へ通学する子どもをもつ主婦が多く，子どもを学
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一106一
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校に送り出す必要上，起床時間の規則性が要求されることが主な理由と考えられる。そのため，前夜
の閉店時間のいかんにかかわらず，6時以前，おそくとも7時には起床しなけれぽならないという，
業老婦人にとっては厳しい制約条件が課せられているわけである。その点では，家族構成が1人とい
う単身婦人や夫婦のみの世帯では，起床時間がおそいのは当然かもしれない。しかし，経営体類型別
に集計した結果をみると，実際には本人だけの経営では，開店その他の準備を1人で行なうためか，
6時以前に起床するものが73．5％ときわめて高い割合を占めている。同じく70％を超えるものに常雇
11人以上の経営がある。これは朝の早い建築業が比較的多く含まれていることによるものであろう。
　②就寝時間
　第53図が示しているように，就寝時間は全体として23時がもっとも多く，半数以上（51．5％）の業
　　　　　　　　　　　　　　　　第53図　業種別就寝時間（％）
　　　　　5～21時　　　22時　　　　　　　　　　　23時　　　　　　　　　　24時　　1～4時
　　　　　　　↓　　　　↓　　　　　　　　　　　　↓　　　　　　　　　　　↓　　↓　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N・A　　全　　　体　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0．7
　　　　　3，8
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N・A　　小売業　　　　　　　　　　　　　　　　　　 0．6
　　　　　3．6　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N・A
　　飲　食　業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0．8
　　　　　2．8　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N・A
　　サービス業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0．9
　　　　　2．2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N・A
　　製　造　業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0．6
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1．2
建　築　業
　　　3．2
年　令
20　代
　　0．8
30－34才
　　2．3
35－39才
　　4．1
40－44才
　　3．8
45－49才
　　2．5
50－54才
　　3．2
55－59才
60才以上
22時
第54図　年齢別就寝時間（％）
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者婦人がこの時間に就寝していることがわかる。ところが飲食業では，24時（29．6％）と1時～4時
（19．O％）に就寝するものを合わせると48．6％となり，24時以前に就寝するもの（48．6％）と同じ割
合を占めている。1時～4時の深夜就寝の割合が2割近い（19．0％）という飲食業の状態は，他の業
種にみられない過酷な深夜労働を業者婦人に強いることになっている。これは，この業種だけ閉店時
間が22時～24時におよぶものが多いためで，その分だけ就寝時間がずれ込むことになる。
　飲食業の場合は業態の特殊性にもとつくものであるが，他の業種を含めて全体としてみても，23時
以降に就寝するものが70．6％におよび，業老婦人の就寝時間は一般的にかなり遅いといわねぽならな
い。平均閉店時間が19～20時台に約半数（47．3％）が集中しているという実情のもとで，業者婦人に
は閉店後も仕事のあと片付けや明日の仕事の準備，従業員の私生活の面倒をみたり，食事の仕度・そ
のあと片付け，洗濯，掃除，つくろいものなど雑多な仕事が待ちうけている。そのうえ，青色申告の
基礎となる伝票の整理や帳簿の記帳に12時～1時までかかり，家計簿まではとても手がまわらず，子
どもの勉強すらみてやれないありさまで，業者婦人にとっては閉店後の3～4時間内は，まさに“戦
闘状態”であるだろう。r夜はテレビをみながら居眠りをしている」といっているのもうなずける。
　③睡眠時間
　普通7時間ないし8時間が健康を維持するために必要な睡眠時間とみるならぽ，業者婦人の75．2％
は十分な睡眠をとっているといえるかもしれない（第55図）。
6時間以下
　　1
　　第55図　睡眠時間（％）
7時間　　　　　　　　　　8時間
　↓　　　　　　　　　　　　↓
9時間以上
　　↓
149 418 334 88N・A1．1
　しかし，6時間以下が14．9％あり，業種としては飲食業が22．8％でもっとも多く，卸売業でも21．5
％という実情である（第30表）。とりわけ，飲食業は他業種に比べて閉店時間が遅いにもかかわらず，
第30表　業種別睡眠時間　　　　　　　　朝7時までに起床するものが77．3％も占めており，十分な
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　へ（　z　　t業　種湧鵬騨翻　　繊をと・ているとは・・・…たい・：だ砺・「たまの休みに
小　売　業
卸　売　業
飲　食’業
サービス業
製　造　業
建　築　業
製造・小売業
そ　　の　他
13．9
21．5
22．8
14．0
16．5
13．7
14．9
20．0
は…？」，「も。と時間力・あれぽ・…1∵賛との問いかけに，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　h
「ゆっくり眠りたい」，「何もせず休養したい」という回答
が返ってくるのは，彼女たちの本音を吐露したものといえ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
るだろう。
　第56図によって年齢別分布をみると，35才から49才くら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　㍉
いの婦人に睡眠時間6時間以下の割合が多くなっているこ
とがわかる。この年代は子育て期に当っている。そのこと
は第31表をみると，いっそう明確になるだろう。小学校や中学校に通学する子どもをもつ母親には，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－108　一
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（％）
　　　　　　　　　　　商工自営業婦人の就労と生活の実態
年齢別6時間以下睡眠者の割合　　　　　第31表　子どもの有無別6時間以下睡眠者の割合
1　小学生の子ども　　中学生の子ども
い司 17．9％ 19．3％
いない［ 14．0 11．1
　　　　　　30　　35　　40　　45　　50　　55　　60
　　　　　　　　　　　　　　　　才
　　　　　　34　　39　　44　　49　　54　　59　　以
　tr・　代才才才才才才上
とくに睡眠時間が6時間以下になる場合が多いと推測される。
　④食事時間
　睡眠時間と並んで，食事の時間は基本的生活時間の一部である。全体として毎日の食事時間が一定
しているものの割合は20．7％にすぎない。ここでとくに注目しなけれぽならないのは，食事時間が不
規則であるという18．0％の業種別内訳である。やはり飲食業とサービス業にそれがきわだって多い。
これらの業種では顧客の出入りがはげしいため，毎日の食事時間が一定せず，rrお客様』のすいた
ときが，その家の『めしどき』である。このような生活のなかで，…『一度ゆでまして，花型に切り
まして，それから……』というテレビ料理の声を，横目ならぬ横耳で聞き流しながら，でき合いの天
ぷらを買いに走らねぽならない」業老婦人には，常に吟味された材料を整え，栄養のバランスを考慮
　　　　　　　　　　　　　（3）
しながら，家族のために手造りの料理をする時間の余裕はない。
　　　　　　　　　　　　　　　第57図　業種別食事時間（％）
全 体
飲　食　業
サービス業
　　一濫
決まっている　　　　　　だいたい決まっている　　　　　　　不規則　　　　↓　　　　　　　　　　　　　↓　　　　　　　　　　　　　↓
　／20．7　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6e．3 鍵：灘
13．9 51．4
…難1……liiiiii難難1難難……
16．6 54．4
・・…………iiiiiiiiiiiiiiiiiiii灘iiiiiiiiiii…i…i…・…………ii…iiii
N・A
　O．5
N・A
　O．9
N・A
　O．2
　子どものいる家庭では，規則的に食事をとっているとは必ずしもいえない。子どもにまず食事をと
らせておいて，大人は手の空いたものから順次食卓につくという“分割方式”をとっているケースも
少なくない。なかには一日の食事が8回にもおよぶという極端な事例もあり，一日中お膳が片付かな
いと嘆いている主婦もいる。勤め人の家庭で育ったものは，結婚当初たえず胃を悪くしたとか，一般
的に商工自営業の家庭には，生活のけじめ，規則性が欠けているといった不満を，しぼしぽ聞かされ
ることがある。
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②育児の現状と保育所
　業者婦人が営業活動と主婦を兼業する場合，主婦としてもっとも手をとられるのは，家事よりも子
どもの保育や教育である。だが「婦人を拘束する主たるものは，もはや『家事労働』ではなく，『育
児』問題に変化してきている」とまでいわれると，業老婦人の実感としては，多少なじまないものが
　　　　　　　　　　　　（4）
あるにちがいない。
　けれども，営業活動の合い間をぬって「家事労働」の負担を一身に背負わねぽならない業者婦人に
とって，育児の問題は，専業主婦と比べて，はるかに大きな重荷であることは間違いない。
　①乳幼児の世話
　もっとも手のかかる学齢前の子どもがいる家庭では，誰が乳幼児の世話をしているのだろうか。第
58図をみると，全体として公立の保育所に入れたものが42．3％，同居の家族が世話をしているものが
21．3％，仕事をしながら子どもの母親自身が世話をするものが20．4％，仕事の合い間に時間をとって
子どもの母親が世話をするものが5．4％，無認可保育所が0．9％という状況であり，公立の保育所を利
用しているものの割合が予想外に多かった。
　　　　　　　　　　　　　　　　第58図　乳幼児の世話（％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　無許可の保育所0，9
仕事をしながら
@　20．4 5．4
同居の家族@2L3 公立の保育所　　42．3 N・AT．7
仕事の合間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他4．0
第59図　保育所入所（％）
　　　　　なかなか入れなかった4．3保育所がない1．7
すぐ入れた　　　70．2 N・A20．6
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入れなかった3．2
　さらに，保育所に子どもを預けているものにたいして，希望したとおりすぐ入れたかどうかをたず
ねたところ，第59図に示すような結果が判明した。すなわち，「すぐ入れた」という回答が70．2％を占
め，あとは「なかなか入れなかった」，「入れなかった」，「保育所がなかった」などを合計しても9．2
％で1割にもみたないから，希望したものは殆どすぐに入れた模様である。そして，「すぐ入れた」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　xzと回答しているもののうち，比較的若い世代の割合が高いことからみて，近年，保育所の増設にとも
なって，「ポストの数ほど保育所を」と要求してきた婦人たちの切実な願いは，かなり実現されつつ
　　　　　　　　　　　　　　　（5）
あるといえるのだろうか。
　　　　　　　　　　（6）
　ただし，この調査の対象地域に入っていない大都市の中心部においては，事情はかなり異なってい
るように思われる。
　例えぽ，東京近郊の保谷市あたりでは，3回も頼みに行って入れなかったという例もある。また，
東京・足立区の場合，「以前は入所を申込んでも自営業というだけで，“背中があいているだろう”と
いう態度でしたが，私たちが，“自営業の実情を知ってほしい”と訴え始めてからだいぶ変りまし
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た。私の近所の魚屋さんも，調査にきたケースワーカーが“とれは大変ですね”といって入所できま
した」という話も伝えられている。
　　　　　　　　　　　　　　（7　　「自営業者は両親が家にいるから」という理由で，保育所に入所することが困難だという話をよく耳
にする。では，保育所の入所基準はどうなっているのだろうか。「保育所措置基準指数表」をみると・
自営業者の場合，危険有害業種以外は常勤の人より1～2点低くなっており，自営業者からの入所申
込みは，実情を調べずに，書類審査の段階で対象から外されている場合がよくあるという。
　こうした事情のもとで，保育所に入れない家庭では「同居の家族」が乳幼児の面倒をみている場合
が比較的多い。われわれの調査では21．3％がそれに該当するが，その多くは祖父母である。「核家族」
化する都会の勤労老世帯に比べて，商工自営業老の家族構成は「親と夫婦と子ども」という型（本調
査では3．9．6％で全体の3分の1を占める）が多く，この点では夫の両親との同居が一つの救いになっ
ている。
　問題は，「仕事をしながら」，「仕事の合い間」に子どもの世話をするという人たち（両者を合わせ
ると約26％）の実情である。業種別には，小売業，飲食業，製造業などに比較的その割合が高い（第
60図）。　また，年齢的には若い層や，夫婦のみで経営する「核家族」の自営業に多い。
　鎌田とし子氏は，東京都内の一部地域で訪問聴取したところ，「夫婦のみで経営する自営業の乳幼・
児の状態は想像を越えるものがある」といわれ，次のような黙視しがたい実清を報告している。「子
第60図　業種別乳幼児の世話（％）　・
小　売　業
卸　売　業
飲　食　業
本　人 同居の家族 保育所　↓
その他N。A
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第61図　年齢別乳幼児の世話（％）
??年??
30～34才
35～39才
40～44才
45－一一49才
50～54才
55～59才
60才以上
本　人 同居の家族 保育所 その他N・A
経営体類型
本人だけ
本人と誰か
家族が多い
雇1～5人
雇6～10人
雇11人以上
　　第62図　経営体類型別乳幼児の世話（％）
本　人　　　　　同居の家族　　　　　　保育所 その他N・A
どもの泣き声がお客に届かぬように二階の一室に閉じ込め，隣近所から苦情が出たとか，遠い泣き声
を聞きながら客に応対していてつい涙をこぼし，主人に叱られたとか，押し入れに寝かせていて窒息
死させたとかの悲惨な状態が語られた。事実，うどん製造販売業を営む若い夫婦が，作業場の粉保存
押入れに乳児をねかせて仕事をしているのをみたが，アンケート調査で約4割が保育所にはいれたと
答えている割には，保育に欠ける子ともが目につく」。
　また，別の東京都内の実例だが，3才の男の子がいて，これまでに2回申込んでまだ入れずにいる
という，あるクリーニング店の主婦は，その窮状を次のように訴えている。rアイロンが子どもの目
の高さにあるので，近寄らないように注意しているんですが，目を離せません。また，ある日，子ど
もの姿が見えなくなったんです。主人は外交に出ているし，子どもを探して帰ってくるまで30分ほど
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店がからっぽになりました。帰ってみるとレジのお金が全部なくなっていました」。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）
　ともあれ，目を放せない学齢前の子どもの世話をしながらの就労は容易なことではない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）
　　（8）業者婦人と子どもの教育
　　E　・
　①学童保育と子どもの塾通い
　子どもたちをすごやかに育てたいという願いは，すべての人びとに共通するものである。業者婦人
が集まると，「子どものことはいつも気にかけてはいるが，仕事が忙しくてなかなかみてやれない」
という悩みがよく聞かれる。子どもが小学校に通うようになると，多少手は離れるが，まだ低学年の
うちは保育を必要とする年齢である。
　しかし，学童保育施設がある地域は稀であり，大部分は放任されている現状である。第63図は学校
から帰ったあとの小学生の子どもたちは，母親が働いている間どうしているかをたずねた結果を示し
たものである。「誰もみていない」が37．8％でもっとも多い。ついで「習いごとに通っている」（16．9
％）と「塾に通っている」（6．4％）を合わせると23，3％になるが・これらは保育所代用に塾を利用し
ているようにも考えられる。「その他」が32．4％と割合に多いのは，祖父母などの家族がみているの
であろうか。　“塾が保育所代用”としたのは，調査対象業種のうち，もっとも労働条件の悪い飲食業
に平均よりも塾通いが多く，また，家族構成からみても「核家族」に多いことによる（第64図）。
　今日の都市の一般家庭に比べると，自営業者の子どもの学習塾通いが多いとはいえず，習いごとの
第63図　下校後の小学生の世話（％）
???
習い事
P6．9 誰もみていない37．8
　　　　　ムPｻの他　32．4 N・AT．7
保育所0．3 家庭教師0．5
第64図　業種別塾利用者の割合 第65図　年令別小学生放任者の割合
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塾が圧倒的に多いのは注目すべきだろう。とくに「そろぽん」，「オルガン」，「習字」など，“身に
つくもの”といった志向性が強く，みんなが行くから1つくらいやらせる，というのが多いようであ
る。
　「誰もみていない」という放任型は，40代が40％を超え，30代で34．8％を占めている（第65図）。
　②子どもとの対話
　「子どもと遊んだり，話し相手になってやれる時間がとれるか」という設問にたいして，小学生を
もつ母親の67．5％は「とれる」と回答しており，その反対に「とれない」は31．7％であった。忙しい
時間をさいて子どもと接する機会を出来るだけ多くもとうと努力していることがうかがわれる。
　しかし，アンケートの自由回答欄に頻繁に出てくるのは，例えば，「子どもと遊んだり話し相手に
なってやる時間が少ないことを可哀想に思う」，「話し相手になってやれないので，子どもの考えてい
ることや，学校の出来事や遊びの様子がわからない」とか，「子どもの方から学校の様子や変った出
来事を話してきても，“あとでね，あとからね”といつも同．じ返事がかえるので，子どもに“お母さ
んはいつもその答えぼかり，つまらない人ね”といわれてはっとした。疲れてくると，子どもが悪い
ことをしても，叱るのもいやになる」など，母親である業者婦人の悩みは尽きない。
　③子どもの学習指導
　さらに業者婦人が心を痛めている問題は，子どもたちの教育の問題である。
　「子どもの勉強をみてやれるか」をたつねたところ，2，036名の回答者（小・中学生がいる家庭）
のうち，「毎日みてやれる」人は全体の僅か8．2％にすぎなかった。「時々みてやる」人（49．4％）と
合わせて，何とかみている人は57．6％であるが，’’”／「忙しくてみセやれない」人（16．9％）と「難かし
くてみてやれない」人（25．5％）を合わせると42．4％という状態である（第66図）。これを業種別にみ
ると，飲食業と製造・小売業に，とくに「みてやれない」人が多い（第30表）。　　幽1
　　　　　　　　　　　　第66図　子どもの勉強をみてやれる者の割合（％）
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第30表　業種別子どもの勉強をみてやれる者の割合（％）
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　④PTAや学校行事への参加
　最近の学校は，PTAの会合のほかに父母の参加をもとめるさまざまな行事を実施している。そこ
で，「PTAや学校の行事に出席する時は，どのようにするか」をたずねてみた。回答者が1，918名
のうち，「店をたのんで出席する」人の割合は76．3％，「店を閉めて出席する」人が14．6％であり，両
老を合わせると90．9％の高率であった。これにたいして，「忙しくて出席できない」人は僅か9．1％に
すぎなかった。
　この点について，全国商工団体連合会婦人部協議会が1978年11月以来実施してきた「業者の子ども
の生活調査」の結果を参考のためにみてみよう。この調査では，とくに母親にたいするアンケートの
なかに，「学校参観」の項目が設けられている。1979年1月末現在の第1次集約（母親749人）の結果
のうち，「学校参観にはよく行く」という回答割合は50．1％，「時々行く」が32．0％，「ほとんど行け
ない」が14．8％といった状況であった。だが，その反面，PTA活動には「参加していない」という
回答h’1　51　．　3％も占めており，毎日忙しく，業者婦人の生活自体が仕事優先になりがちで，「余分な時
間」がとれないという側面を浮き彫りにしている。
（4）「家事労働」の実態
　「主婦」とは，「雇用関係なしに家事労働を担当している婦人をさす」という説にしたがえぽ，「主
婦は大ていの場合は妻てありまた母であるが，妻や母でも家事を他人にまかせている人は除く」とい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）
う奇妙な論理的帰結に陥ることになってしまう。専業主婦でなく，家業に殆ど専念している業者婦人
が，もし雇用者に家事の大半をまかせているとしたら，彼女は「主婦」とはみなされないことになる
のだろうか。いや，そうではない。この場合に重要なことは，誰が家事の責任者かという点にある。
　①自営業における家事の責任者
　本調査では，以上の事柄を明確にしたうえで，商工自営業者の家庭において，「家事は主に誰がやる
か」を問うことにした。その結果は第67図が示しているように，業者婦人（その殆どが事業主の妻）
自身が家事担当者で，全体の79．3駕，約8割を占めている。残りの内訳は，母（7．8％），家族（3．2
％），子ども（3．6％），夫（1．3％）であり，「使用人」は1．8％にすぎない。
　業種別にみると，夫が3．7％と業種別平均値の約3倍近く増えるのは飲食業の場合である。所得階
層別には，年間所得が低いものほど主婦である本人が家事を担当する割合は高くなる傾向が読みとれ
る（第68図）。
　また，経営体類型別にみると，家族中心の経営ほど本人が家事をする割合が高く，雇用者の多い経
営ほど家事を「使用人」にまかせる度合いが多くなる（第69図）。　それだけに経営規模の小さいもの
ほど，家事の負担が婦人1人の肩に重くのしかかっていることを物語る。さらに，これを年齢別にみ
ると，母が家事をするものは業者婦人の年齢が若いほど多く，45才をすぎる頃から，家族，子供，「使
用人」にまかせる割合が少しつつ増えていく傾向がみられる（第70図）。　’
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第67図　家事担当者（％）
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　②家事に従事する時間
　業者婦人が家業に従事しながら，その合い間をぬって家事をする時間は，1日のうちどの位の時間
をとることが出来るのだろうか。第71図をみると，もっとも多いのは1日3時間k’23．　2％，ついで4
時間が19．2％，5時間が15．2％といった状態で，5時間以上はずっと少なくなる。3時間といえぽ，
食事と買い物をした残りの時間で洗濯や掃除などの基本的な家事がどうにか出来る程度の時間であ
り，これが最低限度であろう。これを念頭において，再度第71図をみてみると，1日3時間以下は合
わせて38．O％，すなわち4割近い婦人たちが，寸暇をさいて家事を処理しているわけである。業種別
の特性を摘出すると，3時間以下は飲食業にもっとも多く50．9％にもおよぶ。
　1日の家事時間と業老婦人の就労形態および1日の就労時間との間には明らかに規則的な相関関係
がみられる。第72図・第73図をみると，就労が毎日規則的に行なわれ，かつ平均7時間を超えるもの
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第71図　家事時間（％）
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第73図　就労時間別家事時間（％）
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7時間未満
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10時間以上
は・家事に従事する時間が1日3時間以下になるという結果がはっきりとあらわれている。
　就労時間が長く，そして家事に当てる時間が少ない結果，生活のいろいろな面に手抜きが出てくる。
　そこで，「ついおろそかになりがちなことは何か，どんなところにあらわれるか」をたずねたとこ
ろ，その第1位は家事（32．4％）1第2位は睡眠・休養と，教養・勉強，趣味・スポーツの3つがほぼ
同じ23％であり，家族の世話，子どもの教育，家族だんらんがこれに次いでいる。第74図は，業者婦
人の1日平均就労時間別に示したものであるが，就労時間が長くなればなるほど，生活のいろいろな
面に不満が高まる傾向が読みとれる。そのなかでも，もっとも高いのは「家庭生活」であり，そこに
多くのしわ寄せが出てくることを顕著に示している。
（5）家庭内における婦人の地位
業老婦人の仕事上の役割および位置づけについての自己評価は，すでに述べたとおりだが，ここで
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第74図　就労時間別おろそかになる生活
120
100
80
60
40
20
????
家族生活
　　　　　　　　　　　，文化的生活
　　　　　　　　　　　ノへ一ノ生　
XAノ
12????11????10???
??????? ??? ??????
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　きは・家庭内における業者婦人の地位や権利意識を行為や行動のレベルにおいて特徴点を摘出してみよ
う。
　①業老婦人の相対的自立性
　アンケートでは，①経済的な側面…「家計の主導権」ともいうべきもので，「あなたの家の財布の
ヒモは誰がにぎっていますか」という設問でとらえる。②政治的な側面…「あなたは選挙のとき，自
分の考えで投票しますか」として「投票の自主性」の問題を提示した。③文化的なレベル…「夫と好
みや趣味が違うときどうなさいますか」という嗜好の問題として質問してみた。
　その結果を図示すると第75図のような回答状況であった。
　まず・「家計の主導権」についてみると，財布のヒモを「自分が握っている」とするものは44．8％
でもっとも多い。ついで「自分と夫」27．　5％，「夫」18．1％という割合であるが，自分が直接に関与
するものは71．9％，夫が関与するものは45．6％eとなり，商工自営業の家庭における婦人の「主導権」
　　　　　　　　　　　　　　　第75図　相対的自立性（全体）（n・＝4，140）
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が顕著であることを示唆している。
　次に「投票の自主性」についてみよう。これは回答の集中度が高く，「いつも自分できめる」が87．9
％，つまり9割近くを占め，「夫や家族がすすめる人」の10．1％を大きく引き離している。これは，
予想外であった。けれども，選挙の投票行為それ自体は，いわぽ「経済外的なもの」として受けとめ
られ，見方をかえていえぽ，「政治的無関心」に近い次元で行為が成立しているとも考えられる。だ
から，これを直に“政治的自覚の高揚”とは，必ずしもいいきれないが，とにかく投票行動において
は，一定の自主性が存在しているとみなされよう。
　夫との好みの衝突では，「夫に好みをあわす」という回答が61．0％で大勢を占めた。「自分の好み
を通す」のは25％，4人に1人の割合である。
　以上を要約すると，家計の面では実権を握り，投票での自主性の水準はもっとも高いが，嗜好の面
では夫にゆずる（「自我の抑制」）というのが全体としての特徴である。
　こうした特徴を念頭におきながら，各種の指標と関連づけて考察してみよう。
　まず，経営体類型別にみると，家計の主導権は本人のみの場合が66．4％できわだって高い。これは
当然であろう。その他は，経営規模が大きくなるにつれて家計上の主導権は高まる傾向を示す（第31
表）。　家計以外には，さほど特徴的な差は見当らない。
第31表　相対的自立性（経営特性） （％）
経営特性 家計の主導権　　投票の自主性　　自我の抑制 n
???????? ?〜〜???????? ? 66．4
36・2↓
41。2
51．1↓
51．0
　　↓58．5
90．5
88．3
88．0
89．0
82．7
87．2
51．5
61．8
60．3
64．6
61．4
67。5
個人騰 堰E2・・1↓
　　　組　織　1法 人　 　 　　　51．1
87．9
88．9
61．5
59，5
　357
1，697
　914
　554
　249
　234
3，152
　877
第32表　相対的自立性（年間所得） （％）
年間所得．隊計の主灘投票の自主性餓の抑制 n
100万円未満
100～　　200万円
　　　　　　　ド200～　　300万円
300～　500万円
500～1，000万円
1，000万円以上
53・7↑
46・1↑
43・5↑
41・1↑
38．1
54．6
90・0↑
89・7↑
88・4↑
86・9↑
85．0
85．9
54・3↓
60・2↓
62・4↓
63・3↓
67，3
61．0
488
661
628
588
449
249
　年間所得別では，1，000万円以上のところがやや特異ではあるが，これを除くと傾向的な対応がみ
られる。家計の主導権と投票の自主性は，所得水準の低い層ほど高くなる傾向を示す（第32表）。そ
れとは逆に，嗜好面での「自我の抑制」は減る。ここで注目すべき点は，所得の少ないところほど婦
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人の営業面にかかわる度合いが増えてゆき，その結果として相対的自立性も高まるという特徴的な傾
向である。
　第33表は年齢構成別に婦人の相対的自立性を示したものであるが・それは年齢とかなりの程度傾向
的な対応を示している。すなわち，家計の主導権は年齢層が高くなるにしたがって強まる傾向をはっ
きりと示している。60代以上は少し後退するが，50代後半が53．0％で最高値を示し，これは20代の約
2倍に相当する。投票の自主性は，30代を最底にしてほぼ年齢階層が高くなるにつれて上昇し，，最高
は60代以上の92．1％である。20代の低さが注目されるところであるが，これは，「夫や家族のすすめ
る人に投票する」という比率が，他の年齢層と比べて23．5％と目立って高いためである。
　いずれにせよ，ここで取り上げた指標からみる限りでは，業者婦人の相対的自立性は高まる傾向に
あると考えられる。
　　　　第33表　相対的自立性（年齢階層）　　　　　　　　　　　　　　　　（％）
年齢階層1家計の蟷権投票の自主性餓の抑制 n
??
40
50
代
　前半代
　後半
　　前半代
　後半
　　前半代
　後半
60代　～
26・1↓
35・1↓
37・0↓
44・6↓
47・2↓
49・　5↓
塑↑
48．3
74・8↓
84・1↓
86・1↓
88・2↓
90．1
88・3↓
91・0↓
92．1
67．2
67・9↑
64・7↑
61．3
67・5↑
60・9↑
50・0↑
38．8
119
390
632
781
729
728　、』
432
240
第34表　相対自立性（役割評価） （％）
自分の役割隊計の主灘投票の自主制自我の抑制 n
????????? ? 33・1↑
37・4↑
48・0↑
60・6↑
79．7
87．1
86・　0↓
89・6↓
91・2↓
93．7
70・9↑
67・1↑
57・0↑
49・5↑
37．5
1，514
1，103
　556
　297
　522
　最後に，仕事上での自己の役割評価との関係をみてみよう（第34表）。ここでも，明らかに自己の役
割評価と相対的自立性は密接に関連していることが明らかである。業者婦人が「自分の役割が主」，
「自分が全責任を負っている」とする経営では，家計の主導性も投票の自主性も強く，また自我の抑
制度はその反対に弱まる傾向が，明瞭にあらわれている。したがって，経営内において果たしている
業者婦人の役割の大きさが，そのまま家庭内における彼女たちの地位を規定しているといっても，決
して過言ではないであろう。
　②夫と妻との対応
　ある商店の若い主婦は嘆息していう。
　「仕入れから帰って夢中でごはんをかっこみながら商売の話ぼかりしている主人をみて，ときど
き，へんな気持になります。私はわりに愛想もいいし，お釣りもまちがえない。だから，r主人は私の
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実用価値を認めていっしょにいるだけで，別に愛情なんてないんじゃないかしら。それにくらべてサ
ラリーマンの奥さまは，何もしないで夫の愛をつなぎとめているのだから大したものだと思います」。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）
　夫と妻のきめ細かな人間関係よりも，妻の働きの「実用価値」の方を，夫は優先しているのではな
いかという不満である。
　たしかに，テレビ・ドラマに登場する中流家庭の夫と妻の態様は，営業と生活を支えるために自己
の睡眠時間をちぢめても働かざるをえない業老婦人にとって，まったく別世界の出来ごとのように考
えられるにちがいない。
　だが，見落せないことは，営業を支えていくうえでの妻の「実用価値」を高めることが，皮肉にも
夫との「共同経営者」としての“妻の座”を強めることに役立っているのではないかという側面であ
る。事実，「母ちゃんに風呂敷まとめられたら俺は最敬礼」という「夫族」の言葉が，業者婦人の力
の強さを象徴的に表現しているといえよう。商家の離婚率が低いといわれるのも，細かなことにこだ
わってはいられないというあわただしさと，経営の補佐役としての“妻の座”の強さを示すものと考
えられる。
　　（12）
　大阪で飲食店の経営にたずさわっているある業者婦人は，「夜おそくまでお客にあいそをいって・
あかぎれた手で子供のおしめを取りかえ，あんた（夫）の親の面倒もみて……こんなことって・私の
かわりにできる女の人いますやろか。もしも，いるなら探がしてきてや」と夫に向ってタソカをきっ
たと，自己の立場の強さを，筆者の前で誇り高く語ってくれた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）
　これは，業者婦人の家庭内における地位と比重の高さを，余すところなく表現したものといえるで
あろう。
　たしかに，伊藤セツ・天野寛子両氏が述べているように，　「夫妻共に経済の担い手である場合，生
活時間決定の優先権は平等であるはずだが，現実的には男子の方が優先権をもち，労働時間＋残業時
間＋交際その他の家庭外生活時間を延長しがちであり，妻は最小限の労働時間で家族を守るための生
活時間を受身の型で余儀なくされている。これは仕事と家庭の両立においての夫の容易性と妻の困難
性を意味する。ただし，自営業において，この夫の生活時間における優先権は，妻にとっての両立の
困難性よりは夫の片腕として，両立をより強化する条件である」ことは，一応うなずける。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）
　本調査のアンケートの自由回答欄にも，「夫の片腕」として，「良い商売人の妻」として，業者婦人
が寝食を忘れて努力しているありさまが，具体例をあげていくつも書かれている。しかしながら，そ
の反面において，夫への要望（不満）として目立っているのは，「もう少し妻と子どもへの思いやり
が欲しい」とか，妻の立場を「理解して欲しい」，「やさしくして欲しい」，「日中，店と家事は両立で
きないので，少しのことは大目にみてほしい」，「もう少し自分の時間と家庭サービスを」，「酒を飲ん
でおそく帰宅することや，黙って遊びに行くのをやめて欲しい」，「なるべく家を留守にしないで欲し
い」……など，事業主である夫として，耳を傾けるべき事柄が少なからず記入されている。
　鎌田とし子氏は，アンケートの自由回答欄を読んで，次のように主張される。「小売業にとって夫
も大変なことはよくわかる。妻の夫への要望の中に，健康で長生きしてほしいとか，休ませてあげた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　121一
明治大学　社会科学研究所紀要
いと書かれているのは，夫のはたらきに対するいたわりであろう。しかし，妻は取返しのつかない子
どもの保育や教育の主な担当者として位置づけられており，家族の食事を管理してもいる。これに対
する配慮と共に，子どもに対しては五分五分の責任をもち，妻の精神的・肉体的負担を軽減するよう
自らも手を下すべきである」。
（注）
（1）総理府編『婦人の現状と施策〔国内行動計画第2回報告書〕』1980年5月，　122ページ。
（2）（3）小川信子，前掲書，90～91ページ。
（4）嶋津千利世『婦人労働の理論』1978年3月，112ページ。
（5）新日本婦人の会は，その結成の翌年，1963年に「ポストの数ほど保育所を」というスローガンをかかげ，
　　同名のパンフレットを発行した。これは当時，婦人労働者や家庭婦人をつうじて広範に形成されつつあ’
　　った共通の要求を，集中的に表現するものであった。事実，保育所を要求する運動は，1960年代におい
　　て50年代に蓄積された保育運動の経験を土台として，飛躍的に全国にひろがり，“嵐のような保育所づ
　　くり”と形容してもいいほどの高揚と発展をみせたのである（橋本宏子「婦人労働者と保育問題」黒川
　　俊雄・嶋津千利世・犬丸義一一Wt，前掲書，　155～156ページ）。
（6）保育所の数や収容人員は，近年，急速に増加していることは事実である。保育所数は，1979年10月現
　　在で21，381ヵ所，在籍児童数は197万人を数えている（労働省婦人少年局編r昭和55年版・婦人労働の
　　実情』34ページ）。
　　　しかし，資料は多少古いが，1976年6月段階における要保育該当世帯の学齢前児童数は約227万人，
　　保育所定員数は180万人で，これを単純計算すると約47万人分の保育所が不足していることになる。だ
　　が，実際には100万人以上の子どもが保育所に入りたくとも入れない状況にあるという推計もある。し
　　かも，地域差がいちじるしく，同じ日本の子どもでも，どこの地域に生まれ育ったかにより保育所で保
　　育される機会には大きな格差がみられる（日本婦人団体連合会編『婦人白書』1979年版，1979年6月，
　　59ページ）。
　　　したがって，一時ほどではなくても，全体として保育所はなお不足しており，保育時間の延長や産休
　　あけからの乳児保育を望む声が年々高まっているにもかかわらず，受け入れ体制は非常に乏しい状態で
　　ある（山下章「婦人の労働と健康」　rジュリスト増刊総合特集・現代の女性一状況と展望一』1976年6
　　月，　130ページ）。
（7）（8）　r全国商工新聞』1978年1月28日。
（9）．「幼い子供の自殺が連日のように報道されているこのごろ，気づかってはいても子供に目の行き届か
　　ない現状に，rうちの子は』という不安もつのります。特に中小業者の場合重くのしかかる営業の厳し
　　さ，客足の減少や仕事減のため収入は減り，出かせぎやパートも増える一方です。ときおり家庭にもさ
　　まざまな問題が起きがちで，不安な気持ちで日々を送る子供たちが増えています。『親の居どころを知
　　らせろ』とサラ金業者に追いかけられ，学校にも行けない子，遊び場もなく，工場の中も危険なので柱
　　に長いひもで一日中くくりつけられている子…。国際児童年（1979年）とはいうものの，中小業者の子
　　供たちの多くが，今日生きる権利すら奪われかねない状態に追い込まれています。今，私たちはこの子
　　たちに何がしてやれるのか，何をしなければならないのか，真剣に考えなければならない時ではないで
　　しょうか」という観点から，中小零細業者の子どもたちの生態を豊富な実例にもとついて書かれた瀬谷
　　道子氏の『ルポルタージュ・いま，子どもたちは…』　（第1回ルポルタL－一ジュ・コソクール入賞作品集，
　　1980年1月）は，一読に値する。
（10）磯野富士子「主婦労働についての一つの疑問」r朝日ジャーナル』1960年4月号（r現代のエスプリ
　　・婦人論』第56号，1972年3月，126ページ）。
（11）（12）小川信子，前掲書，92ページ。
（13）　拙稿「中小企業の危機と業者婦人の役割」前掲誌，25ページ。
（14）　宮崎礼子・伊藤セツ『家庭管理論』1978年11月，　188ページ。
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V．業者婦人の健康管理と老後生活
（1）健康管理の現状と問題点
①業者婦人の健康状態
　商工自営業にたずさわっている婦人の健康状態を基本的に規定するものは，業務内容経営におけ
る役割分担，労働時間もしくは営業時間，開店（始業）時間および閉店（終業）時間，休日の形態，
家族構成や労働力構成など，さまざまな要因がある。したがって，業者婦人の健康状態を左右する基
本的な諸要因は，一般の婦人労働者のそれよりも，はるかに複雑な内容を構成するものと考えられる・
　1972年6月に制定された「勤労婦人福祉法」の第2条（基本的理念）には，「勤労婦人は次代をに
なう老の生育について重大な役割を有するとともに，経済及び社会の発展に寄与する者であることに
　　　　　　　　　　　　　■　　　　　　　　　　　 　 　　　　　　　 　 　り 　　　　　　　　　 　 　 　■　　　　　鑑み，勤労婦人が職業生活と家庭生活との調和を図り及び母性を尊重されつつしかも性別により差別
されることなく，その能力を有効に発揮して充実した職業生活を営むことができるように配慮される
ものとする」　（傍点は筆者が付したもの）と明記されている。
　しかし，この規定は，あくまで一般の婦人労働者を主眼としたものと思われる。けれども・商工自
営業に従事する業者婦人も，広義の「勤労婦人」であることは間違いないし，その「職業生活と家庭
生活の調和」を保持するために絶えず苦労している“働く婦人”である。
　それにもかかわらず，「農村婦人，労働婦人が早くから一階層の婦人七して位置づけられて・行政
施策の対象となっているのに比べ，自営業老の妻の場台は，自らも経営にたずさわり，社会の発展・
経済の発展に貢献しているにもかかわらず，今日まで何と呼ばれることもなく，家庭婦人の一部とし
て社会の片隅におかれてきた」のである。しかも，業老婦人が家庭と職業との調和・すなわち両立を
　　　　　　　　　　　　（1　はかるために必要な根本的施策をうたった規定はどこにも見当らず，病気になっても安心して休養で
きる休業保障や，妊娠中および出産後の健康管理にかんする配慮措置も，育児休業についての具体的
施策もなく，いっさい個人の負担で対処しなけれぽならないという無権利状態のまま放置されている
ことは，まさに重大な問題だといわねぽならない。
　業者婦人の健康管理の現状を分析するに際して，まず，前提となる基本的視点の措定には，以上の
ような諸条件の制約を十分に考慮することが重要であろう。
　そこで，まず最初に業者婦人の健康管理がどのような状態にあるかを，アンケートの集計結果にも
とついてみることにしよう。
　一般的に業老婦人の健康状態についてたずねてみたら，全体としては，「健康（殆ど病気をしない）」
が40．7％，「普通（持病なし）」が48．7％，「弱い（病気がち，持病がある）」が9・4％・「病気でねたき
り」が2名という回答を得た。約9割の業者婦人が自分の健康状態を「健康」あるいは「普通」と答
え，約1割が「弱い」と答えている。要するに，業老婦人は全体として「健康老」が多いという状態
が示されている。だが，ここで注意を要するのは，「弱い」人の1割のなかtlこ，わずかではあるが「手
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のかかる」婦人も含まれており，また，健康状態が現在のところ　「健康」であっても，仕事の性格
上，前述した諸要因の急激な変動によって，「弱い」婦人になる怖れが多分にあるということである。
したがって，日常的に十分な健康管理に絶えず気を配る必要があることはいうまでもない。
　次に業種別分類によって，婦人の健康状態をたしかめてみよう。アンケートに提示した業種以外の
「その他」に「健康」の割合がもっとも高いが，このなかには多種多様な業種が含まれ，その合計値
であるから，分析対象から除外する。そうすると，「健康」の人の割合がもっとも高いのは，卸売業
（45．　2％）で，ついで僅かな差であるが，サービス業（43．2％），製造業（42．3％），飲食業（41・7％）・
建築業（40．0％）という順位で並び，以上の業種が40％台を維持しているのにたいし，小売業（39・6
％），製造・小売業（34．5％）と，2業種が30％台である。最高の卸売業と最低の製造・小売業との
差は10．7％で2割近いひらきがある。しかし，「健康」と「普通」を合わせると，この2業種の関係
は逆転し，前老が88．1％にたいし後老は94．3％となる。問題は，「弱い」人の割合がもっとも多い業
種は飲食業で12．O％を占めていることである。したがって，飲食業では「健康」‘蔚よび「普通」の人
を合計すると一番低い割合（85．7％）になる。やはり，長時間労働と過酷な深夜営業の結果がここで
も反映しているとみてよいであろう（第76図）。
??「?
売小
卸　売　業
飲　食　業
サービス業
製　造　業
建　築　業
製造小売業
そ　の　他
業種別にみた婦人の健康状態（％）
?
普 通 弱い無回答
39．6 49．1 9．8
45．2 42．9
　　ノP0．3
4L7 44．0 12．0
43．0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　45．9 10．3
42．3　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　49．8 ．9
40．0 5L9 7．4
34．5 59．8 5，R
48．0 42．7 9．3
　では，年齢別に業者婦人の健康状態をみてみよう。一般に若い年代の人の方が「健康」，「普通」の
割合が高く，年齢が高くなるにつれて体力も衰え，病気がちになるというのが常識的な考えである。
第77図をみると，たしかに「弱い」人の割合は，60才以上を例外として，年齢階層が高くなるにした
がって上昇していく傾向を示している。ところが「健康」と「普通」の割合は35～39才の年齢層を分
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第77図　年代別健康状態 、
??
40???
岐点として両老が逆転し，「健康」の人の割合はかなり目立って減少傾向を示している。営業上の役
割が重くなり，子どもが小・中学校に通学する年代になってから，急に「健康」を害する婦人たちの
割合が増えていく傾向を示していると推察される。
　②業者婦人の休日・休養
　健康を維持するためには，十分な栄養を摂取するとともに，「仕事で疲れたり，病気のときに休養を
とること」が，何よりも大切であることはいうまでもない。しかし，多忙な日々をすごす業者婦人に
とって，必要に応じて仕事を休み，十分な休養時間をとることはきわめて困難であろうと思われる。
　そこで，「仕事で疲れたり，病気のときに休みがとれますか」という設問を提示し，①比較的自由
にとれる，②休みがとりにくくつい我慢してしまう，③全く休みがとれない……など3つの選択肢に
答えてもらった。
　その結果は，「比較的自由にとれる」が54．4％，「休みがとりにくく，つい我慢してしまう」h940．o％，
「まったくとれない」が2．9％であった（第78図）。②と③を合わせると．，①との差は11．5％に接近す
る。①の肯定的な回答が多いのは大変結構なことだと思うが，その反面，②と③の否定的な回答が約
43％におよんでいることは，大変気がかりであり，自営業の厳しさを改めて見直す必要がありはしな
いか。
　これを定休日の形態別にみると，第35表が示すとおり，最悪の状態にあるのは，「年中無休」の自営
業である。休みが「自由にとれる」割合は45．0％と最低であるし，その反対に「とりにくい」という
割合は47．2％と最高の比率を示している。休みが「とりにくい」ものの割合が比較的高いのは，ト「年
中無休」についで休日が「月1回」と「月2回」の自営業であり，いずれも42．3％である。これにた
いして，週休1～2回のところでは，休みが「とりにくい」とするものの割合は相対的に少ない。
　業種別にみると，どうであろうか。第79図が示すとおり，休みが「自由にとれる」業種のなかで最
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第35表　定休日形態別休日取得状況　　　　（単位：％）
．　1全困自蝶詳・に・い陰撫、、1無回答
一全体平剛甜1人ド2評一緩需入一lll天「IP9人
．趣型11P劃．．副一23j、1－、．ゴ圏L一ヱ，
－pa－一一岬1瑚』、．838．．51－2．、一一一2．6
．聖到、。lll，59．、135．5　2．71、．7
月・回1，。lll　、2．9　i　42．313．211．7
月1回i、。191i、，．8　42．．3　6．，lL5
！一遡．」盤156。。i39．8　、司、．3
　　　年中無休k。lll　l　45，。147．2　，．11、．7
　　　丞随］Q丑唾，d、多、1－一一一一S．　？一．．　Lm－2．1
　　　無酪、。。ll　59．512L4　1、。4　i　16．7
第79図　業種別休日取得状況　　　　　（単位：％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全くと　　　自由にとれる　　　　　とりにくい　れない無回答
小　売　業
卸　売　業
飲　食　業
サービス業
製　造　業
建　築　業
製造小売業
そ　の　他
、
高の建築業が74．4％と他の業種を大きく引き離しているのが目につく。「とりにくい」という回答が
もっとも多いのは・製造・小売業（51・7％）・次が飲食業（44．9％），小売業（43．6％），サービス業
（39．3％）などで，いずれも接客業務の比重が高い業種であることが特徴的である。また，これらの
業種は，業老婦人の経営上の役割評価が高いことでも共通している。
　そのことは，婦人がかかわっている労働時間と明確な関連性をもっている。毎日の労働時間が決ま
っている婦人ほど，休日がとりにくくなっていることがはっきりしている（第36表）。手伝い程度の
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第36表　普段の労働時間別休日の取得状況 ’計　（単位：％）
除体 　　　　　　　　　　　　　　　　1自由にとれるとりにくい全くとれないi
全体平均 4，140　1　　　　　2，251　　　　　　1，658　　，100．o　　I　　　　　54．4　　　　　　　40．　o　　l
　　　　　　、。，↑1、。．、↓i
??
回
??
無
???????????????
手伝い程度’m
時間が不規則
348
1旦隻0＿
1，431
100．0
、。．、↑1 35．6↓
。．，↓｝　4．6
2．。↓1　、．7
　　　　　　大体肌時剛lbll8148．。↑1、，．、↓1　。。↓　、．7
　　　　　　一定の時間　、。1｝1　37．、↑157．2↓｝　，．，　、．，
　　　　　　無回答1、。。18　56．．5　27．1　3．，　、2．9
仕事に従事している婦人の場合，休日が「自由にとれる」割合は84，5％と最高であり，「容易にとれ
ない」割合は10．9％で最低である。これにたいして，労働時間が毎日一定している婦人の場合は，休
日が「自由にとれる」とするもの37．4％，「容易にとれない」とするもの60．9％であり，「手伝い程度」
の補助的な仕事に従事している婦人とは対象的な差異がある。
　このように，営業にたいする業者婦人のかかわり具合が，「手伝い程度」，「時間が不規則」など，
いわぽ補助的な役割分担をしている場合には，かなり弾力的な対処の仕方が可能であり，したがって
休日も「自由にとれる」状況にあるものと推測される。その反対に，業者婦人が営業と密接なかかわ
りをもち，欠くことの出来ない“戦力”となっている場合には，休日が「容易にとれない」という割
合が多くなる。
　しかも，1日の平均労働時間の長短によって，業者婦人の休日取得の難易度が密接に関連してい
る。これは第80図をみれぽ，一見してわかるだろう。労働時間が長くなるにしたがって，休日が「自
由にとれる」割合は，ほぼ規則的に低下し，それとは反対に「とりにくい」割合が増加していく傾向
を明瞭に示している。
　　　，　　　　　　　第80図　労働時間数別休日取得状況（単位：％）
　　　　　　　　　　　％
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・第81図　主婦年代別の病気時の休日取得
、．，1，．2
　最後に，年代別に特徴点を摘出してみよう。第81図が示しているように，休日が「自由にとれる」
ものと「とりにくい1ものの割合の差が接近し，両者が拮抗しているのは，20代と30代後半である。
僅かな差ではあるが，「自由にとれる」ものより「とりにくい」ものの割合が上回っているのは35～
39才の年齢層だけである。この年齢層は営業の面でも一定の経験を積み重ね，かなり主体的な力量を
発揮し，欠くことの出来ない重要な“戦力”となっていることと，小・中学校に通学する子どもの世
話で多忙な毎日をめまぐるしく立ち働いている年代でもあるだろう。20代の場合，家族構成の差異に
もよるが，乳幼児を抱えて夫の補佐役として家業を支え，営業活動と家事・育児を両立させるべく懸
命になっている若い業者婦人の姿態を想豫させる。それが50代以上になると，休日を「自由にとれ
る」割合が，「とりにくい」割合を次第に大きく引き離していく傾向がはっきりする。これは，高年齢
　　　　第37表　家族構成別休日取得状況　　　　　　　　　　　　　（単位：％）
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層の場合，1つには若年層と比べて，事業活動とのかかわりが相対的に薄くなったため，2つには，
家族のなかに自分が仕事を休んでも代替ができるようになったものがいるため，3つには，業者婦人
としての相対的自立性も高まり，家庭内において自己の権利を主張できるほどに地位が安定してきた
ことなどが推測される。
　以上の3つの要因のうち，とくに2つ目の事柄は第37表をみると具体的な数値をもって実証され
る。すなわち，家族構成のなかで「夫婦と子ども夫婦」の場合，休日が「自由にとれる」ものの割合
が68．3％でもっとも高い。その反対に，「とりにくい」ものの割合が25．7％，「全くとれない」もの
の割合も僅か1．4％で他に比較して一番低い状態である。
　さらに興味ぶかい点は，家族構成に「子ども」か「親」がいる場合の方が，単身婦人や夫婦のみの
場合よりも「自由にとれる」割合が低くなり，その逆に「とりにくい」割合が高くなっていることで
ある。自分の親ならともかく夫の親が同居している場合，自分の休日をとるのにある種の遠慮がとも
なうのであろう。まだ，子どものいない単身婦人や夫婦だけの家庭の場合，誰にも気がねすること
なく，休日を楽しむことが出来る状態にあるのでろう。
　③家族の病人看護　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
　本調査の結果，家族のなかに「手のかかる」人がいると答えたものが300人（7．2％）もいることが
判明した（第82図）。設問形式は，「お宅では病気などで手のかかる・　　第82図　家族の中での
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　手のかかる人の有無方がいらっしゃいますか」・と問い，「いる」と答えたものには，さ
らにサブ・クエッションとして，「それはどなたですか」とたずね　　　％
てみた。
　その内訳をみると，圧倒的に老人層が多い。具体的には「祖母」
が125ケース，「祖父」が71ケース，「祖父母」が16ケース，および
祖父母いずれかである’かは判明しがたいが「老人」4ケースとなっ
ている。このように「老人層」が8割を占めているが，このほかに
「夫」が22ケース，「子ども」が21ケース，「その他」が7ケースで，
調査対象者本人自身「手のかかる」人が3ケースあった。
　君塚　宏氏は，軽視しがたいこのような調査結果を分析され，苦
渋にみちた業者婦人の状態について，次のように指摘している。
　「家族の中に『手のかかる人がいる』場合，『手のかかるのは誰
か』，家族形態や業種によって，あるいは婦人の営業や事業とのかかわり方，および事業規模などに
よって，婦人へのしわ寄せが異なろう。例えぽ，家族が多く，本人の営業上の役割が比較的軽い場合
には，婦人へのしわ寄せもそう大きくないと思われる。ところが，手のかかるのが『夫』であって，
家族数も子どもが『就学期』の場合には，婦人は営業や事業のほか夫の看病に至るまで，営業と生活
の全領域にわたって目を光らせなくてはならず，重責，重荷が一層大きいものと思われる」。したが
って，「父ちゃんが倒れれぽ廃業，母ちゃんが倒れれば休業もやむなし……」という言葉が，決して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一129　一
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誇張ではなく，業者婦人のあいだでも，ごく一般的に語られるほど，業老婦人の役割は，営業と生活
を支えるうえで，決定的に大きな比重を占めている，といっても過言ではない。とりわけ，家業の“陣
頭指揮謝である夫が病床にある場合，業者婦人の苦悩のほどは察するに余りあるものがあろう。
（2）出産に関連する問題
　①産前産後休暇
　婦人労働老の産前産後休暇は，労働基準法（第65条）によって最低6週間（42日）と定められてい
る。ところが，業者婦人の場合は営業と生活が直接むすびついている関係から，「生理日だから」，「つ
わりだから」といって仕事を休めぽ，その分だけ夫の負担を過重にし，営業成績にも直接にひびいて
くるので，気楽に休むことも出来ない。
　婦人労働者と業者婦人とを対比して産前産後休暇の取得状況をみると，婦人労働者の場合は，6週
間以上も産前休暇をとっているものが60％，産後休暇は6週間以内が僅か5．7％o，6週間以上が9割
強も占めている。これにたいし，業者婦人の産前休暇は，たったの1日が21．6％，2～6日が19．4％，
1週間以上が59．O％という状況であり，1週間以内のものが4割以上も占めている。また，産後休暇
は1週間が26，7％，2週間が26．1％，3週間以上が47．2％いう状況である。　　　．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
　これをみても明らかなように，一般の婦人労働老と比較して，業者婦人の産前産後休暇日数はきわ
あて少ない状愈である。これでは，母性と生まれる子どもにとっても重大な影響をおよぼすことはい
うまでもない。なかには，「病院から帰ったその日から店に出んならん。まだふらついているのに寝
てられへん。にんなとき，せめて赤ちゃんの世話してくれるヘルパーさんでも…」という悲痛な願い
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
は，多くの業者婦人に共通する切実なものであろう。
　業者婦人の産後休暇について本調査の結果をみると，全体では29～35日がもっとも多く32．1％，次
　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　コ
が15～21日で24．6％，4週間以内を合わせると4割強（41．3％）になる（第83図）。　婦人労働者と伺
じように6週間以後に仕事をはじめたものは，9．6％であり，全体の1割にもみたない。業者婦人の産
後休暇は，本調査によっても一般¢）婦人労働老と比べて短いことが明らかである。．
　　　　　　　　　　　・第83図　産後休暇日数（全体平均）
　　　　　　　　　　　　　％
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　これを業種別に集計したのが第84図である。産後休暇の平均日数は業種によっても異なる。産後休
暇の平均日数が30日以上の業種は，製造業と卸売業だけである。これとは反対に短い業種は，小売業
（27．1日）と飲食業（27，3日）である。小売業や飲食業は，サービス業とともに，産後休暇が7日以
内のものが相対的に多い業種でもある。なお，小売業と飲食業は，仕事で疲れたり，病気のときに
「休みがとりにくく，つい我慢して働いてしまう」という割合が高い業種であった。
　　　　第84図　業種別平均産後休暇日数　　　　　　第85図　定休日形態別平均産後休暇
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　産後休暇日数を定休日の形態別にみると，第85図に示すとおりである。rその他」の形態を除外す
れば，産後休暇がもっとも短いのは定休日がない「年中無休」の場合（平均26．4日）である。
　では，労働時間との関係はどうだろうか。第86図が示しているように，毎日の労働時間が定められ
ている場合の方が不規則の場合よりも産後休暇の平均取得日数が短い。それとは対照的に「手伝程
　　第86図　労働時間別産後休暇（平均）　　　　　第87図　労働時間別産後休暇（平均）
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度」の場合は明らかに休暇日数が長い。毎日，一定時間働く婦人と「手伝い程度」の婦人との休暇日
数の開きは約5日間もある。
　さらに，1日の労働時間が8時間以内Qものは，産後休暇日数が一様に31～32日で殆ど大差1まな
、・が，8時間以上に労働時間が長くなれぽなるほど，産後休暇日数は短くなる傾向にある（第87図）。
例えぽ，1日の労働時間が12時間以上におよぶものの産後休暇日数は，平均23．6日で一番短い。1日
の労働時間が6時間未満のものとの差は1週間以上（8．4日）も開いている。
　以上のように，業者婦人の産後休暇の取得日数は，彼女たちの営業とのかかわり具合や定休日の形
態，労働時間の長短などのちがいによって，大きく左右されることが明らかになった。
　②流産等の経験の実情
　流産や異常出産などの経験の有無について設問したところ，全体では，出産経験老のうち6割強が
「経験なし」，3割強が「経験あり」という回答を得た。経験者のなかで「流産」がもっとも多く25．7
％で，業者婦人の4人に1人が「流産」を経験していることがわかった。さらに「異常出産」が5．4
％，そして「流産・異常出産」を経験したものが3．5％いる。
　　　　　　　　　　　　　　第88図　流産等の経験の実情（単位：％）
???????。????????? ????????
?
答
　大阪商工団体連合会婦人部協議会の「第2回業者婦人の生活と健康調査結果報告書」（1977年11月）
によれぽ，産前産後の無理が重なって，「20代で更年期障害の症状が出てくる人も多い」という驚く
べき実態を報告している。
　また，京都府商工団体連合会婦人部の「業者婦人の生活と健康実態報告書」によると，業者婦人は
婦人労働老に比べて人工中絶が多く・「中絶を何回したか忘れた」というほど日常的なことになって
しまっているという。この調査では，婦人労働者も，業者婦人もともに流産しかけた比率は32～33％
であるが，そのあと，処置がよくて「妊娠つづけた」のは労働婦人が58％もいるのに，業者婦人は20％
しかなく，一方，「流産した」のは婦人労働者が32％にたいし，業者婦人は57％にも達していること，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－132一
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無理をして仕事をつづけなけれぽならない結果，業者婦人の場合，自然流産の比率も高く，死産・早
産も多いことを明らかにしている。
　　　　　　　　　　　　　（4）
　こうした状態のもとで，業者婦人の母性破壊の進行をくいとめ，母性保護にかんする制度的保障を
要求する声が日増しに強くなってきてk・るg
　　（8）老後生活の問題
　70年代の幕開けと同時に，わが国における人口の年齢構成の高齢化は，西欧諸国でもかつて経験し
たことがないほどの急速なテソポと規模で進行しつつあるとともに，老後生活の保障制度がきわめて
不十分な状態にあることも加わって，いおゆる「老後問題」がにわかにクローズ・アップされてき
た。いまや，「老後問題」は，50代を迎えて参ら直面する問題ではなく，青年・学生時代から時には
老後のことをも考慮に入れながら職業を選択しなければならないほど，若い世代にも無関心ではいら
れない問題になってきている。
　しかも，「老後問題」は労働者だけの問題ではなく，普段，自分の健康管理に気をくぼる余裕がな
い業老婦人にとっても，決して他人事とはいえず，営業と生活が不安定であればあるほど・老後のこ
とを考えざるをえなくなってきている。
　そこで，本調査のアンケート項目に，「老後問題」の質問事項を設け，業者婦人の老後生活への対
応Q仕方について考えてみることにした。これまで・「福祉」とか・「年金」・「老後」・「高齢化社会
」については，選択に困るほど多数の著書・文献等が発行されてはいるが，商工自営業者の「老後問
題」にかんするものは皆無にひとしい。
　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
　①業者婦人の老後にたいする考え
　まず，業老婦人の老後の生活への考えをみると，現在・「考えたことがある」と回答するものは全
体の7割強におよんでいる。老後について「よく考える」とするものは2割・「時々考える」とする
ものは5割を占める。それとは反対に，「考えたことがない」ζ答えるものは26．1％で，全回答者の
　　　　　　　　　　　　’　L　　－，　，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　¶噛
4分の1強である（第89図）。
　　　　　　　　　　　　　第89図　老後に対する考え（単位：％）
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第90図　年間所得階屠別老後生活の考え
??
　　　52．250R，一一＾＼
oo????1 100　　300
300　　500
　　　万円　　　円
?oo????L
???oo????
???????00????
???
　これを年間所得との関連でみてみると，第90図が示すように，年間所得の低いものほど老後につい
て「よく考える」ものの割合が高い。やはり「老後問題」は所得水準と密接な関連性をもっているこ
とが明らかである。例えぽ，年間所得が100万円～300万円台では「よく考える」ものと「時々考え
る」ものとの合計値は75．2％に達するが，1，000万円以上の所得階層では66，3％である。とりわけ，
老後について「考えたことがない」という回答割合は，年間所得500万円以上に多く，700万円以上の
階層になると回答老の約3分の1にも達している。
　　　　　　　　　第91図　婦人の年代別老後生活に対する考えについて
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　さらに業者婦人の年齢別に老後についての考えをみてみよう。第91図をみれぽ，年齢の差によって
段階的に老後生活への関心の度合いが異なることが明瞭に把握される。，これは，けだし当然のことか
もしれないが，50代を転機として，老齢化がすすむにつれて，老後生活のことを「よく考える」婦人
の割合が段階的に増加していく傾向が，．はっきりと読みとれる。けれども，20代のまだ若い業者婦人
のなかにも，すでに老後について考え℃いるものが8．4％もいることは，それだけ将来にたいする不
安が高いことを物語っていると思われる（第92図）。
　　　　　　　　　　第92図　婦人の年代別の老後生活に対する考えについて
???????? ?? ?????? ????????????? ?? ???????? ????????????
　②老後生活にたいする経済的保障　　　　　　　　　．
　業老婦人が老後に・2いて考えるとき，その中身は何か。予想される事柄は，・①経済的不安，②精神
的不安，③健康にたいする不安，④後継老難の問題などであろう。　　　　”一
　婦人にとって老後を考えるとき，経済的不安は，独身者，有配偶者，．離死別㊧いずれ画程度の差は
あっても，共通して抱く不安である。しかし，精神的不安は，独身者がもっとも強く，家族，子ども
がいる場合，不安の程度は軽い。健康にたいする不安は，個人差がかなり大きいであろうが，精神的
不安と共通性を有する。後継者難の問題は，中小・零細企業，自営業における事業主にとって，「勤
　　　　　　　　　（6）
め人」世帯の「あと継ぎ」とは質的に異なった問題を含む。この問題は，次節において取り上げるこ
とにする。
　ここでは，主として業者婦人の老後生活にかんする経済的保障について考察してみよう。業者婦人
は老後の生活保障を主に何に求めているのだろうか。調査の結果は，全体として「年金」を考えてい
る婦人が6割以上を占め，もっとも高い割合を示している。次に∫自分の勤労収入」が3．割，「夫の
収入」，「預金や利子・配当」などがそれぞれ3割強，そして「子どもの援助」は14．7％で意外に少な
い（第93図）。
　ここで参考までに，総理府の「老後の生活設計に関する調査」（昭和50年）と対照させてみよう。
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第93図　老後生活の主な保障（単位　％）
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この調査は，30～55才層が老後の各段階において何を主な収入源と考えているかを調べたものであ
る。
　これによると，64才までは「夫婦の就労による収入」を第一とするものが圧働的に多く，85．5％を
占める。補足的収入としてあげているのは，「公的年金」および「貯蓄」である。65～74才までは，
第一に「公的年金」をあげるものが52．2％を占めるが，「夫婦の就労による収入」をあげるものも，
26．5％にのぼる。補足的収入としては，「公的年金」，「貯蓄」，のほか「子などの援助」をあげるもの
の比率が目立って上昇している。75才を過ぎると，第一に「公的年金」をあげるものの比率は65．0％
となり，さらに，「子などの援助」をあげるものも14．6％に増加する。その反面，就労収入をあげる
ものの比率は著しく低下する。補足的収入としては，相変らず「公的年金」，「貯蓄」，「子などの援助」
があげられている（第79表）。
　　　　第79表　老後の収入源についての意識　　　　　　　　　　　　　（％）
　　　　　　　　　　　　　　　1一一55～64才　　　一r7『も5訂π才一一…　汚才以上L－一『
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一番目　　二番目　　一番目一番目
夫婦の就労による収入　　　85．5
公　　的　　年　　金　　　8．3
貯　　　　　　　蓄　　　2．1
利子・配当など　　　0．4
子などの援助　 1．3
そ　　　の　　　他　　　　1，0
（回　答　な　し）　　　　一
（不　　　　　　明）　　　L3
二番目
　2．0
17．9
15．3
　3．5
　4．8
　1．3
55．3
26．5
52，1
8．4
1．9
7．8
1．6
1．7
3．4
22．7
20．G
4．6
11．8
1．3
36．2
5．2
65．0
8．4
2．3
14．6
2．0
2．4
二番目
　0．9
14，2
19．9
　5．0
18．8
　1．3
39．8
　　　（資料）内閣総理大臣官房老人対策室「老後の生活設計に関する調査」　（昭和50年）。
　　　　　　緯理府編r高齢者問題の現状』より。
それでは，業老婦人の場合はどうか。まず，年代別に主な収入源の順位を並べてみると，
　　20代～40代……年金→勤労収入→夫の収入→子どもの援助
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　　　50代前半………年金→勤労収入→預貯金→夫の収入→子どもの援助
　　　50代後半以降…年金→勤労収入→子どもの援助→預貯金→夫の収入
　以上の3つに分類される。このなかで，50代後半以降をみると，第1順位，第2順位はそれ以前の
年代と同じ内容であるが，第3順位の「子どもの援助」は他の年代と異なる・この年代層になると・
子ども（夫婦）が本人（夫婦）と同様に，営業の第一線に立って，重要な役割を担うようになってく
るところから，「夫の収入」よりも「子どもの援助」に期待する気持ちが強くなるものと考えられる
（第80表）。
　　　　　　　　第80表　婦人の年代別老後生活保障の順位　　　　　　（単位：％）
悌・位陣・位陣・位陣・位悌・位
・・　代1年47．9金
・・－34才1年56．9金
勤諮入
勤難入
夫盤入璽、金1子ど濃援助
：夫鍋天「預，壁，金1子ど招援助
35－39才年57．4剣勤翔入1貌弩入1預，撃1子ど沸援助
’“ ?U記4身「一年1評1勤評1美麗天「「璽，剣子ど鴻援助
　45両爵一P一 `1金’勤郷ズー「…夷鋸入i預、腱子ど招援助
一9・一爵陣臨金「一響「阿野。金1夫舗入1子ど醜援助
55－59｝1年1、．一，金一「動塞蛎｝扉魏援助璽，剣夫鍋入
60才以上 年67．1金勤齪利子ど招援助預貯金　　夫の収入　21．7　　　　　15．4
　前述した総理府の調査と本調査を比較すると，前者では64才までは第1順位にあげる主たる収入源
は「夫婦の就労による収入」が多く，75才を過ぎると「公的年金」が第1順位に入れ替ったが，本調
査では20代から60才以上の年齢層までの第1順位は，すべて「年金」であった。もちろん・「年金」
だけに頼っているわけではなく，「年金」と「自分の勤労収入」，「年金」と「夫の収入」・「年金」と
「預貯金」などの組み合せを考えていると理解してよいだろう。けれども，業者婦人が老後生活の保
障を「年金」に依存する気持ちが，いかに切実なものであるかを端的に示しているといえよう。
　そのことで，とくに注目すべき点は，年間所得水準と老後生活の保障内容との間に密接な関連があ
ることである。年金を例にとると，年間所得が高い層よりも低い層ほど，老後の生活保障を年金に依
存しようとする割合が高い（第94図）。これにたいし，預貯金に依存しようとする割合は，低額所得
者層よりも高額所得者層の方に多くみられる。
　したがって，年間所得300万円未満のものが全体の43．0％を占めているという本調査の結果からみ
ても，老後の生活保障を預貯金に頼ることが出来ない低額所得者層に属する業者婦人が，安心して老
後をすごすごとが出来るようにするため，公的年金制度を抜本的に改善し，その充実を図ることは，
きわめて重要な課題となろう。
　（4）後継者の問題
近年，商工自営業の後継者難は次第に深刻な様相を帯びてきている。それは自営業の存続を左右す
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第94図　年間所得別年金，預貯金への依存傾向（希望）
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るほど，関係者にとっては重大な問題として受けとめられている。
　一般的にいって，商工自営業は企業というよりも，いわぽ“生業”としての特質をもち，たとえ経
営組織が個人経営から法人へ組織替えをしたとしても，事業主や家族にとっては，“家業”として意
識される場合が多い。
　　　　第95図　縮小または廃業理由　　　　　　　第81表　事業の継承　　　　（単位：％e）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぜひつがせたい　　　　　　　　　　　30．4
つがせたいが子どもが希望・ない1 9．1
?????
なんともいえない 36．8
あまりつがせたくない 18．2
子どもがいないので答えられないi 3．0
無　回　筈 2．5
S．5Z7
　　6，6
そ
の
他
????? ????????? ???? ?????? 、，??? ?
資料二中小企業庁「小規模企業実態調査」
㈱　　四捨五入のため合計は必ずしも100にならない。
　　　『中小企業白書昭和55年版』より。
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　したがって，事業主が創業者であるか，2代目，3代目であるかにがかわらず，会社の資産やノレ
ソは，あくまで“家の財産”であるという認識が根強く引き継がれている。このような場合には・事
業の後継者は，“家の財産”の継承者であり，それは事業主の直系卑属に限定されるケースが多い。
この点でも，大企業の経営継承問願とは質的なちがいがある。
　中小企業庁の調査によれぽ，事業の縮小または廃業理由として，「後継者がいないから」とするも
のが，全体として一番多く，「生業型」の場合は42．5％，「企業型」の場合は30．8％という状態で・需
要の停帯や減少などの理由を大幅に上回っている（第95図）。　しかも，「生業型」においては・後継
者の存在が事業主の経営意識に大きな影響をおよぼすとともに，　“一業一代”的な意識をもつ事業主
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
も少なくないといわれている。
　　　　　　　　　　　　（8）　そこで本調査は，「今の仕事を子どもにつがせたいと思いますか」という設商を用意した。その結
果，第81表に示すような回答を得た。rぜひつがせたい」が30．4％であるのにたいして・「何ともい
えない」という回答がそれを上回り36．8％である。しかも，「ぜひつがせたい」（30．4％）という“肉
親の心情〃は素直に理解できるが，「あまりつがせたくない」（18．2％）という回答には，「なぜか？」
という疑問が当然に残る。この疑聞は，経営体類型別にみた第96図と年間所得別にみた第97図とを比
較して考えてみれぽ，おのずから解けるであろう。
　　　　　　　　　　　　　　、
　　　　　　　　　　　第96図　経営体類型別にみた子どもへの経営継承
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第97図　年間所得別にみた子どもへの経営継承
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　すなわち，自分の子どもに「ぜひつがせたい」と考えている母親の気持ちは，経営体類型別にみる
と，家族経営には少なく，雇用者数が多くなるほど，その割合は鋭角的に高くなっている。その反対
に，子どもに「あまりつがせたくない」と思っている母親の回答割合は，家族経営に多く，逆に雇用
老の人数が多くなるにしたがって，少なくなっている。したがって，「ぜひつがせたい」のと，「あ
まりつがせたくない」という相反する子どもへの母親の気持ち，考え方は，経営規模の大小によって
逆相関の関係が成り立っていると解される。
　また，年間所得別にこれをみると，同様の傾向がクローズアップされている。すなわち，「ぜひつ
がせたい」という回答は，年間所得が高い層ほど多く，その逆に「あまり》うがせたくない」という回
答は年間所得水準が高いほど少なくなる傾向が明瞭にあらわれている。　　　㌧
　では，業種別にはどのような特徴が見出せるだろうか。これを産業小分類にもとついて集計した結
果をもとにして，若干の特徴点を拾い出してみよう。
　まず，小売業であるが，「ぜひつがぜたい」という回答が相対的に多いものを列挙してみると，医
薬・化粧品44，3％，米穀店43．4％，家庭用機械（金物屋）40．5％，ガソリンスタンド38．　O％など（以
下省略）。
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　これにたいして，「あまりつがせたくない」という回答が多いもののなかには，生鮮食料品店
25．9％，書籍・文具店23．7％などが目立っている。このほか，飲食業ではサンプル数も少なく，とく
に目につくものが見当らない。サービス業では，旅館・ホテル35．9％だけが目立っているが，むしろ
「なんともいえない」という回答の方が42，2％で多い。さらに，製造業では，一般機械52．6％，出版
・印刷41．9％，食料品35．8％などが主なものである。
　以上の分析を要約すると，次のようにまとめることが出来る。
　①自分の仕事を子どもに「ぜひつがせたい」，あるいは「あまりつがせたくない」という業者婦人
の気持ちや考えを規定する要因として無視しがたいのは，年間所得の多寡や経営規模などのちがいに
よって左右される傾向があること。
　②それと同時に，事業の第一線で夫とともに仕事上の責任を少なからず分担して働いている業老婦
人にとっては，皿一（6）の「自家営業にたいする意見」のところで，すでに触れたように，「休みがと
れず労働時間もながい」，「家事・育児がおろそかになる」，「仕事の割には収入が少ない」……などの
マイナス面の評価や，「現金がいつも自由につかえる」，「家族と一緒に働けるので楽しい」，「他人に
つかわれず気楽である」，「やりようによっては，多くの収入が期待できる」，「自分の考えが生かされ
て面白い」……などといったプラス面の自己評価とが交錯し，それらのうちのどの点に重点をおいて
考えているかによっても，かなり大きく左右されるであろう。
　③だが，ここで見すごすごとが出来ないことは，「今の仕事を子どもにつがせたいと思いますか」
という設問にたいして，「なんともいえない」という回答が36．8％でもっとも多いことと，「つがせ
たいが子どもが希望しない」という回答が18．2％あること，これらをどのように解釈したらよいのか
という問題である。
　前者は，子どもが幼少であるため，将来のことはまだ「なんともいえない」という若い世代に属す
る業者婦人の気持ちを反映しているとも解される。が，別の観点からみると，「仕事の割には収入が
少ない」とか，「休みがとれず労働時間もながい」といった仕事にたいするマイナス評価にもとつい
て，「なんともいえない」と決断しかねて戸惑っている状況や，将来性に乏しい仕事にたいする不安
感も加わって，そうした回答となってあらわれているとも解釈されよう。
　また，「つがせたいが子どもが希望しない」という回答状況は，親の仕事（職業）にたいする子ど
もたちの価値観や選職動機のちがい，さらに苦労の割には報いられることが少ないうえに，将来性の
有無についての子どもたちの見方の相違などの諸要因が複雑にからみあい，親の仕事（職業）を快
く，積極的に継承しようと考える子どもたちが減少していることも事実であろう。
　そこで，商工自営業の家庭の子どもたちは，両親の仕事ぶりをどのように思っているかについて，
考察してみよう。全国商工団体連合会婦人部協議会は，1978年11月，「業者の子どもの生活調査」を実
施したが，そのなかで大変興味ある調査結果を発表している（第一次集約，子ども722人，母親692
人）。小学生・中学生を対象としたアンケートの調査項目に，「お父さん・お母さんの仕事（家の商売）
についてどうおもいますか」という設問がある。それにたいする子どもたちの回答内容は，「よく働
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くと思う」，「えらい」が，小学生77．4％，中学生76．9％で，両親の働きぶりを高く評価しているもの
がきわめて多い。その反面，「働きすぎると思う」という批判的な回答が，小学生20．6％，中学生
20．　oe°6とそれぞれ2割を占めている。
　さらに，』「おとなになって，お父さん・お母さんのような仕事をしたいとおもいますか」との質問
には・「おもう」が小学生41・9％・中学生18・3％・その反対に「おもわない」が小学生51．2％，中学
生73．0弩，「不明」がそれぞれ6．9％，8．7％という回答状況である。
　これをみると，業者の子どもたちは，一方で父や母の働きぶりを高く評価しつつも，他方では，そ
の働きすぎに疑問をもち，とくに家業の継承については，小学生から中学生へ成長するにつれて，次
第に親の仕事に魅力をもてなくなっていく子どもたちの思考の変化がよくわかる。子どもたちが，さ
らに高校から大学へ進学する段階で，家業の継承についてどのような考えをもつようになるのか，こ
の調査では，そこまでの追跡調査はしていない。
　かって，「農家の嫁さがし」の困難さが語られたことがあった。しかし，最近では「自営業の息子
に嫁の来手がない」といわれるようになってきた。それだけ，商工自営業における後継者問題は，
「嫁さがし」の苦労とも結びついて，実情はますます深刻な様相を呈している。
　中山金治氏は，この点について次のように述べている。「私どもの経験によると，小零細企業の後
継老は学校を卒業してもすぐにもどりたがらない。そして自分の本業と関係のないスーパーとか，信
用金庫あたりにいったん勤めて，嫁さんをもらったらやめて跡をつぐというケースが非常に多い。っ
まりすぐ跡をついだのでは嫁さんの来手がない。無償の労働力になりかねないということは女性のほ
うだってわかっている。だからスーパーや信用金庫に勤めているあいだに嫁さんを見つけて，結婚し
てしまえぽ女性はやむなくついていかざるをえない。泣き泣き跡をつぐというケースが非常に多い。
かっての農業の基礎にそうした無償の労働力があったように，いまの小零細企業の強さは案外そうい
う条件に支えられているのではないか」。
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　つまり，商工自営業者の子どもは，学校卒業一家業継承という直線的なコースをとるものは少な
く，学校卒業→就職→結婚→家業継承という迂回的なコースをたどるものの方が多いという。
　北海道における最大の工業都市・室蘭市の商工自営業者（108人）を対象に選定し，面接調査を実
施された鎌田哲宏氏は，「都市自営業者層」の性格について，その特徴を次の3点に要約している。
　「まず第一に，現在自営業として存続している者（廃業した者は今回の対象者の中に入ってこな
い）は，どの業種も圧倒的に親の家業を継承したものであり，農漁民層出身もあるが，いずれも中間
層出身であることに変りはなく，労働者階級から新規に形成させたものはきわめて少ない。
　第二に，自営業は，家事手伝い一家業継承という直線的なコースをとる老は約2割にすぎず，ほと
んどが一一たん賃労働者として出たあと，40才前半で親のあとを継ぐために戻るという循環型を示す，
これはさきに展開したように相対的過剰人口の一時的排出機構であると同時に，賃労働の不安定性と
賃金水準の低さが再び自営業へと向わせる誘因となっているものと思われる。
　第三に，しかしその賃労働経験は，ブルー・カラー職種であっても，企業規模別には独占的大企業
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や官公庁といった労働考上層に属する。これは親が自営業主である場合，息子により高い学歴を身に
つけさせることが出来るからである6同世代のブルー・カラー労働者と比較すれぽ学歴は一般に高い
といえる」。
　　　（10）
　鎌田氏が指摘される3点のうち，とくに注目する必要があるのは，「都市自営業者」の後継者たち
の殆どが，いったん賃労働者として他へ就職したあと，「親のあとを継ぐために戻るという循環型」
一「あととりの還流」によって，「自営業者層内部で再生産されている」という事実である。
　（注）
　（1）　植田晃子「営業と生活を支える業者婦人の運動」渡辺睦編薯『中小業者の生きる道一業者運動の到達
　　　点一』1978年11月，161ページ。
　（2）　労働省「女子保護の概況」　（昭和51年），君塚宏，前掲書，237～238ページ。
　（3）　植田晃子「すすむ業者婦人の健康破壊」r大阪民主新聞』1977年11月19日。
　（4）高木昌彦・柴田悦子r働く婦人の健康と母性保護』　（働く婦人の講座，第3巻）1974年5月，77～79
　　　ページo
　（5）　高木督夫゜木元進一郎゜深見謙介編著『現代中高年問題と労働組合』　（1980年1月）では，中高年労
　　　働者問題の客観的諸条件を解明し，中高年労働者の雇用・・賃金・生活を守り，労働者全体の利益をどの
　　　ように擁護するかという観点から，鋭い分析を行なっている数少ない労作である。とくに同書の補章皿
　　　　（下山房雄゜高橋祐吉「定年退職後の労脚と生活」）は・本節の主題とも関連して興味ぶかい具体的資
　　　料を豊富に提供している。
　（6）　坂寄俊雄・小倉裏二編r婦人の生涯と社会保障』1977年5月，168～169ページ。
　（7）　総理府編r高齢者問題の現状一迫り来る高齢化社会一』1979年12月，100～101ページ。
　（8）　中小企業庁編『中小企業白書昭和55年版』1980年5月，143～144ページ。
　（9）上田勝彦・中山金治・前川恭一・吉谷　泉・渡辺　睦「シソポジウム・80年代の中小企業ピジョソを
　　　語る」『経済』1980年4月号，104ページ。
　　　　なお，1978年5月に開催された第23回はたらく婦人の中央集会（第29分科会「円高と中小業者の経営
　　　とくらし」）でも，中小業者の後継者問題が論議された。ある若い独身の女性は，「家が商売をしてい
　　　ますからイヤなところも知っていますので，業者に嫁にいくとなれぽ考えてしまう」と発言し，婦人労
　　　働者も「大変なところへはいきたくない。いきたくても婦人の地位，健康についても母性保護が制度化
　　　されていない中では考えてしまう。だからそうした条件を整えていくことも後継者を考えるうえで重要
　　　なのではないでしょうか」と発言している（『はたらく婦人は前進する』第23回はたらく婦人の中央集
　　　会記録集，1978年7月，77ページ）。
　（10）　鎌田哲宏「都市自営業者層の階級的性格一社会学的分析の試み一」静岡大学r法務研究』第21巻第4
　　　号，58～59ページ。
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（1）地域活動の現状
　全国商工会連合会は，商工会の事業として，「地域活動」（通常，「一般事業」と呼称）と「経営改
善普及事業」を実施している。
　前者の活動の例示として，「会員間又は地域住民を含めた形でのコミュニケーション活動」　（例え
ぽ，スポーツ大会や種々の文化的な催物など），「地域活動」　（地域振興計画への参画や環境変化など
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のまちづくり運動への参加など），「商業振興（工業振興）活動」　（例えば，消費者との連携活動，大
型店進出対策，購買力流出対策，サービス向上運動，大売出し，駐車場や街路灯の設置，技術研修，
先進地視察など）をあげている。
　全国各地の商工会では，これまで以上に地域住民との結びつきを強化する諸活動に重点をおいて取
り組んでいるようである。
　①業者婦人の地域とのまじわり
　まず，業者婦人の地域とのまじわりについて，とくに各地商工会をつうじての活動の実態をみてみ
よう。
　本調査によって明らかになったことは，商工会婦人部の活動をつうじて，地域とのまじわりに参加
している会員が9割弱もいることである。その活動内容は第98図が示すとおりである。もっとも多い
活動は「冠婚葬祭」で54．0％，ついで「町内会」48．2％，「借りもの頼みごとなどの近所づきあい」
35．7％，「奉仕活動」29．1％などが目立っている。
　　　　　　　　　　　　第98図　会員の地域とのまじわり（単位：％）
　　　　　％
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　こうした活動状況は，各地域の特性や業種によって重点のおきどころが若干異る場合もある。また
商工自営業の個別的特徴として，家族構成，年間所得水準，業者婦人の年齢や仕事とのかかわり具合
によっても活動状況に差異がある。例えば，「近所づきあい」は比較的低所得者層に参加率が高いと
か，「奉仕活動」は20代を除けぽ年齢が高くなるにつれて参加の度合いも高くなるなど，それぞれ特
徴的な傾向がみられる。
　②「奉仕活動」への参加状況
　ここでは，とくに「奉仕活動」に参加している業者婦人の主な活動内容について具体的にみてみよ
う。地域とのまじわりのうち，「奉仕活動」に参加しているものは全体で1，203人（回答者の29．1％）
である。その参加状況は第99図が示しているとおり，「町内美化運動・緑化運動」が72．7％でもっと
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第99図　奉仕活動への参加状況（単位　％）
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も多く，次に多いのが「祭事」で63．3％。このほか「公共施設の清掃」に4割台，「献血運動」，「施
設等への慰問」，「チャリティ・バザー」，「交通安全キャンペーン」などの活動に3割台の参加がみら
れる。
　これらの「奉仕活動」への参加状況を婦人の年代別にみてみると，「町内美化・緑化運動」には50
代以上の高年齢層に比較的参加率が高く75％以上におよんでいる。r祭事」への参加割合も，これと
同様な傾向を示しているが，「公共施設の清掃」には，それとは反対に20代の若い婦人の参加率が
64．3％で，他の年代に比べると目立って高い。また，「施設等の慰問」への参加は，30台前半5．8％，
40代前半31．2％と，50代前半39．4％，60才以上が71．0％と，年代が高くなるにしたがって参加率も高
くなっている（第82表）。　とりわけ，60才以上の年代では7割以上もの婦人が参加しており，これは
第82表　婦人の年代別奉仕活動参加状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）
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40代の参加率の2倍に相当する。　　　　　　　　　　　　　　　・
　以上のように，「奉仕活動」への参加者は，全体として若年層よりも高年層の業者婦人に相対的に
多くみられる。
②商工会活動への要望と意見
　①「講習会」への関心と希望
　全国各地の商工会の活動は，全国商工会連合会の方針にもとついて，近年，「地域活動への参加」
を重点として取り組みを強化しつつある。その一方では，「経営改善普及事業」の“主柱”の一環と
して位置づけている各種の「講習会」・「研修会」を実施し，会員にたいする「経営指導」にも取り
組んでいる。商工会が実施しているこれらの活動には，商工会法（第56条）にもとづき，国と都道府
県が所要経費を折半で補助している。
　そこで，本調査では商工会婦人部員である業者婦人が，商工会や商工会婦人部の活動にたいして，
どのような関心と要望をもっているかを把握するため，とくに希望する「講習会」の内容・テーマに
ついて質問してみることにした。
　その回答状況は第100図に示すとおりである。一見してわかることは，「趣味に関するもの」（31・2％）
と「経済や社会の動きに関するもの」　（30．9％）がともに3割台を占めており，つづいて「健康管理
に関するもの」　（29．0％），「衣食住など生活一般に関するもの」　（27．1％）などが，相対的に高い割
合を示しているようにみえる。だが，よく注意してみると，「税金に関するもの」（26・8％）と「経理
事務に関するもの」（26．7％）とを合わせて「経理・税務に関するもの」とすれぽ・53・5％に達する。
これは「スポ＿ツ・レクリェーショソに関するもの」と「趣味に関するもの」とを合わせた45・4％よ
りも8．1％多い結果となる。したがって，講習会の内容として，「趣味に関するもの」が一番多いとは
　　％
　　　　　　　　　　　　　　　　　会員の希望する講習会（単位
??? ????
???
???? ???????? ???????? ー
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第101図　希望する研修内容（単位　％）
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　　　　（昭和55年1月）よりo
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必ずしもいえないだろう。むしろ，経営に直接役立つものが，講習会のテーマとして，強く求められ
ているといえるのではなかろうか。
　そのことは，福岡県商工会連合会婦人部が，1974年7月～8月の時点で実施した「商工会婦人部員
意識調査」（有効サンプル数＝5，474）による結果と比較してみると，いっそうはっきりする（第101図）。
すなわち，「簿記税務」（24．9％），「経営技術等」（21．2％），「労務管理」（11．6％）など「経営に関す
る基礎的な学習をしたい」と願っているものが多いという結果があらわれている。しかも，「簿記税
務」はすべての業種に共通しているが，建設業にとくに多く，「地域問題」は商業で，「経営技術」は
商業とサービス業で，「労務管理」は建設業と製造業で，とくに強い関心がもたれているようである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
むしろ，これは当然のことかもしれない。
　もちろん，商工会婦人部に所属する業者婦人の講習会にたいする要望のなかに，趣味・教養・スポ
ーツなどに関するものが少ないとみてよいわけではない。彼女たちの文化的要求も強く，「経理事務，
税金に関することだけでなく，趣味・教養，リクリェーションに関する講習会をもって欲しい」とい
う要望もあり，具体的には，舞，踊，手芸，書道，料理，礼儀作法……など，多岐にわたっているこ
とも見落せない。このほかに，見学会，研修会への要望もいくつか出されている。
　ある婦人は，「商工会活動について」の意見，希望，不満などの自由回答欄に次のように記入して
いる。
　「新しい時代の流れで小売店の行末は暗い，お先真暗である状態で，主人にのみ頼りきっている。
目の前だけの自分に与えられた仕事だけで井の中のカワズ的な見聞で大きな難関につきあたったと
き，とまどってしまうのではないかと心配です。結局，そんなとき，頼れるのは商工会であり，会員
の方々のみと思います。頼れるのは商工会の親切なアドバイスと組織と知恵と思っています」。
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　ここでは，先行き不安な状態のも’とで，「井の中のカワズ的な見聞」だけではあきたらず，広い視
野に立って世の中の流れをしっかりと把握したいという欲求が，リアルに描かれている。こうした気
持ちから，講習会への希望として，「経済や社会の動きに関するもの」を希望する割合が相対的に高
い比重を占める結果となってあらわれているのであろう。
　けれども，商工会婦人部員の学習活動の実態はどうであろうか。この点にかんして本調査では，と
くに質問事項を設定しなかったので，再び前述した福岡県商工会連合会婦人部の調査結果に注目して
みよう。同会の婦人部員が商工会婦人部に期待しているものは，何といっても「研修の場」として活
用していきたいということであったが，部員の「経営学習」の実態は第102図が示しているように，
同業者商の研修会が第1位を占めている。そのうえ，「同業老で」（16・5％）と「取引先で」（10・9％）
を合わせると27．4％を占めており，「商工会で」（14．2％）と「婦人部で」（10・1％）を合わせた24・3
％よりも多いという実情である。
第102図　経営学習の方法（単位　％）
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　②商工会および同婦人部への要望と意見
　本調査では，自由記入欄を設けて・商工会についての意見や希望・不満など何でも書いてもらうよ
うにしたところ，種々の要望や意見が記入されていた。それらを大別すると・「商工会に関するもの」
「商工会の地域活動に関するもの」・「商工会婦人部活動に関するもの」・および「講習会活動に関す
るもの」などに分かれる。「講習会」についてはすでに触れたので省略することにし，上記の3つに
っいて要約すると以下のようなものがある。
　1．商工会に関するもの
　①どんなことでも相談にのってくれ，親切，ていねいに教え，指導してくれるからありがたい。
　②非常に満足している。
　③希望も不満もありません。今のままで結構。
　④商工会活動をお世話下さる役員には大変ご苦労なことと思っている。
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　など，商工会および同役員の指導，努力に感謝する会員が多数みられる。しかし，その反面では，
　⑤全体的に皆さんの和が欲しい。地区的にかたまりすぎて一部の人の会のような感じがする。
　⑥商工会の仕事が多すぎる。
　⑦役員は自分のことぽかり考えずに，町全体のことを考えて欲しい。
　などの批判も一部にある。また，次のような取り組みを願うものも多い。
　⑧役所で使用する品物はすべて町内で買って欲しい。また，同じ店ばかりでなく，あちこちの商店
　　を利用するように……。
　⑨町内一丸で商店すべてを包括し，商工会で全従業員の健康保険，厚生年金を扱って欲しい。
　2．地域活動に関するもの
　地域活動というよりも，商店街の問題にたいする要望とみた方がよい内容のものが多く，いわば
「商店街の近代化の促進」をあげるものが多かった。そのほかには，
　①お客様用の駐車場を設けて欲しい。
　②セントラルパーキングの駐車場の看板をわかりやすくして欲しい。
　など，商店街における駐車場にたいする要望も少なくない。さらに，地域の商工業振興を促進させ
るための方策を要望するものもある。そのなかには「客足の確保」と，最近とくに増えてきた大型店
進出にたいする意見が多く出されている。
　③ますまガ過疎化する現地にあって，どうしたら町民の買物を地元でまかなってもらえるかを商工
　　会，会長・役員，各商店で真剣に考えたい。
　④大型店，スーパー等の出店により，地元の小売商店がやりにくくなっています。商工会活動を通
　　じてどうしたら小売店が立ち直ってゆけるか協力してやってもらいたい。
　⑤大型店の営業時間，休日などについて商工会で何とか処置できないでしょうか。
　⑥大型店に対抗して商売するうえで，共同仕入れとか，包装方法など研究する必要があると思う。
　以上のように，大型店対策についての意見・提案を行なうものが目立っている。
　3．婦人部活動に関するもの
　①婦人部活動の目的と意義と位置づけをはっきりさせて欲しい。名称も早く統一して欲しい。
　②自分の家業と役員の役割を両立させることは難しい点が多いと思われるが，だからといって，高
　　年齢の役員が多数を占めていることは，今後の商工会婦人部の活動そのものの発展性がうすい感
　　じを受ける。
　③会員相互の交流の機会が少ない。
　④本会と婦人部との交流を密にするため本会の役員のなかから婦人部担当理事をつくることを義務
　　づけて欲しい。
　⑥みなが気安くより集まって，意見の交換などが出来るようにして欲しい。
　⑥他の町村の商工会と親睦・意見の交流をして欲しい。
　⑦全国商工会連合会の婦人部大会を開いて欲しい。形式的な式典ではなしに，全国による事例発表
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　　を地区連絡会で選び出して発表したら実のある研修になると思う。
　本調査のアンケート票に記入されたものは以上である。本調査では取り上げなかった調査項目につ
いて，前述の福岡県商工会連合会婦人部の調査ではいくつか取り上げているので、以下に補足的に示
しておこう。
　まず，商工会婦人部への「入部の動機」についてであるが，入部のきっかけは人によってさまざま
であるものの，「商工会役員によるすすめ」によるものがもっとも多く，全体の41．4％を占め，「自分
の意志」（16．6％），「つきあいで」（13．3％），「友人のすすめ」（12．4％），「商工会職員のすすめ」（11．9
％）などに比べて群を抜いていることがわかる。
　婦人部に何を期待しているかの問いにたいしては，第103図が示すように，「友人を多くもちたい」
というのが26，8％でもっとも多い。これは第2位の「経営能力の向上」　（17，4％）以下を大きく引き
離しているのが注目される。
　　　　　　　　　　　　　　　第103図　商工会婦人部への期待
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　しかしながら，それにもかかわらず，婦人部活動の参加となると，「いつも参加している」ものは
全体の4分の1程度であり，「あまり参加していない」（52．3％），「一度も参加したことがない」（16．8
％）という状態である。「一度も参加していない」部員がとくに多いのは，ブロックでは福岡地区の
ような大都市部，年齢別では39才以下，業種別ではサービス業などである。こうした不参加部員の理
由をたずねてみると，「不参加理由」としては，「忙しくて手が離せない」ものが圧倒的に多く75．4
％を占めている。
　婦人部の活動で多くの会員から支持を受けているものは，何といっても「研修活動」で36．　6％　，つ
づいて「先進地の視察や他団体との交流」が11．3％で，この2つで半数近くを占めている。「奉仕活
動」　（3．3％）や「スポーツ・レクリェーション」　（2．2％）などは意外に不人気で，「婦人部活動を
代表する事業」のようにいわれてきたが，部員からの支持率はもっとも低い部類に属する。
　では，「これからの婦人部に必要と思われる事業」についての問いにたいしては，やはり「研修」
が38．3％で首位に立ち，2位は「視察・交流」で10．8％，3位は「行政との懇談」で8．5％という状況
であり，商工会の事業として力こぶを入れている割には，「消費者との懇談会」（2．9％），「街の美化
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　’・緑化」（7．9％），「慈善事業」（1．4％）などへの関心は薄い。
　「経営上の悩みの相談先は」との質問にたいする回答状況には注目すべきものが含まれている。こ
こでの第1位は「不明」が24．3％も占めており，第2位の「商工会」22．0％を上回っている。第3位
以下には，「友人・知人」（18，8％），「その他」（15．7％），「取引先」（9．8％），「税理士・コンサルタン
ト」（8．1％），「金融機関」（1．3％）となっている。とくに「不明」（24．3％）と「その他」（15・7％）
を合わせた4割の「相談先」が気にかかるところであろう。
　この点について，同『調査報告書』は，次のように述べている。「ここでの第1位に不明が24．3％
あり，次に商工会の22．0％とあるのが，これからの問題として取り上げてゆかねぽなりません。婦人
部員にとって，経営者も家族専従者の場合いずれでも，商工会はまだまだ身近なものにはなっていな
いようです。誰でもが，いつでも気軽に相談できるところとして商工会があるはずです。商工会の対
応策が期待されるところです」。さらに，商工会婦人部の課題として，「地域住民の期待にもこたえら
れる婦人部としてゆかなけれぽなりません」と強調している。
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　以上のような商工会婦人部の現状と問題点は，単に福岡県の商工会婦人部だけに限定された特殊な
ものではあるまい。全国各地にある商工会婦人部に共通するものであろうと推測される。
　全国商工会連合会会長・辻弥兵衛氏は，「住民のささえなしに地域密着型の零細企業に明るい未来
はないし，そして商工会の社会的な存在理由はそれだけ弱まることになろう。座して支持を受けよう
としてもそれはかなわないことであり，住民とともにあることを行動によって示してこそ，しかも住
民の期待にいくらかでも対応できれぽ，商工会の社会的地位は大きく昂揚することになる」と述べ，
商工会のもつ克服すべき弱点は，「商工会員あっての，そして地域あっての商工会であることを明記
して滴工会自体の鯉・麗の方式を変えてし’くよう工夫してほい’」と醐されてし1ゑ・
　（8）社会運動への主体的参加
　「高度成長」の結末は，インフレ，高物価をはじめ，食品公害，大気汚染，自動車公害などから受
ける破壊的影響によって，業者婦人の労働を質量ともに増加させた。とりわけ1973年の石油ショック
を契機として，人為的な「もの不足」，「売り惜しみ」などの大企業の横暴，インフレと不況が同時に
進行するという，かつてない日本経済の構造的危機が表面化するなかで，営業と生活を支える業者婦
人の受ける影響は，いっそう深刻であった。
　過酷な長時間労働に疲れきって，「自由な時間はできるだけ横になりたい」とつぶやく婦人。「睡眠
時間は毎日4～5時間で，リウマチになり痛い体を無理して働きつづけている」と訴える婦人。「営業
がおもわしくなく，朝，昼，夕方とパートの仕事をかえてやっと生活を支えている」という婦人。営
業不振と資金繰りの悪化に悩み，“サラ金地獄”に陥って倒産，一家心中を余儀なくされる婦人。…
など，業者婦人の生活と基本的権利を奪う重圧は，あらゆる側面から彼女たちの生存権そのものさえ
もおびやかす。
　こうしたギリギリの状態のなかから，「病気になっても安心して休める休業保障を」，「人並みの8
時間労働で生活出来る工賃を」，「自家労賃や出産休暇の保障を」という切実な願いが，すべての業者
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ婦人に共通する要求として高まってきた。とくに夫とともに事業を営んでいる業者婦人の場合は，妻
が外の職場で働いて収入を得る場合に比べて税法上不利な扱いを受けている。例えぽ白色申告の場合
は専従者控除は40万円を標準として定められ，妻の働き分はせいぜい40万円としかみなされず・青色
申告の場合でも専従老控除の給与額はきわめて低額に押えられている。このような現行税制の不合理
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
な仕組みにたいして，業老婦人の不満や怒りは次第につのり，自家労賃要求への積極・果敢な運動が
全国各地にもり上がってきている。
　夫の将来や家業の将来，そして自分自身の老後にたいして，自分や家族の努力だけでは守りきれな
いという不安は，業者婦人をして，いや応なしに社会保障への関心を強めさせる。
　つまり，　“現代的貧困”の具体的なあらわれは，多くの業老婦人にとって，自分の家業と家庭生活
を守り，子どもの幸福を願い，これを実現させるためには，個々の家庭内におけるこまごました家事
労働の枠を乗り越えて，地域的運動に広範な人びとと共に参加せざるをえなくさせるのである。業老
婦人たちのこうした社会運動への主体的参加は，これまで，とかく保守的とみられてきた業者婦人自
身を“自己変革”させる契機になる。業者婦人が地域での社会運動，住民運動へ積極的に参加する機
会が多くなればなるほど，共通の問題で苦しむ他の階層の婦人たちとの話し合いや共同行動によっ
て，大きな励ましを受け，子どもの保育所づくりの要求，子どもの教育条件の改善要求，母性保護の
充実や年金制度の抜本的改善など，広範囲におよぶ社会保障への要求は，おのずから高まらざるをえ
ない必然性をもっている。
　　　　　　　　　　（6）
　そして，「団地の主婦が三人集まれば保育所づくりの話が始まるというのに，商店の主婦からこの
要求の声が上がったのを聞いたことがない。要求するひまに働いてもうけて，自分の家庭のことは自
分で解決，という閉鎖的な自力優先の考え方がr要求』という姿勢を拒むのであろう」とまで批評さ
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れた業者婦人たちであった。だが，いまはちがう。
　彼女たちは，単に保育所増設運動だけにとどまらず，業者婦人独自の要求を実現させる運動や大企
業の横暴な商法を阻止する運動，平和と民主主義を守る運動など，幅の広い運動にも積極的に取り組
み，日本の民主的な婦人運動のなかでも無視出来ない大きな役割を担って前進しつつある。
　とくに国際婦人年であった1975年の1年間，当初，業者婦人の間では，「コクサイフジンネンてな
んやろ」と首を傾ける人も少なくなかったが，同年10月，東ベルリソで開催された国際婦人年世界会
議に日本の業者婦人の代表を派遣することが決まった段階では，代表派遣のための資金カンパを集め
る活動にも積極的に取り組むと同時に，差別をなくす平等要求をかかげて，政府や国会・地方自治体
に向けて，要求実現をかちとる運動にもすすんで参加するように変化していくのである。
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　このように業者婦人が明確な権利意識をもち，家庭の外ヘー歩足を踏み出し，社会運動にも主体的
に参加するようになった意識の変化過程の解明は，あらためて追究されるべき課題である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）
（注）
（1）全国商工会連合会編『商工会一その現況と将来一』1976年11月，14ページ。
（2）　福岡県商工会連合会・福岡県商工会連合会婦人部『商工会婦人部員意識調査』1980年1．月，16ページ。
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　　　　　　　　　　　　　　商工自営業婦人の就労と生活の実態
（3）　福岡県商工会連合会ほか，前掲書，18ページ，および20ページ。
（4）辻弥兵衛・安部一成r日本の零細企業一地方の時代をどう生きるか一』1980年2月，150～151ページ。
（5）樋口幸子・坂本福子監修r働く婦人の権利とたたかい』1976年8月，259～260ページ。
（6）柴田悦子「婦人問題への視角と社会保障」坂寄俊雄・小倉裏二編，前掲書，23ページ。
（7）小川信子，前掲書，94ページ。
（8）植田晃子，前掲書，163ページ以下参照のこと。
（9）　拙稿「民商婦人部の果たす役割について」全国商工団体連合会婦人部協議会第6回定期総会特集r力と
　　心をひとつに』（No．7）1980年11月，12～15ページ。
お　わ　り　に
（1）本調査の限界点
　本稿の冒頭において述べたように，商工自営業にたずさわる婦人の就労および生活の実態について
の体系的な調査・研究は，意外とみるべきものが少ない。小・零細企業や都市自営業老層，家内労働
＝内職従事老にかんする実証的研究は，最近かなり注目すべき業績がつみかさねられてきているが，
零細企業や商工自営業における家族従業老の“大宗”ともいうべき業者婦人にスポットを当てた業績
は，きわめて少ない状態であった。
　本調査は，こうした意味において，この分野における空白部分を多少なりとも埋める役割を果たす
ことが出来たのではないかと自負している。
　ただ，本調査には，いくつかの限界があることはいうまでもない。
　第1に，調査の企画・立案から実施段階までの期問があまりにも短く，十分な時間をかけて，これ
までの調査・研究の成果に学び，調査に当たった共同研究者相互間の方法論上の討議のつみかさね
が，必ずしも十分に行なわれたとはいいがたい。とくに，調査票の作成過程で，もっと多くの業者婦
人と接触の機会をもち，多様な現象を可能な限り把握したうえで，調査票の設計に取り組むべきであ
ったQ
　第2に，広範な業者婦人が存在するなかで，調査対象がもっぱら商工会に加盟している婦人部会員
にしぼられたため，それ以外の業者婦人を対象から除外したことによって生ずる限界性である。した
がって，そのことから生ずる必然的な問題点の1つは，商工会に加盟する婦人部会員（1979年6月末
現在，166，175人）の所在地が地方都市の町村に片寄り，東京，横浜，名古屋，大阪，神戸などの巨
大都市に集中している都市型自営業が当初から除外されたことにより，実態把握のうえでも大きな限
界が生じたことである。本稿では，他の調査資料を援用し部分的な事項について補足したが，もとよ
り，こうした限界をカバーしきれるものではなかった。
　第3としては，第2に指摘したこととも関連するが，対象業種および調査票回収状況も含めて，小
売業の比重が全体の57．8％，6割近くも占める結果となり，製造業の比重が11．5％o，飲食業が5．2％，
サービス業が11．1％，卸売業が3．O％というような業種別偏差が大きく，自営業全体の業種別構成の
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現状と対比して，実態把握のうえで若千の問題を残すことになった。
　第4として，本調査の実施は主として調査票を中心として行なわれ，現地調査，フィールド・ワー
クが欠如したことである。業者婦人の多様な就労形態と家庭生活の実態を把握するためには，書面調
査に頼るだけでは不十分であることはいうまでもない。現地調査をつうじて出来るだけ多くの業者婦
人に面接し，実情把握を行なう時間的余裕がなかったことは，調査結果の分析において若干堀り下げ
が不足する感をまぬがれえなかった。
　最後に第5として，社会的分業の水平的なひろがりだけでなく，垂直的，重層的構造，言葉をかえ
ていえぽ，独占・大企業を頂点とするピラミッド型の重層的支配構造の最下限に位置づけられている
零細企業・商工自営業の実態を把握するための設問項目を欠落したため，今日，多くの商工自営業が
直面している経営上の隆路を的確に把握出来なかったことである。
　以上に記した本調査のいくつかの限界点は，主として本調査の集約結果に依拠している本稿の限界
性をも規定している。
（2）今後に残された課題
　すでに述べてきたように，今日，多くの零細企業・商工自営業が直面している困難な問題は山積み
されており，それによって規定される業者婦人の悩みや苦しみ，生活上の問題などは，このまま放置
しておくことが出来ないほど深刻な状態である。これらの諸問題は，個々の自営業主や家族の「自助
努力」のみでは到底解決することが困難なものが多く，いきおい，国および自治体の行政，施策の適
切な措置が望まれる。
　したがって，本調査が解明したいくつかの間題の前進的な解決を図るために，関係機関が早急に有
効・適切な措置を講ずるよう，強く要請するものである。
　最後に本稿の締めくくりとして，今後に残された若干の課題を列挙しておこう。
　①すでに述べたように，今回の調査に特徴的にみられた業種間格差の問題である。
　業種のちがいは，業者婦人の労働の非常に多くの側面にあらわれている。とりわけ，業種の特殊性
を的確に把握するための概念装置が見出せなかったために，本稿の分析も不十分なものに終らざるを
えなかった。そして，さらに業種というレベルを超えた労働の実態に深く迫りうる概念枠が検討され
る必要があるであろう。これは業者婦人というよりも，自営業の労働をとらえる全体的な枠組みの問
題である。
　このことは，先進工業国のなかでも稀にみる日本の産業構造の特質を解明するための，一つの有効
な分析手法を確立することにも貢献すると思われる。
　②業者婦人の労働意識とその自覚化の問題である。すでに明らかにしたように，業老婦人の半数以
上が毎日ほぼ一定時間働き，その平均も9時間を超えている。にもかかわらず，6割以上の業者婦人
は，自分の役割を夫である事業主と比べて副次的なものであると位置づけ，その要求もごく控えめな
ものである。
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　他方，労働時間の長い場合や規模の小さな経営では，明らかに婦人の権利意識の向上が認められ
る。この関係をさらに明確にするためには，業老婦人の労働実態そのものに，さらに踏み込んで・そ
れらのかかわりのもとで権利意識の成長過程をフォP一してみる必要があろう。
　そこには，自営業のおかれでいる全般的な状況一経営の不安定性と“貧困化”の反映もあるが・
業者婦人の労働に固有な問題もまた存在するのではなかろうか。その一つの原因に家事と営業の兼務
による労働のあいまいさという問題が介在するのではなかろうか。調査の結果をみる限り，家事，育
児が加わっても，婦人の就嵯状況が大きく変化するわけではなく，むしろ家事・育児は経営上の仕事
に新たに付加されるという感じが強い。このことが，両老をともに処理しているという意識にはすす
まず，ともに不十分だとする“負い目”に傾斜しているようにみえる。
　こうした業者婦人の家事労働と経営労働との兼務意識の問題を，一般の勤労婦人や主婦専業の婦人
とのかかわりにおいて明らかにLていくという課題があるように思われる。そのことをつうじて，業
者婦人の労働意識と権利意識のあり方がより鮮明になってくるであろう。
　⑧業者婦人の仕事と「やり甲斐」・「生き甲斐」の解明である。今回の調査でもその一端に触れて
みたが，業者婦人が自分の仕事をつうじて，どのような「やり甲斐」・「生き甲斐」を見出し，それ
にどのような意味づけを与えているのか，とくに商工自営業の社会的役割にたいする自覚，職業意識
の確立という視点からも追究すべき重要な課題であろう。
　④業者婦人における“発達要求の直流化”について注目すべきであろう。就業と家事に追われ，た
まの休日には休養や普段する余裕がなかったことへの穴うめ的なものに充当したいとする意識状況が
うかがえた。しかし，他方では，「もっと時間があれぽ……したい」という形で積極的に，自分自身
を向上させるための教養や趣味にも時間をさきたいという多様な文化要求，発達要求が吹き出し，こ
うした要求が一つの底流として存在することが予想される。
　こうした要求を「願い」のレベルにとどめることなく，ていねいに堀り起こし，可能なところから
実現させていくこと，そのような条件と可能性の解明もまた必要な作業ではなかろうか。また，そう
したなかで，家庭における夫との関係とか，地域における業者婦人の独自の活動のレベル・アップの
問題，さらにすすんで政治的，経済的，社会的，文化的な諸問題への問題意識の変化が，あらためて
追究されるべき課題として提起されるであろう。
　⑤以上の課題とも深くかかわる問題を，他の諸階層との比較という形だけではなく，業者婦人の生
涯に沿った，タテの流れにおいて研究するという課題があるように思われる。いわゆるライフ・サイ
クルという視点からの業者婦人の研究である。
　今回の調査でも，受け持つ仕事や報酬，「やり甲斐」の自覚や経営内における自分の位置づけなど
に一定の年齢的な傾向性があらわれていた。これを業者婦人のライフ・サイクルと各段階で出会う課
題という視点からとらえ直し，その発展過程を跡づけるという課題の究明がなされてよいと思う。
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Uber　die　Arbeits・und　Leben　sbedingungen　der　Selbstandige　in　Gewerben
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Mutsumi　Wat鋤be
　　　Die　Frauen，　die　als　Selbsttindige　in　Gewerben　tatig　sind，　spielen　einerseits　eine　wichtige　Rolle　als
Arbeitskrafte　in　eigenen　Gewerben　und　sind　anderseits　als　Hausfrauen　f廿r　Hausarbeit　und　Kinder－
pn。g。　beschaftigt．　Aber　bi・h・ut・i・t　di・F・rsch・・gs－・nd　U・tersu・hung・a・b・it　ttber　di・Selbs伽“
dig。n・seh。　g。。i。g。nd　deren　V・・haltnisse　si・d・i・ht　imm・・k1・・g・wese・・Di・h・・tig・wi・tschaft”
1i。h。　Umg。bmg　um　di・S・lb・t益ndig・・auf　d・m　G・bi・t・・n　Manuf・kt…H・nd・1　und　Di・n・t1・istungs’
wirtschaft　ist　ziemlich　kompliziert．　Es　ist　deshalb　sehr　wichtig，　die　Ste11ung　u且d　Rolle　der
Selbstandigen　objektiv　zu　erfassen　und　ihre　sozialen　Probleme　aufzukltiren。
　　　Ullsere　Forschung　haben　wir　als　Probe　durchgefUhrt，　uln　sich　dieseロ　sozialen　Problelnen　zu
nahern．　Dieser　Artikel　soll　bezwecken　die　Verhtiltnisse　in　Arbeits－und　Lebensbedingungen　der
S，1b、ta。dig。。，　d。。e。　B，w。Bt・ei・，　d・・P・・bl・m　und　M・・km・1　ihrer　Tatigk・it・・i・d・n（tem・insch・f’
ten　aufzukltiren．
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